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深く信頼されるミサワホームをめざして 地球にやさしいミサワホームをめざして

親子のふれあいやご家族のつながりを深め、末永く安心して暮らせる、

Heartを大切にする住まいであること。

自然を感じながら心地よく暮らせて、地球環境に貢献できる、

Earthを大切にする住まいであること。

ミサワホームが目指しているのは、Heart（心、思いやり）と、Earth（地球）がひとつになった

“Heart&Earth=HEARTH（ハース）”の住まいづくりです。

子どもたちの未来を、より美しく、より豊かな世界にするため、

私たちは住まいに人と地球への思いやりをデザイン。

ミサワホームグループでは「ＨＥＡＲＴＨ」をＣＳＲ推進活動のテーマとしています。

022018 MISAWA CSR REPORT

　　　　　　　住まいは“巣まい”。鳥の巣がヒナを育てるためにあるように、住まいづくりは元来、子どものためにあるとミサワホームは考えています。社名

の「HOME」には、単なる器としての「HOUSE」ではなく、家族のふれあいが感じられるような、暮らし方までトータルに考えられた住まい「HOME」を提供

するという創業以来の理念が込められているのです。欧米には「HEARTH&HOME」という言い方があります。「HOME」に「HEARTH（暖炉）」があって

はじめて暖かき我が家になる、という意味ですが、ミサワホームではこの「HEARTH」を、「HEART（心）」と「EARTH（地球）」が一体化した言葉に見立てました。

■編集方針

ミサワホームグループでは、本ＣＳＲレポートを通じてさまざまな

ステークホルダーの方々とのコミュニケーションを図り、よりレベ

ルの高いＣＳＲ活動を図ることを目的に発行しています。本ＣＳＲ

レポートは、社会を取り巻くさまざまな背景や各ステークホルダー※

との関わり合いについて、当社が取り組むCSR活動をSDGsと

の関連も含めてテーマ別に詳しく「ＨＥＡＲＴＨ　AT　WORK」にてご紹

介しています。また、ミサワホームグループの概要や財務・非財務

情報については「ＡＢＯＵＴＵＳ」に、会社方針やＣＳＲ経営などについ

ては「ＭANAGING HEARTH」に、コーポレートガバナンスや環境

マネジメント体制については「GOVERNANCE」に、環境データや

ＣＳＲ指標などについては「ＤＡＴＡ」のカテゴリーに記載しています。

本ＣＳＲレポートは印刷版のほかに、ミサワホームのホームページ

にＰＤＦ版を掲載していますが、     マークを付した一部の項目

では、より詳しい関連情報にリンクできるようにしています。また、

皆さまからお寄せいただいた貴重なご意見やアドバイスを、今後

のＣＳＲ活動や、当レポートの作成にいかしていきたいと考えて

います。ＣＳＲレポートバックナンバーの“送付お申し込み”からの

ご協力をお願いいたします。 

●報告対象組織
本レポートの対象組織はミサワホーム株式会社を中心としていますが、一部ミサワホーム
生産工場（１0工場）、販売・建設を担うミサワホームディーラーを含むグループ関連会
社の活動についても記載しています。

●報告対象期間
２０１7年度（２０１7年４月１日～２０１8年３月３１日）を基準としていますが、必要に
応じて２０１7年度以前及び２０１8年度以降の活動内容も記載しています。 　 　 　

●発行日
２０１8年６月（次回発行予定:２０１9年６月）

●参考ガイドライン
環境省「環境報告ガイドライン２０12年版」
ＧＲＩ（Ｇｌｏｂａｌ Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ）「ＧＲＩスタンダード」
社会的責任に関する国際規格「ＩＳＯ２６０００」
本レポートとＧＲＩガイドラインとの対照表　　　をＷＥＢサイトに掲載しています。　

●第三者保証
本レポートは、2013年度よりアーンスト・アンド・ヤングのメンバーファームである
新日本有限責任監査法人による国際保証業務基準（ＩＳＡＥ）３０００・3410等を踏まえた
第三者保証を受けており、該当部分には「保証対象マーク　  」で表示しています。 

本CSRレポート 当社ホームページ

WEB版（PDF）

     WEB

　WEB

http://www.misawa.co.jp/corporate/csr/

※行動指針で定めるステークホルダー：「お客さま（消費者）」「従業員」「取引先」「株主（投資家）」「社会･環境」

WEB
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親子のふれあいやご家族のつながりを深め、末永く安心して暮らせる、

Heartを大切にする住まいであること。

自然を感じながら心地よく暮らせて、地球環境に貢献できる、

Earthを大切にする住まいであること。

ミサワホームが目指しているのは、Heart（心、思いやり）と、Earth（地球）がひとつになった

“Heart&Earth=HEARTH（ハース）”の住まいづくりです。

ABOUT US

MANAGING HEARTH

HEARTH AT WORK

GOVERNANCE

DATA

編集方針

ミサワホームグループについて
財務・非財務パフォーマンス

トップコミットメント
ミサワホームグループの基本方針
中期経営計画
ＣＳＲマネジメント
ＨＥＡＲＴ ＆ ＥＡＲＴＨ Ｄｅｓｉｇｎ

低炭素で循環型の住まいづくり
　背景
　省エネ・創エネ
　省資源
安全・安心な住まいづくり
　背景/防災・減災住宅
　耐久性
　耐震性
　室内空気環境
少子・高齢化社会を支える
　背景/子育て･介護支援
　まちづくり
お客さま満足度の向上
　住まいるりんぐシステム 
　住まいの価値を高める
働く環境の整備と働き方改革
　背景/ミサワホームの雇用状況
　働き方改革の組織・体制と実施事項
　人財育成・女性活躍推進
　ワークライフバランス・健康経営・労働安全
事業活動の環境負荷低減
　背景/調達段階
　生産段階
　施工段階
　輸送段階/事務所段階
社会貢献活動
　地域貢献・文化・科学活動

ガバナンス
　コーポレートガバナンス
　リスクマネジメント
　コンプライアンス
　環境マネジメント体制

データ集
　2017年度環境活動実績
　環境会計
　マテリアル＆エネルギーフロー
　スコープ1、2、３/工場パフォーマンス
　CSR指標2017年度実績
第三者保証報告書
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その他事業※

※その他事業には海外における売上、介護施設運営、建材販売、物流なども含む。

戸建住宅
事業

リフォーム
事業

資産活用
事業

まちづくり
事業

会社概要

■ 社　　　名 ミサワホーム株式会社
（ＭＩＳＡＷＡ ＨＯＭＥＳ ＣＯ., ＬＴＤ.）

■ 設立年月日　　　 2003年8月1日
（旧ミサワホームとしては1967年10月1日）

■ 資　本　金 １１，８９２，７５５，８１３円（2018年3月31日現在）

■ 主要事業所 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号
新宿ＮＳビル

東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号

木質系ディーラー22社
セラミック系ディーラー16社
ホームイングディーラー15社
国内15社
海外3社（中国・フィンランド・オーストラリア）

本 　 　 社

本 　 　 館

販 売 会 社

関 連 会 社

２，５44名

８，859名（連結）

ミサワホーム

グループ

（2018年3月31日現在）

■ 従　業　員

■ 発行済株式総数 ４３，０７０，１６３株（2018年3月31日現在）

13.4％

15.8％

8.8％

3.6％

58.4％

売上高
3,885億円

ミサワホームグループについて

売上高（連結）

WEB

032018 MISAWA CSR REPORT 042018 MISAWA CSR REPORTGOVERNANCE DATAABOUT US HEARTH AT WORK GOVERNANCE DATAABOUT US HEARTH AT WORK

その他の関連会社

■ 株式会社ミサワホーム総合研究所（研究・開発・調査）　 ■ テクノエフアンドシー株式会社（住宅部材の調達・製造・販売）　 ■ ＣＳロジスティクス株式会社（住宅部材の運送）

■ ミサワホーム建設株式会社（建設）　 ■ メディアエムジー株式会社（広告・宣伝・マーケティング）　 ■ ミサワフィナンシャルサービス株式会社（フラット35・融資）　　　　　

■ ミサワホーム中部建設株式会社（建設）　 ■ アルゴスペースデザイン株式会社（ビルの企画・設計・施工）　 ■ 株式会社プレステージケア東海（介護・福祉）　　　　

■ セントスタッフ株式会社（人材派遣）　　 ■ ミサワホーム不動産株式会社（賃貸管理・不動産開発）　 ■ ウィズガーデン株式会社（外構・造園）　　　　

■ 臨沂三澤木業有限公司（住宅部材の製造）　 ■ MISAWA HOMES AUSTRALIA PTY. LTD.(マーケティング･事業検討)　 ■ MISAWA HOMES OF FINLAND LTD.（住宅部材の製造）

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

戸建住宅事業

木質・鉄骨注文住宅
「木質パネル接着工法」や「鉄骨ユニット
工法」によるすぐれた住宅性能をいかし、
快適な住まいづくりをご提案します。

本社 各ディーラー

木造（軸組・2×4）注文住宅
日本の気候・風土に根ざした伝統の工法と
先進の技術が融合した、日本の新しい木
の家をご提案します。

ミサワ
MJ ホーム

各ディーラー 本社 各ディーラー

ＲＣ・ＳＲＣ・Ｓ造
マンション・オフィス・店舗ビルなど、さまざ
まな工法の利点をいかし、オーナーさま
のベストな土地活用をご提案します。

本社 各ディーラー

賃貸住宅
戸建住宅で培ったデザイン力と技術をい
かして高い資産価値を維持し、オーナーさま
の長期安定経営をお手伝いします。

資産活用事業

戸建分譲住宅
環境価値、資産価値の高い優良な社会資
産となるような住まいづくり、まちづくり
を推進しています。

本社 各ディーラー

介護・福祉
長年の実績に基づいた、行き届いたケア
サービスやドクターによる健康管理などで、
シニアの暮らしと健康をサポートします。

マザアス トリニティ・ケア

その他事業

本社 各ディーラー

複合開発
医療・介護・子育て支援を中心とした複合
開発やコンパクトシティ型不動産開発を
展開します。

まちづくり事業

リフォーム・リノベーション
単にインテリアを新しくしたり、間取りを変
更したりするのではなく、プラスαのアメ
ニティをご提案し、資産価値を高めます。

ホームイング
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その他事業※

※その他事業には海外における売上、介護施設運営、建材販売、物流なども含む。

戸建住宅
事業

リフォーム
事業

資産活用
事業

まちづくり
事業

会社概要

■ 社　　　名 ミサワホーム株式会社
（ＭＩＳＡＷＡ ＨＯＭＥＳ ＣＯ., ＬＴＤ.）

■ 設立年月日　　　 2003年8月1日
（旧ミサワホームとしては1967年10月1日）

■ 資　本　金 １１，８９２，７５５，８１３円（2018年3月31日現在）

■ 主要事業所 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号
新宿ＮＳビル

東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号

木質系ディーラー22社
セラミック系ディーラー16社
ホームイングディーラー15社
国内15社
海外3社（中国・フィンランド・オーストラリア）

本 　 　 社

本 　 　 館

販 売 会 社

関 連 会 社

２，５44名

８，859名（連結）

ミサワホーム

グループ

（2018年3月31日現在）

■ 従　業　員

■ 発行済株式総数 ４３，０７０，１６３株（2018年3月31日現在）

13.4％

15.8％

8.8％

3.6％

58.4％

売上高
3,885億円

ミサワホームグループについて

売上高（連結）
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その他の関連会社

■ 株式会社ミサワホーム総合研究所（研究・開発・調査）　 ■ テクノエフアンドシー株式会社（住宅部材の調達・製造・販売）　 ■ ＣＳロジスティクス株式会社（住宅部材の運送）

■ ミサワホーム建設株式会社（建設）　 ■ メディアエムジー株式会社（広告・宣伝・マーケティング）　 ■ ミサワフィナンシャルサービス株式会社（フラット35・融資）　　　　　

■ ミサワホーム中部建設株式会社（建設）　 ■ アルゴスペースデザイン株式会社（ビルの企画・設計・施工）　 ■ 株式会社プレステージケア東海（介護・福祉）　　　　

■ セントスタッフ株式会社（人材派遣）　　 ■ ミサワホーム不動産株式会社（賃貸管理・不動産開発）　 ■ ウィズガーデン株式会社（外構・造園）　　　　

■ 臨沂三澤木業有限公司（住宅部材の製造）　 ■ MISAWA HOMES AUSTRALIA PTY. LTD.(マーケティング･事業検討)　 ■ MISAWA HOMES OF FINLAND LTD.（住宅部材の製造）

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

戸建住宅事業

木質・鉄骨注文住宅
「木質パネル接着工法」や「鉄骨ユニット
工法」によるすぐれた住宅性能をいかし、
快適な住まいづくりをご提案します。

本社 各ディーラー

木造（軸組・2×4）注文住宅
日本の気候・風土に根ざした伝統の工法と
先進の技術が融合した、日本の新しい木
の家をご提案します。

ミサワ
MJ ホーム

各ディーラー 本社 各ディーラー

ＲＣ・ＳＲＣ・Ｓ造
マンション・オフィス・店舗ビルなど、さまざ
まな工法の利点をいかし、オーナーさま
のベストな土地活用をご提案します。

本社 各ディーラー

賃貸住宅
戸建住宅で培ったデザイン力と技術をい
かして高い資産価値を維持し、オーナーさま
の長期安定経営をお手伝いします。

資産活用事業

戸建分譲住宅
環境価値、資産価値の高い優良な社会資
産となるような住まいづくり、まちづくり
を推進しています。

本社 各ディーラー

介護・福祉
長年の実績に基づいた、行き届いたケア
サービスやドクターによる健康管理などで、
シニアの暮らしと健康をサポートします。

マザアス トリニティ・ケア

その他事業

本社 各ディーラー

複合開発
医療・介護・子育て支援を中心とした複合
開発やコンパクトシティ型不動産開発を
展開します。

まちづくり事業

リフォーム・リノベーション
単にインテリアを新しくしたり、間取りを変
更したりするのではなく、プラスαのアメ
ニティをご提案し、資産価値を高めます。
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トップコミットメント

2017年度のわが国の経済は、個人消費が持ち直し、設備投資も

緩やかに増加するなど、景気は総じて回復基調で推移しました。

住宅業界においては、住宅ローン金利が引き続き低い水準に

あったものの、持家・貸家ともに建築需要は弱含みで推移し、新設

住宅着工戸数は前期比2.8％減の94万戸となりました。こうした

なか、当社グループは当期を初年度とする3ヵ年の中期経営計画

「First Step For NEXT50」を策定し、これに基づいて諸施策

を実施してまいりました。戸建住宅事業においては、南極昭和基地

で採用しているものと同じ厚さの120㎜厚木質パネルによる

「センチュリーモノコック構法」を新たに採用。また、ZEH（ネット・

ゼロ・エネルギー・ハウス）基準を大幅に上回る断熱性能を実現

した木質系工業化住宅商品「CENTURY Primore」を発売し、

耐震木造住宅「MJ Wood」に大開口・大空間設計が可能な新

シリーズ「MJ FRAME」を追加するなど、商品力強化に努めました。

順調な中期経営計画のスタートとなりました。

ミサワホームは、2017年10月1日に創立50周年を迎えました。

これまで住宅業界のパイオニアとして日本の住まいづくりの

歴史とともに歩むことができましたのも、60万戸を超える

ミサワホームのオーナーさまや、多くのお取引先さま、サプラ

イヤー、ディーラーの皆さま、そしてOBを含めたミサワホーム

グループの仲間など、さまざまな関係者の皆さまのご支援、

ご協力のおかげであると深く感謝しております。

ミサワホームのこれまでの50年間を支えてきたものに、「木質

パネル接着工法」をはじめとする独自の発想と、業界初、日本初、

世界初を目指した先進的な技術・商品開発力があります。そこ

には常に、時代を切り拓く企業でありたいというパイオニア精

神と、住まいを通じて豊かな暮らしを実現したいという強い思

いがありました。これからの世の中は少子高齢化により、ます

ます人口が減少するなど、社会構造が変化するとともに、AI

（人工知能）やIoT（モノとインターネットのつながり）の導入

などにより生活スタイルも大きく変化していくと予想されます。

そのような未来においても、ミサワホームはパイオニア精神を

失わず、「変わらない」ために時代の変化に対応して「変わり続

けて」いきたいと考えています。そして、住宅を販売する企業

という枠を超え、新しい商品はもちろん、新しい事業やサービス

もご提供していくことで、すべての生活をデザインする企業

グループを目指してまいります。

「変わらない」ために「変わり続けて」いきます。 「持続可能な開発目標（SDGs※1）」とは、2015年9月の国連サ

ミットで「持続可能な開発のための2030アジェンダ」として

採択された、2016年から2030年までの国際的な共通目

標です。持続可能な世界を実現するための17のゴール・169

のターゲットから構成されており、地球上の誰一人として取り

残さないことを誓っています。発展途上国のみならず、先進国自

身が取り組むべきユニバーサル（普遍的）なものと位置づけら

れており、日本としても、国はもちろん企業の社会的責任とし

て積極的な取り組みが求められています。このたび、従来からの

ミサワホームグループの企業活動と、SDGsの17のゴールと

の関係を整理してみたところ、目標11の「まちづくり」に強い関

連性があることがわかりました。また、目標3「健康と福祉」、目

標4「質の高い教育」、目標5「ジェンダーの平等」、目標8「働き

がい」との関連では、2017年8月に「BR※2働き方改革推進室」を

設置し、社員が「いつでも、どこでも、いきいきと働ける環境」を

実現するための活動を開始しています。今後は、当社の企業活動

を推進していくうえで、SDGsをより意識した経営に努めたいと

考えています。そのため、今年度のCSRレポートでは、これらの

関連性を読者の皆さまにわかりやすくご理解いただけるよう、

各章のタイトルにSDGsの関連項目のロゴを記載しています。

ミサワホームグループのCSR活動はまだまだ不充分な点が

多々ございますが、このレポートを最後までご一読いただき、

忌たんのないご意見・ご感想をお寄せいただければ幸いです。

SDGsを意識した経営を目指します。

かつての日本の社会保障制度では、多くの現役世代が1人の高

齢者を支える「御神輿社会」でした。それが少子高齢化の進展

に伴い、現在は数人の現役世代で支える「騎馬戦社会」となり、

さらに2050年には1.2人の現役世代で1人の高齢者を支える

「肩車社会」となっていくと予想されています。近年は女性の社

会進出が強く求められ、共働き世帯が増えていますが、このよう

に現役世代の負担が増えていくと、子育てや親の介護のために

仕事を辞めざるを得ない方々がますます増えていく恐れがあり

ます。ミサワホームは、この問題を解決し、「子育て離職ゼロ」

「介護離職ゼロ」の社会を実現するためには、「住まい」や「まち

づくり」が重要な役割を果たすべきだと考えています。国土交通

省は立地適正化計画を定め、人口減少のなかにあっても一定の

エリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サービス

やコミュニティが持続的に確保されるよう、居住誘導区域を指

定することを各地方自治体に求めています。これからは都心部

に限らず、地方の中核都市でも居住誘導区域が設定されるこ

とで、共働き世帯や高齢者世帯の居住ニーズは生活に便利な施

設が整っている駅のそばが中心となり、住職近接しコンパクト

シティ化されたまちづくりが進んでいくでしょう。

ミサワホームはこれらの動きと連動して、「まちなかソリューション」

の提案を展開しています。戸建住宅においては、2018年4月、

120㎜厚木質パネルを採用した商品に、都市型3階建タイプの

「CENTURY Primore3」を追加。また、防火地域など、さらに敷地

の狭いエリアに対応した耐火構造の木造3階建住宅の開発にも

着手しました。リフォーム事業においては、都心部の老朽化した

建築物において、軽量化を図るなどで耐震基準をクリアし、解体

することなく構造体を再利用することで廃棄物やCO₂排出量を

大幅に削減できる「リファイニング※」手法を積極的に取り入れて

います。さらに、中期経営計画で新たなセグメントとして加えた

「まちづくり事業」では、オフィスビルやマンションなどの開発

に積極的な投資を行うほか、医療・介護・子育て支援を中心と

した複合開発やコンパクトシティ型不動産開発も積極的に展

開し、2018年2月には新ブランドの第１号として千葉県に

「ASMACI浦安」を完成させました。今後は、自動運転のモビリ

ティ連携やIoT、ロボットといった技術開発を進め、新しいニーズ

に対応した「未来志向のまちづくり」を目指してまいります。

「まちなかソリューション」の提案を
展開してまいります。

未来に向けたパイオニアとしての
取り組みにもすでに着手しています。

おかげさまで創立50周年を迎えました。
これからも「変わらない」ために
「変わり続けて」いきます。

ミサワホーム株式会社
代表取締役社長執行役員 磯貝 匡志

このほか、業界初の取り組みとして、自宅を“貸す”“売る”ほか、住宅

ローンを“返せる”仕組みを加えた「ミサワライフデザインシステム」

を開始し、さらなるお客さま満足度の向上を目指しています。また、

分譲住宅においては、提携法人さまとの共同開発分譲を全国で

展開するとともに、タウンハウスやコンセプト分譲などで資産価値

の高いまちづくりを推進いたしました。

これらの結果、戸建住宅及び分譲マンションの完工棟数の減少に

より売上高は減収となりましたが、ZEH比率の向上などによる

棟当たり単価の改善や大型の賃貸住宅の完工、さらには原価低減

などの努力により、営業利益、経常利益は今期計画を上回ること

ができました。また、当期純利益については増益となっており、

中期経営計画の1年目として順調なスタートであったと考えており

ます。（詳細はP4参照）
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システムへの応用を目的としたミサワホームの提案が採択されま

した。JAXAの「宇宙探査イノベーションハブ」は、地上のすぐれた

技術とこれまでJAXAが培ってきた宇宙探査技術の融合により、

新たな技術の開発に取り組む組織であり、これまでに54件の
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推進していきます。今回の研究・開発において、ミサワホームがこれ

までの50年間に培ってきたノウハウを最大限に活用し、果敢に
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トップコミットメント

2017年度のわが国の経済は、個人消費が持ち直し、設備投資も
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で採用しているものと同じ厚さの120㎜厚木質パネルによる

「センチュリーモノコック構法」を新たに採用。また、ZEH（ネット・

ゼロ・エネルギー・ハウス）基準を大幅に上回る断熱性能を実現

した木質系工業化住宅商品「CENTURY Primore」を発売し、

耐震木造住宅「MJ Wood」に大開口・大空間設計が可能な新

シリーズ「MJ FRAME」を追加するなど、商品力強化に努めました。

順調な中期経営計画のスタートとなりました。

ミサワホームは、2017年10月1日に創立50周年を迎えました。
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ミサワホームのオーナーさまや、多くのお取引先さま、サプラ

イヤー、ディーラーの皆さま、そしてOBを含めたミサワホーム

グループの仲間など、さまざまな関係者の皆さまのご支援、

ご協力のおかげであると深く感謝しております。
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神と、住まいを通じて豊かな暮らしを実現したいという強い思

いがありました。これからの世の中は少子高齢化により、ます

ます人口が減少するなど、社会構造が変化するとともに、AI

（人工知能）やIoT（モノとインターネットのつながり）の導入

などにより生活スタイルも大きく変化していくと予想されます。

そのような未来においても、ミサワホームはパイオニア精神を

失わず、「変わらない」ために時代の変化に対応して「変わり続
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ミットで「持続可能な開発のための2030アジェンダ」として
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考えています。そのため、今年度のCSRレポートでは、これらの

関連性を読者の皆さまにわかりやすくご理解いただけるよう、
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中期経営計画（2017～2019）WEB

「技術･商品開発」「設計･建設」「調達」「生産･物流」「販売」「システム」の各テーマにおいて、両社のシナジー効果を
最大化するための取り組みを進めます。

① トヨタホームとのシナジー効果の最大化を目指す。

コーポレートスローガンである「住まいを通じて生涯のおつきあい」の精神や、創立以来50年にわたり培ってきた
ミサワホームのDNAを再評価し、企業ブランド力の維持・向上を図ります。

② ミサワホームのDNAを継承し、ブランド力の維持・向上を図る。

VEや工業化を推進し、３年間で75億円のコストダウンを目指します。さらに利益の積み上げにより、３年後の
自己資本比率を現在の20.2％から24％へと向上させ、財務基盤の強化を図ります。

③ コストダウンの推進などにより、財務基盤の強化を図る。

市場環境や事業戦略に基づいた適切な人事戦略および人員配置に加え、社内に働き方改革プロジェクトを
立ち上げて社員がより働きやすい制度・環境づくりに取り組みます。

④ 適切な「人事戦略」と「働き方改革」の推進により、従業員満足度（ES）向上を図る。

【中期経営計画の位置づけ】

次の50年に向けて継続的に成長し、企業価値をさらに高めるための第1歩を踏み出す3ヵ年とする。
「First Step For NEXT50」

【中期経営計画の基本方針】

「戸建住宅事業」の規模を維持しつつ、賃貸住宅を中心とした「資産活用事業」や「リフォーム事業」の
既存事業を拡大するとともに、新たな「まちづくり事業」や「海外事業」においても積極的投資を行い、

2019年度の連結売上高4,450億円を目指す。

【中期経営計画の経営戦略】

戸建住宅事業：注文住宅、分譲住宅（土地売上含む）
資産活用事業：賃貸住宅、特建
リフォーム事業：戸建住宅リフォーム、建築物のリノベーション ほか

まちづくり事業：コンパクトシティ型不動産開発、マンション、賃貸管理、既存住宅仲介、買取再生販売 ほか
海外事業：海外における売上
その他事業：介護施設運営、建材販売、物流 ほか

事業別損益計画

戸建住宅事業

資産活用事業

リフォーム事業

まちづくり事業

海外事業

その他事業

2016年度

2,346

510

623

373

0

144

3,998

84

81

2017年度

2,268

520

613

341

0

141

3,885

74

76

2,270

531

700

638

100

211

4,450

120

115

2016年度比

▲3%

4%

12%

71%

47%

ー

11%

43%

42%

事業セグメント
2019年度2018年度

2,335

505

660

475

0

175

4,150

80

80

売上高

経常利益

営業利益

【コーポレートスローガン】

私たちミサワホームグループは「住まいを通じて生涯のおつきあい」という精神のもと、
良質の「住まい」を提供し、豊かな社会づくりに貢献します。

【経営理念】

【行動指針】

1. 安全・快適で環境を重視した家づくり、まちづくりを行います。
2. 法令を遵守し、倫理を重んじて誠実に行動します。
3. 地球全体を視野に入れ、環境保全活動などを行い、社会に貢献します。
4. 企業価値の向上に努め、長期安定的な成長により、ステークホルダーとの共存共栄を実現します。
5. グループ社員が相互に信頼し、協力し合って能力を発揮する職場をつくります。
6. 適正な財務報告・情報開示と適切なリスク管理を行います。

・私たちは、卓越したデザイン・技術により、

　良質で心のこもった商品・サービスを開発・提供します。

・私たちは、誠実で適切な営業活動を行います。

・私たちは、わかりやすく正確で適切な表示、

　情報提供を行い、十分な説明責任を果たします。

・私たちは、アフターサービス体制を整備し、

　迅速で的確に対応します。

・私たちは、お客さまの個人情報を適切に利用し、

　厳重に管理します。

① お客さま（消費者）に対して

・私たちは、個人を尊重し、その成長を支援します。

・私たちは、倫理的な行動を促す企業風土を育てます。

・私たちは、国籍、人種、性別などによる差別を行いません。

・私たちは、安全と健康に配慮した労働環境を保ち、

　さらに向上させるよう努めます。

・私たちは、人権を尊重し、いかなる形であれ

　強制労働・児童労働は行いません。

・私たちは、情報の重要性を認識し、

　情報セキュリティの確保に努めます。

② 従業員に対して

・私たちは、長期的安定的な成長を通じ企業価値の向上に努めます。

・私たちは、財務報告を含む経営情報を適時かつ適正に開示します。

④ 株主（投資家）に対して

・私たちは、企業活動そのものが

　環境保全活動となるよう努力します。

・私たちは、法令と社会的常識に基づいて行動します。

・私たちは、官公庁、行政機関などと健全な関係を保ちます。

・私たちは、反社会的勢力・団体からの不当な圧力に屈しません。

・私たちは、地域社会の安全な生活に配慮し、

　地域社会と友好な関係を保ちます。

・私たちは、事業活動を行うあらゆる地域において、

　社会貢献活動を積極的に推進します。

⑤ 社会・環境に対して

・私たちは、取引先の決定にあたっては

　公正な基準と適正な手続により選定します。

・私たちは、取引先と契約に基づく対等な関係を保ち、

　公正かつ自由な取引を行います。

・私たちは、取引先と社会的常識の範囲内での節度ある関係を保ちます。

③ 取引先に対して

ミサワホームグループの基本方針 

実績 計画

（億円）

http://www.misawa.co.jp/corporate/about/rinen.html
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中期経営計画（2017～2019）WEB

「技術･商品開発」「設計･建設」「調達」「生産･物流」「販売」「システム」の各テーマにおいて、両社のシナジー効果を
最大化するための取り組みを進めます。

① トヨタホームとのシナジー効果の最大化を目指す。

コーポレートスローガンである「住まいを通じて生涯のおつきあい」の精神や、創立以来50年にわたり培ってきた
ミサワホームのDNAを再評価し、企業ブランド力の維持・向上を図ります。

② ミサワホームのDNAを継承し、ブランド力の維持・向上を図る。

VEや工業化を推進し、３年間で75億円のコストダウンを目指します。さらに利益の積み上げにより、３年後の
自己資本比率を現在の20.2％から24％へと向上させ、財務基盤の強化を図ります。

③ コストダウンの推進などにより、財務基盤の強化を図る。

市場環境や事業戦略に基づいた適切な人事戦略および人員配置に加え、社内に働き方改革プロジェクトを
立ち上げて社員がより働きやすい制度・環境づくりに取り組みます。

④ 適切な「人事戦略」と「働き方改革」の推進により、従業員満足度（ES）向上を図る。

【中期経営計画の位置づけ】

次の50年に向けて継続的に成長し、企業価値をさらに高めるための第1歩を踏み出す3ヵ年とする。
「First Step For NEXT50」

【中期経営計画の基本方針】

「戸建住宅事業」の規模を維持しつつ、賃貸住宅を中心とした「資産活用事業」や「リフォーム事業」の
既存事業を拡大するとともに、新たな「まちづくり事業」や「海外事業」においても積極的投資を行い、

2019年度の連結売上高4,450億円を目指す。

【中期経営計画の経営戦略】

戸建住宅事業：注文住宅、分譲住宅（土地売上含む）
資産活用事業：賃貸住宅、特建
リフォーム事業：戸建住宅リフォーム、建築物のリノベーション ほか

まちづくり事業：コンパクトシティ型不動産開発、マンション、賃貸管理、既存住宅仲介、買取再生販売 ほか
海外事業：海外における売上
その他事業：介護施設運営、建材販売、物流 ほか

事業別損益計画

戸建住宅事業

資産活用事業

リフォーム事業

まちづくり事業

海外事業

その他事業

2016年度

2,346

510

623

373

0

144

3,998

84

81

2017年度

2,268

520

613

341

0

141

3,885

74

76

2,270

531

700

638

100

211

4,450

120

115

2016年度比

▲3%

4%

12%

71%

47%

ー

11%

43%

42%

事業セグメント
2019年度2018年度

2,335

505

660

475

0

175

4,150

80

80

売上高

経常利益

営業利益

【コーポレートスローガン】

私たちミサワホームグループは「住まいを通じて生涯のおつきあい」という精神のもと、
良質の「住まい」を提供し、豊かな社会づくりに貢献します。

【経営理念】

【行動指針】

1. 安全・快適で環境を重視した家づくり、まちづくりを行います。
2. 法令を遵守し、倫理を重んじて誠実に行動します。
3. 地球全体を視野に入れ、環境保全活動などを行い、社会に貢献します。
4. 企業価値の向上に努め、長期安定的な成長により、ステークホルダーとの共存共栄を実現します。
5. グループ社員が相互に信頼し、協力し合って能力を発揮する職場をつくります。
6. 適正な財務報告・情報開示と適切なリスク管理を行います。

・私たちは、卓越したデザイン・技術により、

　良質で心のこもった商品・サービスを開発・提供します。

・私たちは、誠実で適切な営業活動を行います。

・私たちは、わかりやすく正確で適切な表示、

　情報提供を行い、十分な説明責任を果たします。

・私たちは、アフターサービス体制を整備し、

　迅速で的確に対応します。

・私たちは、お客さまの個人情報を適切に利用し、

　厳重に管理します。

① お客さま（消費者）に対して

・私たちは、個人を尊重し、その成長を支援します。

・私たちは、倫理的な行動を促す企業風土を育てます。

・私たちは、国籍、人種、性別などによる差別を行いません。

・私たちは、安全と健康に配慮した労働環境を保ち、

　さらに向上させるよう努めます。

・私たちは、人権を尊重し、いかなる形であれ

　強制労働・児童労働は行いません。

・私たちは、情報の重要性を認識し、

　情報セキュリティの確保に努めます。

② 従業員に対して

・私たちは、長期的安定的な成長を通じ企業価値の向上に努めます。

・私たちは、財務報告を含む経営情報を適時かつ適正に開示します。

④ 株主（投資家）に対して

・私たちは、企業活動そのものが

　環境保全活動となるよう努力します。

・私たちは、法令と社会的常識に基づいて行動します。

・私たちは、官公庁、行政機関などと健全な関係を保ちます。

・私たちは、反社会的勢力・団体からの不当な圧力に屈しません。

・私たちは、地域社会の安全な生活に配慮し、

　地域社会と友好な関係を保ちます。

・私たちは、事業活動を行うあらゆる地域において、

　社会貢献活動を積極的に推進します。

⑤ 社会・環境に対して

・私たちは、取引先の決定にあたっては

　公正な基準と適正な手続により選定します。

・私たちは、取引先と契約に基づく対等な関係を保ち、

　公正かつ自由な取引を行います。

・私たちは、取引先と社会的常識の範囲内での節度ある関係を保ちます。

③ 取引先に対して

ミサワホームグループの基本方針 

実績 計画

（億円）



旧省エネ基準の告示

太陽光発電の

買取制度がスタート
2009

高断熱・気密設計の

「木質パネル接着工法」誕生

1971 ミサワホーム総合研究所内に

「省エネルギー研究チーム」発足

1980

次世代省エネ基準の告示 1999

1997
温室効果ガス排出量の

6%削減を表明した

「京都議定書」採択

省エネルギー型ソーラーハウス

「SⅢ型」発売

世界初のゼロ・エネルギー住宅®

「HYBRID-Z」発売
1998

1992 売電契約第1号

「エコ・エネルギー住宅」完成

1960

新省エネ基準の告示

2002 自然環境との共生を目指す

「ECO・微気候デザイン」開発

業界初のゼロCO₂・

ゼロエネルギー住宅

SMART STYLE「ZERO」発売

ライフサイクルCO2マイナス住宅

「ECO Flagship Model」発表
2010

ZEHに対する

補助金制度がスタート
2012

平成25年

省エネルギー基準の告示
2013

ZEH対応スマートハウス

「SMART STYLE S」発売
2014

「SMART STYLE」シリーズ

全商品にZEH仕様を追加
2015

大空間・大開口でもZEHを実現する

「センチュリーモノコック構法」を開発
2017

2020標準的な新築住宅で

ZEHの実現を目指す

2030新築住宅の平均で

ZEHの実現を目指す
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【気候変動リスクと機会】
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●グローバルリスク

世界経済フォーラムが毎年発表している「グローバルリスク報告

書」によれば、今後10年間に複数の国や産業に多大な悪影響を

およぼす可能性のあるグローバルリスクとして、2011年以降、

「極端な異常気象」や「大規模自然災害」といった気候変動関係

リスクが継続して上位に選定されています。実際、気候変動に関

連すると考えられる干ばつ、洪水、嵐などの災害は、1980年代

に比べ2000年代に入ってから増加しています。  

ミサワホームグループは、2020年度までのZEH（ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ハウス）普及目標を年度別に設定するロードマップを掲げて

おり、2020年度には当社グループが新築する戸建住宅（北海道

以外）の60%をZEHとすることを目標としています。これは、

2016年5月に閣議決定された地球温暖化対策計画の「2020年

までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上を

ZEHにすることを目指す」という目標値を上まわる高い水準です。

WEB

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

【ZEH ロードマップ】

※ 当社グループが新築する戸建住宅（北海道以外の注文住宅及び建売住宅）におけるＺＥＨ（ＮｅａｒｌｙＺＥＨを含む）の占める割合。

日本政府の政策 ミサワホームの取り組み

CSR重要課題と実績値

重要性評価

CSR重要課題見直しのプロセス

STEP

1

STEP

2

STEP

3

CSR重要課題

低炭素で循環型の住まいづくり

環境

商品・サービス

コンプライアンス

コミュニティ

働き方改革

財務

取引先

文化活動

グローバル対応

ZEH供給率

長期優良住宅認定取得率

15%

48%

63％

2件

お客さま満足度（総合）※１

お客さま満足度（建物）※１

女性従業員比率

一人当たり所定外労働時間数※2

育児休業取得者比率※2

売上高当たりCO₂排出量

新築現場で発生する廃棄物量削減

93.4%

96.1%

21.8%

26.4時間/月

1.2%

295.5ｔ-CO₂/億円

2,907kg/棟

22%

42%

59%

4件

93.0%

96.1%

22.4%

24.8時間/月

1.5%

280.2ｔ-CO₂/億円

2,815kg/棟

MGEO採用率

スマートウェルネス・スマートシティ
によるまちづくり

安全･安心な住まいづくり

少子･高齢化社会への対応

お客さま満足度の向上

働く環境の整備と働き方改革

事業活動の環境負荷低減

CSR重点指標 SDGｓとの関連実績値
（2016年度）

実績値
（2017年度）

※1 お客さま満足度調査において5段階評価のうち、「満足」と「まあ満足」が全体に占める比率。　※2 ミサワホームの実績。

ミサワホームは、CSR重要課題を設定し、これに沿ってＣＳＲマ

ネジメントを実施しています。2017年度は、ＧＲＩスタンダード

やＩＳＯ26000などを参照しつつ、近年の大きな社会情勢の変

化を受けて9つの区分及び23の課題に再設定。これらの課題

についてステークホルダーにアンケートを実施し、期待と評価

の分析や重要課題の見直しを行いました。期待もしくは評価が

高い項目などはＣＳＲ重要課題として設定し、さらにこれらの重

要課題にＣＳＲ重点指標を設定することで、ＣＳＲ活動の「見え

る可」を実施しています。なお、国連による「持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）」の17の目標との関連性についても明確化しています。

ＣＳＲマネジメント
【ＣＳＲ重要課題の見直し】

ステークホルダーの評価 高低

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
期
待

1

1

1

1

2

2

7

7

6

6

76

3

3

9

9

10

10

11

11

12

12

11 12

1313

13

14

14

15

15

16

16

17

17

18

18

19

19

20
20

22

22

23

23

21

21

5

5

4

4

2

8

8

5 8

高

低

CSR課題の選定
ミサワホームのＣＳＲ課題を抽出するため、GRIスタンダードや
ISO26000、同業他社動向から見出された課題などを参照し、
ＣＳＲの取り組み9つの区分及び23のCSR課題を選定。

CSR重要課題の設定
ステークホルダー1880人にアンケートを実施し、23のCSR課
題に対する期待と評価を把握。期待もしくは評価が高いＣＳＲ課
題についてＣＳＲ重要課題として設定。

CSR重要課題におけるＣＳＲ重点指標の設定
CSR重要課題を会社としての課題として位置づけるとともに、それ
ぞれの重要課題にＣＳＲ重点指標を設定し、毎年実績を集計する
ことで、経年の進捗状況を把握しＣＳＲ活動の「見える化」を実施。

ミサワホームのCSR課題

発生する可能性の高いグローバルリスク（上位5位）

日本政府の政策とミサワホーム技術開発の歴史

ミサワホームグループの気候変動リスクと取り組み

1 2 3 4 5
5

2011年

2012年

2013年

2014年

2015年

2016年

2017年

ZEHや長期優良住宅など低炭素で循環型の住宅開発

工場、現場におけるゼロエミッション活動

部品･部材の低VOC化、有害化学物質の使用量削減

木材調達ガイドラインによる森林認証材の調達

卓越したデザインや技術による良質な住宅やサービスの提供

IoTなどの技術革新による新しい価値の創造

災害に強い安全･安心な住まいづくり

お客さま満足度の向上のためのCS推進活動

法令を遵守し、倫理を重んじた誠実な事業活動

情報セキュリティの強化

スマートウェルネス・スマートシティなどのまちづくり

医療･介護･子育て支援への取り組み

従業員満足度向上のための活動

女性や高齢者など多様な人財の活用

研修強化などによる人財育成

長期安定的な成長による収益確保

株主への適切な配当

財務報告を含む経営情報の適時開示

取引先との公正な関係構築

取引先と協働したCSR行動

芸術・文化・教育・福祉活動などの社会貢献活動

海外事業展開における貢献活動

世界各国の貧困や紛争解決への取り組み

極端な
異常気象

大規模な
強制移住

・ CO₂排出規制の強化（炭素価格の導入を含む）による事業への影響

・ 大規模風水害の増加による住まいへの被害の発生

・ 使用時のCO₂排出を極限まで低減する住宅へのニーズの拡大

・ 自然災害への備えを万全にした住宅へのニーズの拡大

・ 事業活動におけるCO₂排出削減への継続的な取り組みと
    サプライチェーンを通じたCO₂排出量全体の把握

・ 2020年度までのZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）普及目標を
    60%とし標準的な新築住宅におけるZEHの実現に取り組む

・ 防災・減災ソリューション「MISAWA-LCP」の提供
    （→P17「安全・安心な住まいづくり」参照）

所得格差

重要な地域に
関する
国家間の対立

極端な
所得格差

極端な
所得格差

気象災害

大規模な
強制移住

極端な
異常気象

極端な
異常気象

極端な
異常気象

長期間にわた
る財政不均衡

長期間にわた
る財政不均衡

水害

大規模
自然災害

気候変動の
緩和と
適応の失敗

失業及び
不完全雇用

国家統治の
失敗

温室効果ガス
排出量の増大

温室効果ガス
排出量の増大

不正行為

テロ攻撃

重要な地域に
関する
国家間の対立

気候変動

国家の崩壊
又はその危機

水供給危機

サイバー攻撃

生物多様性の
喪失

データの詐欺/
盗用

重要な
自然環境の
大規模破壊
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●ミサワホームグループのリスクと機会

ミサワホームグループは、気候変動による中長期的なリスク及びそ

れに伴って生まれる機会に注視しています。そして、リスクの低減

と新たな機会の活用に向け、計画的な取り組みを進めています。　

リスク

機会

リスクの低減と機会の獲得に向けて

0

50

100
（%）

目標値
実績値

2020（年度）2019201820172016

ミサワホームのＺＥＨ普及目標※・実績値

2015 2022
30

40

60

ゼッチ



旧省エネ基準の告示

太陽光発電の

買取制度がスタート
2009

高断熱・気密設計の

「木質パネル接着工法」誕生

1971 ミサワホーム総合研究所内に

「省エネルギー研究チーム」発足

1980

次世代省エネ基準の告示 1999

1997
温室効果ガス排出量の

6%削減を表明した

「京都議定書」採択

省エネルギー型ソーラーハウス

「SⅢ型」発売

世界初のゼロ・エネルギー住宅®

「HYBRID-Z」発売
1998

1992 売電契約第1号

「エコ・エネルギー住宅」完成

1960

新省エネ基準の告示

2002 自然環境との共生を目指す

「ECO・微気候デザイン」開発

業界初のゼロCO₂・

ゼロエネルギー住宅

SMART STYLE「ZERO」発売

ライフサイクルCO2マイナス住宅

「ECO Flagship Model」発表
2010

ZEHに対する

補助金制度がスタート
2012

平成25年

省エネルギー基準の告示
2013

ZEH対応スマートハウス

「SMART STYLE S」発売
2014

「SMART STYLE」シリーズ

全商品にZEH仕様を追加
2015

大空間・大開口でもZEHを実現する

「センチュリーモノコック構法」を開発
2017

2020標準的な新築住宅で

ZEHの実現を目指す

2030新築住宅の平均で

ZEHの実現を目指す
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【気候変動リスクと機会】
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●グローバルリスク

世界経済フォーラムが毎年発表している「グローバルリスク報告

書」によれば、今後10年間に複数の国や産業に多大な悪影響を

およぼす可能性のあるグローバルリスクとして、2011年以降、

「極端な異常気象」や「大規模自然災害」といった気候変動関係

リスクが継続して上位に選定されています。実際、気候変動に関

連すると考えられる干ばつ、洪水、嵐などの災害は、1980年代

に比べ2000年代に入ってから増加しています。  

ミサワホームグループは、2020年度までのZEH（ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ハウス）普及目標を年度別に設定するロードマップを掲げて

おり、2020年度には当社グループが新築する戸建住宅（北海道

以外）の60%をZEHとすることを目標としています。これは、

2016年5月に閣議決定された地球温暖化対策計画の「2020年

までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上を

ZEHにすることを目指す」という目標値を上まわる高い水準です。

WEB

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

【ZEH ロードマップ】

※ 当社グループが新築する戸建住宅（北海道以外の注文住宅及び建売住宅）におけるＺＥＨ（ＮｅａｒｌｙＺＥＨを含む）の占める割合。

日本政府の政策 ミサワホームの取り組み

CSR重要課題と実績値

重要性評価

CSR重要課題見直しのプロセス

STEP

1

STEP

2

STEP

3

CSR重要課題

低炭素で循環型の住まいづくり

環境

商品・サービス

コンプライアンス

コミュニティ

働き方改革

財務

取引先

文化活動

グローバル対応

ZEH供給率

長期優良住宅認定取得率

15%

48%

63％

2件

お客さま満足度（総合）※１

お客さま満足度（建物）※１

女性従業員比率

一人当たり所定外労働時間数※2

育児休業取得者比率※2

売上高当たりCO₂排出量

新築現場で発生する廃棄物量削減

93.4%

96.1%

21.8%

26.4時間/月

1.2%

295.5ｔ-CO₂/億円

2,907kg/棟

22%

42%

59%

4件

93.0%

96.1%

22.4%

24.8時間/月

1.5%

280.2ｔ-CO₂/億円

2,815kg/棟

MGEO採用率

スマートウェルネス・スマートシティ
によるまちづくり

安全･安心な住まいづくり

少子･高齢化社会への対応

お客さま満足度の向上

働く環境の整備と働き方改革

事業活動の環境負荷低減

CSR重点指標 SDGｓとの関連実績値
（2016年度）

実績値
（2017年度）

※1 お客さま満足度調査において5段階評価のうち、「満足」と「まあ満足」が全体に占める比率。　※2 ミサワホームの実績。

ミサワホームは、CSR重要課題を設定し、これに沿ってＣＳＲマ

ネジメントを実施しています。2017年度は、ＧＲＩスタンダード

やＩＳＯ26000などを参照しつつ、近年の大きな社会情勢の変

化を受けて9つの区分及び23の課題に再設定。これらの課題

についてステークホルダーにアンケートを実施し、期待と評価

の分析や重要課題の見直しを行いました。期待もしくは評価が

高い項目などはＣＳＲ重要課題として設定し、さらにこれらの重

要課題にＣＳＲ重点指標を設定することで、ＣＳＲ活動の「見え

る可」を実施しています。なお、国連による「持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）」の17の目標との関連性についても明確化しています。

ＣＳＲマネジメント
【ＣＳＲ重要課題の見直し】

ステークホルダーの評価 高低
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CSR課題の選定
ミサワホームのＣＳＲ課題を抽出するため、GRIスタンダードや
ISO26000、同業他社動向から見出された課題などを参照し、
ＣＳＲの取り組み9つの区分及び23のCSR課題を選定。

CSR重要課題の設定
ステークホルダー1880人にアンケートを実施し、23のCSR課
題に対する期待と評価を把握。期待もしくは評価が高いＣＳＲ課
題についてＣＳＲ重要課題として設定。

CSR重要課題におけるＣＳＲ重点指標の設定
CSR重要課題を会社としての課題として位置づけるとともに、それ
ぞれの重要課題にＣＳＲ重点指標を設定し、毎年実績を集計する
ことで、経年の進捗状況を把握しＣＳＲ活動の「見える化」を実施。

ミサワホームのCSR課題

発生する可能性の高いグローバルリスク（上位5位）

日本政府の政策とミサワホーム技術開発の歴史

ミサワホームグループの気候変動リスクと取り組み

1 2 3 4 5
5

2011年

2012年

2013年

2014年

2015年

2016年

2017年

ZEHや長期優良住宅など低炭素で循環型の住宅開発

工場、現場におけるゼロエミッション活動

部品･部材の低VOC化、有害化学物質の使用量削減

木材調達ガイドラインによる森林認証材の調達

卓越したデザインや技術による良質な住宅やサービスの提供

IoTなどの技術革新による新しい価値の創造

災害に強い安全･安心な住まいづくり

お客さま満足度の向上のためのCS推進活動

法令を遵守し、倫理を重んじた誠実な事業活動

情報セキュリティの強化

スマートウェルネス・スマートシティなどのまちづくり

医療･介護･子育て支援への取り組み

従業員満足度向上のための活動

女性や高齢者など多様な人財の活用

研修強化などによる人財育成

長期安定的な成長による収益確保

株主への適切な配当

財務報告を含む経営情報の適時開示

取引先との公正な関係構築

取引先と協働したCSR行動

芸術・文化・教育・福祉活動などの社会貢献活動

海外事業展開における貢献活動

世界各国の貧困や紛争解決への取り組み

極端な
異常気象

大規模な
強制移住

・ CO₂排出規制の強化（炭素価格の導入を含む）による事業への影響

・ 大規模風水害の増加による住まいへの被害の発生

・ 使用時のCO₂排出を極限まで低減する住宅へのニーズの拡大

・ 自然災害への備えを万全にした住宅へのニーズの拡大

・ 事業活動におけるCO₂排出削減への継続的な取り組みと
    サプライチェーンを通じたCO₂排出量全体の把握

・ 2020年度までのZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）普及目標を
    60%とし標準的な新築住宅におけるZEHの実現に取り組む

・ 防災・減災ソリューション「MISAWA-LCP」の提供
    （→P17「安全・安心な住まいづくり」参照）
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＊ 青字は気候変動と関連があるとされるリスク。
出典：環境省「平成29年版 環境白書/循環型社会白書/生物多様性白書」

●ミサワホームグループのリスクと機会

ミサワホームグループは、気候変動による中長期的なリスク及びそ

れに伴って生まれる機会に注視しています。そして、リスクの低減

と新たな機会の活用に向け、計画的な取り組みを進めています。　
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宅配ボックスを玄関ドアに内蔵

1211

家を建てたいと思うのはきっと、お子さまのためではないでしょうか。1,000年以上も前の歴史書「古事記」を読むと、住まいの意味で「巣ま

い」と記されています。住まいはもともと、ヒナを育てる巣まいと同じだったのです。よりよい子育てのために、子どもの夢を大きく育むた

めに、親子のふれあいを豊かにするために、住まいをつくる。この「巣まい」づくりの原点こそが、ミサワホームの理念です。ミサワホーム

は子どもたちの未来のために、環境保全から日本の心の継承まで広い視野で住まいづくりを考えた「4つの育む」をお約束します。

ＨＥＡＲＴ ＆ ＥＡＲＴＨ Ｄｅｓｉｇｎ

【ミサワホーム「4つの育む」】

家族を育む
先進のセキリティシステムや家庭内事故を防ぐ設計、お子さまの
成長を促す「キッズデザイン」の普及を促進。暮らし全般を対象と
した「ライフサポートサービス」を充実させて、“休養・こころの健康
づくり”ができる、新しい住まいの開発をすすめていきます。

日本の心を育む
モノを大切にする心を育て、ご家族の大切な品を継承する大収納
空間「蔵」、四季を実感する「ECO･微気候デザイン」の普及を推進。
長い歴史の中で育んできた「和の心」、風土に合った家や暮らしを
研究し、日本各地に根ざした住まいの開発体制を整備します。

暮らしを育む
子どもや孫たちの代まで考えて、何十年に一度の大地震にも耐える
住まいを設計。大地震の被害を抑制する制震装置の全棟標準装備
を目指します。「住まい」と「まち」に歴史的価値を与えるため、歳月
とともに価値を高めていく美しい建物をデザインします。

環境を育む
「ECO・微気候デザイン」や「省エネルギー基準（平成28年基準）」
を超える高断熱性能の標準化、建物の長期耐久化などを推進。さらに、
太陽光＋太陽熱や雨水･風力･地熱など「新しい自然エネルギー」の
活用で、ECO住宅の未来をもっと明るくします。

WEB

【キッズデザイン賞】 【バウハウスに学ぶ住宅デザイン】

1919年にドイツで設立された造形学校「バウハウス」。工業

技術を積極的に取り入れて、美しく機能的な形態を追求し続け

たバウハウスの思想とデザインに共感したミサワホームは、

1,500点にもおよぶ作品や蔵書･資料などを収集。時代を経て

も古びない、価値あるデザインの道標としてバウハウスに学び、

新しい時代をリードする住宅デザインを追求しています。

ミサワホームは、「住まいは子育てのために」という信念のもと、

子育てにおいて“家にできること”を真摯に考え住まいづくりに

取り組んでいます。第11回は戸建住宅や保育園のほか、保育園

などでの設置を想定した安全設計の建具や、仕事と家庭の両立

を目指したママ社員の新たな活躍の場「マミーズプロジェクト」

が受賞。11年連続の受賞で、通算受賞数は46点となります。

・子育て中の共働き夫婦の暮らしを応援する木質系戸建住宅「Familink ZERO」

・仕事と家庭の両立を目指したママ社員の新たな活躍の場「マミーズプロジェクト」

・“微気候デザイン”※2 により快適な保育環境を実現した
　認可保育園「コビープリスクールつなしま」※3

・園児の安全や好奇心に配慮したスロープが印象的な
　認可保育園「コビープリスクールしゃくじいだい」※3

・保育園などでの設置を想定し開発した安全設計の建具
　「自動ドア」※4

第11回キッズデザイン賞※1受賞一覧

ミサワホーム総合研究所「ミサワバウハウスコレクション」

消費者志向優良企業 表彰グッドデザイン賞 28年連続受賞

キッズデザイン賞 11年連続受賞省エネ大賞「経済産業大臣賞」 受賞 CSD認証取得地球環境大賞 受賞

※1 子どもたちの安全・安心に貢献するデザイン、創造性と未来を拓くデザイン、子どもたちを産み育て
やすいデザインに対する顕彰制度。 
※2 自然の光や風などを有効活用することで、一年を通して快適に過ごせる住まいづくりのための設計手法。
※3 コビーアンドアソシエイツとの共同受賞。
※４ ウチヤマコーポレーション株式会社との共同受賞。
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【グッドデザイン】

●ＧＯＯＤ ＤＥＳＩＧＮ ＨＩＳＴＯＲＹ

グッドデザイン賞は、1957年の創設以来約60年にわたって

実施されている日本で唯一の総合的なデザイン推奨制度です。

受賞作品は、単に美しいデザインであるというだけでなく、高い

機能性や品質、安全性、社会や環境への貢献といったさまざま

な視点から評価・選出。住宅について、永く健康的に暮らせる住

まいづくりを推進しています。ミサワホームは、住まい手の家族

構成や趣向が変わっても豊かに暮らし続けられる住まいには、

すぐれたデザイン性と機能性を両立させたシンプルなデザイン

が必要という考えから、これまで「シンプル・イズ・ベスト」という

デザインポリシーのもとで商品やサービスの開発に取り組んで

きました。ミサワホームでは、四半世紀を超えるグッドデザイン

賞の受賞実績に裏付けられた「デザインのミサワホーム」をこれ

からも積極的に訴求するとともに、今後も「『住まいを通じて生

涯のおつきあい』という精神のもと、良質の『住まい』を提供し、

豊かな社会づくりに貢献します」というコーポレートスローガン

に基づき、事業を推進していく考えです。

WEB

木質住宅構法「センチュリーモノコック」

120㎜厚木質パネルによる構造体外観 高耐震と大空間を両立した構造体内観

工業化住宅「URBANCENTURY」（錦糸町モデル）

1階を店舗とした都市型中層住宅 将来の賃貸化も想定したLDK

玄関ドア「コンサイニードア」

扉内蔵タイプ 袖ガラス組み込みタイプ

工業化住宅「CENTURY Primore」

水平ラインを強調した落ち着きのある外観 高天井＆大開口の心地よいリビング

ルーバーパネル「ドリップルーバー」※1

水の蒸散冷却効果で涼感をもたらす 水を滴下させて視覚的な涼感も演出

木製手摺「木製システム手摺 ウィズモア」※2

階段室全体の意匠性、安全性を向上 突起がなく握りやすい手摺の連結部分

※1 株式会社ミサワホーム総合研究所との共同受賞。　※2 朝日ウッドテック株式会社との共同受賞。

2017年度グッドデザイン賞 受賞一覧

アーバンセンチュリー

センチュリー プリモア

５3の住まいをはじめ、
計１46点の受賞は、
住宅業界で随一の実績です。
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●２8年連続でグッドデザイン賞受賞

2017年度グッドデザイン賞（主催 公益財団法人日本デザイン

振興会）にて、120㎜厚木質パネルによりひとつ上の高耐震・高

断熱を実現する木質住宅構法「センチュリーモノコック」や、同構

法の採用により大開口・大空間の豊かな住環境を確保しながら

ZEH基準をクリアできる工業化住宅「CENTURY Primore」を

はじめ計6点（下記参照）でグッドデザイン賞を受賞しました。これ

により、1990年の初受賞以降、住宅業界唯一の28年連続受賞と

なりました。住宅商品53点をはじめ、住宅関連部品や個人邸な

ど累計146点の受賞数は住宅業界でナンバーワンの実績です。

センチュリー プリモア
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家を建てたいと思うのはきっと、お子さまのためではないでしょうか。1,000年以上も前の歴史書「古事記」を読むと、住まいの意味で「巣ま

い」と記されています。住まいはもともと、ヒナを育てる巣まいと同じだったのです。よりよい子育てのために、子どもの夢を大きく育むた

めに、親子のふれあいを豊かにするために、住まいをつくる。この「巣まい」づくりの原点こそが、ミサワホームの理念です。ミサワホーム

は子どもたちの未来のために、環境保全から日本の心の継承まで広い視野で住まいづくりを考えた「4つの育む」をお約束します。

ＨＥＡＲＴ ＆ ＥＡＲＴＨ Ｄｅｓｉｇｎ

【ミサワホーム「4つの育む」】

家族を育む
先進のセキリティシステムや家庭内事故を防ぐ設計、お子さまの
成長を促す「キッズデザイン」の普及を促進。暮らし全般を対象と
した「ライフサポートサービス」を充実させて、“休養・こころの健康
づくり”ができる、新しい住まいの開発をすすめていきます。

日本の心を育む
モノを大切にする心を育て、ご家族の大切な品を継承する大収納
空間「蔵」、四季を実感する「ECO･微気候デザイン」の普及を推進。
長い歴史の中で育んできた「和の心」、風土に合った家や暮らしを
研究し、日本各地に根ざした住まいの開発体制を整備します。

暮らしを育む
子どもや孫たちの代まで考えて、何十年に一度の大地震にも耐える
住まいを設計。大地震の被害を抑制する制震装置の全棟標準装備
を目指します。「住まい」と「まち」に歴史的価値を与えるため、歳月
とともに価値を高めていく美しい建物をデザインします。

環境を育む
「ECO・微気候デザイン」や「省エネルギー基準（平成28年基準）」
を超える高断熱性能の標準化、建物の長期耐久化などを推進。さらに、
太陽光＋太陽熱や雨水･風力･地熱など「新しい自然エネルギー」の
活用で、ECO住宅の未来をもっと明るくします。

WEB

【キッズデザイン賞】 【バウハウスに学ぶ住宅デザイン】

1919年にドイツで設立された造形学校「バウハウス」。工業

技術を積極的に取り入れて、美しく機能的な形態を追求し続け

たバウハウスの思想とデザインに共感したミサワホームは、

1,500点にもおよぶ作品や蔵書･資料などを収集。時代を経て

も古びない、価値あるデザインの道標としてバウハウスに学び、

新しい時代をリードする住宅デザインを追求しています。

ミサワホームは、「住まいは子育てのために」という信念のもと、

子育てにおいて“家にできること”を真摯に考え住まいづくりに

取り組んでいます。第11回は戸建住宅や保育園のほか、保育園

などでの設置を想定した安全設計の建具や、仕事と家庭の両立

を目指したママ社員の新たな活躍の場「マミーズプロジェクト」

が受賞。11年連続の受賞で、通算受賞数は46点となります。

・子育て中の共働き夫婦の暮らしを応援する木質系戸建住宅「Familink ZERO」

・仕事と家庭の両立を目指したママ社員の新たな活躍の場「マミーズプロジェクト」

・“微気候デザイン”※2 により快適な保育環境を実現した
　認可保育園「コビープリスクールつなしま」※3

・園児の安全や好奇心に配慮したスロープが印象的な
　認可保育園「コビープリスクールしゃくじいだい」※3

・保育園などでの設置を想定し開発した安全設計の建具
　「自動ドア」※4

第11回キッズデザイン賞※1受賞一覧

ミサワホーム総合研究所「ミサワバウハウスコレクション」

消費者志向優良企業 表彰グッドデザイン賞 28年連続受賞

キッズデザイン賞 11年連続受賞省エネ大賞「経済産業大臣賞」 受賞 CSD認証取得地球環境大賞 受賞

※1 子どもたちの安全・安心に貢献するデザイン、創造性と未来を拓くデザイン、子どもたちを産み育て
やすいデザインに対する顕彰制度。 
※2 自然の光や風などを有効活用することで、一年を通して快適に過ごせる住まいづくりのための設計手法。
※3 コビーアンドアソシエイツとの共同受賞。
※４ ウチヤマコーポレーション株式会社との共同受賞。
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●ＧＯＯＤ ＤＥＳＩＧＮ ＨＩＳＴＯＲＹ
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な視点から評価・選出。住宅について、永く健康的に暮らせる住

まいづくりを推進しています。ミサワホームは、住まい手の家族

構成や趣向が変わっても豊かに暮らし続けられる住まいには、

すぐれたデザイン性と機能性を両立させたシンプルなデザイン

が必要という考えから、これまで「シンプル・イズ・ベスト」という
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賞の受賞実績に裏付けられた「デザインのミサワホーム」をこれ

からも積極的に訴求するとともに、今後も「『住まいを通じて生

涯のおつきあい』という精神のもと、良質の『住まい』を提供し、

豊かな社会づくりに貢献します」というコーポレートスローガン

に基づき、事業を推進していく考えです。

WEB

木質住宅構法「センチュリーモノコック」

120㎜厚木質パネルによる構造体外観 高耐震と大空間を両立した構造体内観

工業化住宅「URBANCENTURY」（錦糸町モデル）

1階を店舗とした都市型中層住宅 将来の賃貸化も想定したLDK

玄関ドア「コンサイニードア」

扉内蔵タイプ 袖ガラス組み込みタイプ

工業化住宅「CENTURY Primore」

水平ラインを強調した落ち着きのある外観 高天井＆大開口の心地よいリビング

ルーバーパネル「ドリップルーバー」※1

水の蒸散冷却効果で涼感をもたらす 水を滴下させて視覚的な涼感も演出

木製手摺「木製システム手摺 ウィズモア」※2

階段室全体の意匠性、安全性を向上 突起がなく握りやすい手摺の連結部分

※1 株式会社ミサワホーム総合研究所との共同受賞。　※2 朝日ウッドテック株式会社との共同受賞。
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振興会）にて、120㎜厚木質パネルによりひとつ上の高耐震・高

断熱を実現する木質住宅構法「センチュリーモノコック」や、同構

法の採用により大開口・大空間の豊かな住環境を確保しながら

ZEH基準をクリアできる工業化住宅「CENTURY Primore」を

はじめ計6点（下記参照）でグッドデザイン賞を受賞しました。これ

により、1990年の初受賞以降、住宅業界唯一の28年連続受賞と

なりました。住宅商品53点をはじめ、住宅関連部品や個人邸な
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通気層
（外気と通気）

断熱材
（グラスウール）

断熱材
（グラスウール）

外装材裏面の通気層と
高い断熱性の木質パネルが、
熱を室内に直接伝えません。

断熱欠損の心配のない、
工場生産の高精度床パネル。

二重の断熱・遮熱構造で、
日射熱や冷気の影響を抑えます。

断熱材
（ロックウール）

遮熱材
（グラスウール）

壁の断熱［9層構造］ 床の断熱 天井・屋根の断熱・遮熱

角形鋼管柱

234
㎜ 

80㎜
 

せっこうボード

クロス断
熱
材

空気層PALC外壁

12.
5㎜
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×12

5×4
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 ㎜
130

ライフサイクルCO2マイナスを実現した
コンセプト住宅「ECO Flagship Model」。

エコ  フ ラッグシップ  モデル

品質管理が行き届いた工場で高精度に生産される木質パネル

の断熱材には、軽量で裁断しても崩れない不燃性グラスウール

を使用。工場生産の段階でムラなく充填され、断熱欠損（断熱材の

設置ムラなど）や気密欠損（すき間）にも入念に対策しています。

天井断熱には「発がん性がない（IARC）」ロックウールを使用し、

屋根パネルには遮熱層を設けた「遮熱屋根パネル」をご用意。

断熱・遮熱の二重構造で、日射熱や冷気の影響を抑えます。

ミサワホームはこれからの住まいのあり方について、住まいが

個人の資産という位置づけから、エネルギー供給やセーフティ

ネットとしての社会のインフラとなるべきであり、また、CO2

を削減して環境負荷を低減するというレベルから、住まいの周辺

や地球全体の環境にも貢献する「生態系の一部」のような存在に

なるべきだと考えています。ミサワホームは「木を植えるがごとく

家をつくる」というコンセプトのもと、太陽光発電などによる創

エネで「エネルギーを自給」し「自然と一体化」し「最適に成長」す

るという3つのテーマを軸に「ECO Flagship Model」を開発。

木のように地球の一器官として機能し、建てること自体が環境

貢献となる、ライフサイクルCO2マイナスの家を実現しました。
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適材適所の施工で快適な室内空間をつくる
「木質系住宅の断熱構造」。

鉄骨造など熱を伝えやすい構造躯体の場合、「外断熱」の方が

より効果的に断熱性を高め、建物を傷める内部結露も防げます。

ミサワホームのPALC外壁は内部に無数の気泡があり断熱性

が高く、それ自体が「外断熱」になります。さらに、壁体内部の

グラスウール断熱材による「充填断熱」もあわせもつ、厚さ

234㎜の「複層断熱構造」となっており、その高い断熱効果で

「ヒートブリッジ現象」による断熱性能の低下を抑えられます。

WEB

ハイブリッド住宅は、外断熱＋充填断熱による
厚さ２３４㎜の「複層断熱構造」。

WEB

出典：「2015年度の温室効果ガス排出量(確認値)」及び「地球温暖化対策計画」より環境省作成
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エネルギーを自給する家 自然と一体化する家 最適に成長する家
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【省エネ・創エネ】

ハイブリッド住宅の場合、厚さ80㎜のPALC外壁が外断熱効果を果たし、室内の熱を外に逃がしません。一般
的な鉄骨住宅の場合、断熱性能が発揮されにくく、鉄骨部分からそのまま熱を逃がしてしまいます。
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ヒートブリッジ現象による熱損失（イメージ）

「ECO Flagship Model」のテクノロジー

日本の温室効果ガス排出量と中長期目標

無公害防蟻シート

2016年11月発効の気候変動に関するパリ協定に
より、産業革命時期比の気温上昇を2℃以内に留め
るための「CO₂排出の実質ゼロ化」が世界共通の長
期目標となりました。ミサワホームグループは、脱炭
素社会の実現に向けてハウスメーカーの役割は大き
いと考えています。自然の力を有効利用した省エネ・
創エネの先進技術を開発・活用し、ライフサイクル
CO₂マイナスを実現する住まいづくりを推進します。

低炭素で循環型の住まいづくり

●パリ協定と2℃目標

パリ協定は2015年12月の気候変動枠組条約第21回締約国

会議（COP21）で採択され、翌2016年11月に発効されました。

先進国・途上国の区別なく、温室効果ガス削減に向けて自国の決

定する目標を提出し、目標達成に向けた取り組みを実施すること

などを規定する枠組みです。今世紀後半に温室効果ガスの人為

的な排出量と、吸収源による除去量との均衡を達成することに向

けた転換点となります。パリ協定では、地球の平均気温の上昇を

2℃より十分下方に抑えるとともに、1.5℃に抑える努力を追求

することなどを目的とし、今世紀後半に人為的な温室効果ガス

の排出と吸収のバランスを達成することを目指しています。日本

を含む世界の主要国は、世界全体で今世紀後半の脱炭素社会の

鍵となる省エネルギーの徹底や再生可能エネルギーの大幅な拡

大を進めると同時に、地球温暖化対策と経済成長の両立を実現

しようとしています。国内外の有力企業は、気候変動をビジネスに

とってのリスクと認識しつつ、さらなるビジネスチャンスとも捉え、

さまざまな先導的な取り組みを進めています。

●日本政府の中長期目標

日本政府は2016年5月、地球温暖化対策推進法に基づく地球温

暖化対策計画（及び政府実行計画）を閣議決定しました。2030年

度の中期目標として、温室効果ガスの排出を2013年度比で

26％削減するとともに、長期的目標として「2050年までに80％

の温室効果ガスの排出削減を目指す」ことを位置づけています。

同計画では、2030年度の目標達成に向け、家庭部門における

CO₂排出量を約4割削減する必要があるとしており、ハウスメー

カーが担う役割はとても大きなものとなっています。
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80%減

背景

家庭部門に求められる取り組み（地球温暖化対策計画より）

2030年度目標の達成に向け、家庭部門のCO₂排出量を約4割削減する必要があり、住宅

の省エネルギー性能の向上等を図るとともに、国民が地球温暖化問題を自らの問題とし

て捉え、ライフスタイルを不断に見直し、再生可能エネルギーの導入、省エネルギー対策、

エネルギー管理の徹底に努めることを促す。また、家庭で使用される機器の効率向上・普

及やその運用の最適化を図ることにより家庭部門のエネルギー消費量の抑制が図られる

ことから、事業者においては、より一層の機器のエネルギー効率の向上を図るとともに、

機器の利用に伴う二酸化炭素排出に関する国民への正確かつ適切な情報提供を推進する。

( 

年
度 

)

2005年度比
3.8％減

2013年度比
26％減

吸収源

吸収源

「複層断熱構造」の断面（イメージ） ※ 太陽光だけでなく太陽熱も採り入れるシステム。

SDGsとの関連
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通気層
（外気と通気）

断熱材
（グラスウール）

断熱材
（グラスウール）

外装材裏面の通気層と
高い断熱性の木質パネルが、
熱を室内に直接伝えません。

断熱欠損の心配のない、
工場生産の高精度床パネル。

二重の断熱・遮熱構造で、
日射熱や冷気の影響を抑えます。

断熱材
（ロックウール）

遮熱材
（グラスウール）

壁の断熱［9層構造］ 床の断熱 天井・屋根の断熱・遮熱

角形鋼管柱

234
㎜ 

80㎜
 

せっこうボード

クロス断
熱
材

空気層PALC外壁

12.
5㎜

125
×12

5×4
.5㎜

 ㎜
130

ライフサイクルCO2マイナスを実現した
コンセプト住宅「ECO Flagship Model」。

エコ  フ ラッグシップ  モデル

品質管理が行き届いた工場で高精度に生産される木質パネル

の断熱材には、軽量で裁断しても崩れない不燃性グラスウール

を使用。工場生産の段階でムラなく充填され、断熱欠損（断熱材の

設置ムラなど）や気密欠損（すき間）にも入念に対策しています。

天井断熱には「発がん性がない（IARC）」ロックウールを使用し、

屋根パネルには遮熱層を設けた「遮熱屋根パネル」をご用意。

断熱・遮熱の二重構造で、日射熱や冷気の影響を抑えます。

ミサワホームはこれからの住まいのあり方について、住まいが

個人の資産という位置づけから、エネルギー供給やセーフティ

ネットとしての社会のインフラとなるべきであり、また、CO2

を削減して環境負荷を低減するというレベルから、住まいの周辺

や地球全体の環境にも貢献する「生態系の一部」のような存在に

なるべきだと考えています。ミサワホームは「木を植えるがごとく

家をつくる」というコンセプトのもと、太陽光発電などによる創

エネで「エネルギーを自給」し「自然と一体化」し「最適に成長」す

るという3つのテーマを軸に「ECO Flagship Model」を開発。

木のように地球の一器官として機能し、建てること自体が環境

貢献となる、ライフサイクルCO2マイナスの家を実現しました。

BF

1F／1.5F

2F／2.5F

ROOF
1

15

3

4

10

11

6

8

6

2

14

13

5

7

地球住宅ラボ
16

〈創エネルギー〉
■カスケードソーラーシステム※

〈省エネルギー〉
■ヒートポンプ式パネルルーバー冷暖房システム
■基礎断熱
■付加断熱システム
■W Low-Eクリプトンガス入り高断熱ガラス
■ブラインドシャッター

■涼風制御システム
■ファサードルーバー
■蓄冷・蓄熱土間
■深い軒の出＆EN
■生物多様性の庭
■Core+Cellキッチン

■田の字ゾーニング 
■風の通り 
■光の路地 

7

8

9

10

11

12

1

2

3

4

5

6

13

14

15

適材適所の施工で快適な室内空間をつくる
「木質系住宅の断熱構造」。

鉄骨造など熱を伝えやすい構造躯体の場合、「外断熱」の方が

より効果的に断熱性を高め、建物を傷める内部結露も防げます。

ミサワホームのPALC外壁は内部に無数の気泡があり断熱性

が高く、それ自体が「外断熱」になります。さらに、壁体内部の

グラスウール断熱材による「充填断熱」もあわせもつ、厚さ

234㎜の「複層断熱構造」となっており、その高い断熱効果で

「ヒートブリッジ現象」による断熱性能の低下を抑えられます。

WEB

ハイブリッド住宅は、外断熱＋充填断熱による
厚さ２３４㎜の「複層断熱構造」。

WEB

出典：「2015年度の温室効果ガス排出量(確認値)」及び「地球温暖化対策計画」より環境省作成

12

9

15

13

エネルギーを自給する家 自然と一体化する家 最適に成長する家

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

【省エネ・創エネ】

ハイブリッド住宅の場合、厚さ80㎜のPALC外壁が外断熱効果を果たし、室内の熱を外に逃がしません。一般
的な鉄骨住宅の場合、断熱性能が発揮されにくく、鉄骨部分からそのまま熱を逃がしてしまいます。

室内
20℃

屋外
0℃

表面温度
11℃

表面温度
19℃

一般的な鉄骨住宅

せっこうボード外壁

熱エネルギー

8℃差

室内
20℃

屋外
0℃

表面温度
17℃

表面温度
19℃

せっこうボード
ポリエチレンフィルム

PALC外壁
空気層

2℃差

ハイブリッド住宅

ヒートブリッジ現象による熱損失（イメージ）

「ECO Flagship Model」のテクノロジー

日本の温室効果ガス排出量と中長期目標

無公害防蟻シート

2016年11月発効の気候変動に関するパリ協定に
より、産業革命時期比の気温上昇を2℃以内に留め
るための「CO₂排出の実質ゼロ化」が世界共通の長
期目標となりました。ミサワホームグループは、脱炭
素社会の実現に向けてハウスメーカーの役割は大き
いと考えています。自然の力を有効利用した省エネ・
創エネの先進技術を開発・活用し、ライフサイクル
CO₂マイナスを実現する住まいづくりを推進します。

低炭素で循環型の住まいづくり

●パリ協定と2℃目標

パリ協定は2015年12月の気候変動枠組条約第21回締約国

会議（COP21）で採択され、翌2016年11月に発効されました。

先進国・途上国の区別なく、温室効果ガス削減に向けて自国の決

定する目標を提出し、目標達成に向けた取り組みを実施すること

などを規定する枠組みです。今世紀後半に温室効果ガスの人為

的な排出量と、吸収源による除去量との均衡を達成することに向

けた転換点となります。パリ協定では、地球の平均気温の上昇を

2℃より十分下方に抑えるとともに、1.5℃に抑える努力を追求

することなどを目的とし、今世紀後半に人為的な温室効果ガス

の排出と吸収のバランスを達成することを目指しています。日本

を含む世界の主要国は、世界全体で今世紀後半の脱炭素社会の

鍵となる省エネルギーの徹底や再生可能エネルギーの大幅な拡

大を進めると同時に、地球温暖化対策と経済成長の両立を実現

しようとしています。国内外の有力企業は、気候変動をビジネスに

とってのリスクと認識しつつ、さらなるビジネスチャンスとも捉え、

さまざまな先導的な取り組みを進めています。

●日本政府の中長期目標

日本政府は2016年5月、地球温暖化対策推進法に基づく地球温

暖化対策計画（及び政府実行計画）を閣議決定しました。2030年

度の中期目標として、温室効果ガスの排出を2013年度比で

26％削減するとともに、長期的目標として「2050年までに80％

の温室効果ガスの排出削減を目指す」ことを位置づけています。

同計画では、2030年度の目標達成に向け、家庭部門における

CO₂排出量を約4割削減する必要があるとしており、ハウスメー

カーが担う役割はとても大きなものとなっています。
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80%減

背景

家庭部門に求められる取り組み（地球温暖化対策計画より）

2030年度目標の達成に向け、家庭部門のCO₂排出量を約4割削減する必要があり、住宅

の省エネルギー性能の向上等を図るとともに、国民が地球温暖化問題を自らの問題とし

て捉え、ライフスタイルを不断に見直し、再生可能エネルギーの導入、省エネルギー対策、

エネルギー管理の徹底に努めることを促す。また、家庭で使用される機器の効率向上・普

及やその運用の最適化を図ることにより家庭部門のエネルギー消費量の抑制が図られる

ことから、事業者においては、より一層の機器のエネルギー効率の向上を図るとともに、

機器の利用に伴う二酸化炭素排出に関する国民への正確かつ適切な情報提供を推進する。

( 

年
度 

)

2005年度比
3.8％減

2013年度比
26％減

吸収源

吸収源

「複層断熱構造」の断面（イメージ） ※ 太陽光だけでなく太陽熱も採り入れるシステム。

SDGsとの関連

http://www.misawa.co.jp/kodate/guide/zeh/dannetsu.php
http://www.misawa.co.jp/kodate/technology/hybrid/amenity/dannetu/
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WEB

●立面の蒸発冷却（イメージ図①-3）と保水性床材（同①-2）

独自開発のパッシブクーリングアイテム「ドリップルーバー」と、

保水性の高いテラスやコンクリート床材で高い打ち水効果を

持続。それによって形成された冷気を、住宅内に取り込みます。

微気候デザイン（夏・冬）

半屋外空間の活用

表面からの水の蒸発により表面温度が低下する「パッシブクーリングアイテム」により、
冷やされた涼しい風が内部へ流れ込みます。

日射遮蔽

水の滴下と
表面の濡れで
風を冷やす

冷放射

市
街
地
の

暖
め
ら
れ
た
風

ドリップルーバードリップルーバー

フロアセントラル換気

バルコニー下の空間グランドカバー 蓄熱床

シーリングファン・涼風制御システム

トップライトからの排熱（夏）

高断熱設計

深い庇による
日射遮蔽（夏）

日射取得＆蓄熱（冬）

日射取得（冬）

日射取得＆蓄熱（冬）

通風通風落葉樹による
日射のコントロール
落葉樹による
日射のコントロール

遮熱パネルによる
日射遮蔽（夏）

遮蔽ガラスによる
日射遮蔽（夏）

●暖かくエコロジーに暮らす、冬の「微気候デザイン」

陽射しを取り入れ、室内の暖められた空気を逃さないのが、冬を

快適に暮らす知恵。「高断熱・高遮熱ペアガラス」を方位ごとに使い

分け、陽射しを効果的に利用します。換気扇やトップライトは気密

化し、シーリングファンは夏と逆方向に回転させることで上昇し

た暖気を下へ戻します。また、太陽熱や暖房による熱を蓄え、夜間

に放熱して室温低下を抑える「蓄熱土間」「蓄熱床」なども効果

を発揮。吸放湿性のある内装材・建材もご用意しています。

ヘムス

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

分譲地「オナーズヒル戸田 緑テラス」が埼玉県の
「先導的ヒートアイランド対策住宅街モデル事業」に採択。

先進の高断熱・高気密設計に
先人の知恵を取り入れた「微気候デザイン」。

ドリップルーバー 保水性床材

JR寝台特急の「M-Wood」 サッシ枠にも「M-Wood」を利用

貴重な森林資源をかしこくムダなく使い、高性能な
インテリア向け素材「M-Wood」を開発。

築36年の旧耐震基準の建物を
「リファイニング建築」により再生。

いまや森林資源の保全は、人類共通のテーマといえるでしょう。

ミサワホームでは、省資源、木の代替材の開発、そしてリサイクル

という3つのテーマのもと、工場で生産できるまったく新しい素

材「M-Wood」を開発しました。木を製材するときに出る端材な

どを無駄なく再利用してつくられ、色合いも肌ざわりも木そのも

のという画期的な素材です。金属材料などに比べてリサイクル化

が難しかった分野で、その技術を可能にしました。そのうえ耐久性、

耐水性など、天然木の苦手部分を克服し、高品質と高性能を実現

しています。加工性にもすぐれ、屋内のドア枠やサッシ枠、化粧巾

木以外にも、階段手すりやトイレのL字バー連続仕上げなど、木

では難しい曲線的なデザインも可能。ほかにも、JR寝台特急列

車「サンライズエクスプレス」の車両内装に採用されるなど、さま

ざまな分野で活用されています。すぐれた性能を確保しながら、

美しい住まいにコーディネイトすることができます。

ミサワホームは、株式会社青木茂建築工房と2015年に業務提携

を締結。非住宅を含む既存建物の耐震性や耐用年数を大幅に向

上させる「リファイニング建築※」を通じて、安全で質の高いストック

資産の形成に取り組んでいます。リファイニング建築は一般的な

リフォームやリノベーションと異なり、内外装や設備類、間取りな

どの変更のみならず、建物自体の耐震性や耐用年数を大幅に向上

させて、長寿命化を図る建築再生手法です。当手法で再生される

建物は、確認申請を行い、検査済証を取得することから、新築と同

等の遵法性が確保されます。2017年度は渋谷区にある築50年

を超える北海道職員住宅と、千代田区の築37年の専門学校を共

同住宅として再生しました。ミサワホームは、このように大胆な意

匠転換や用途変更により不動産の新たな魅力を創出し、市場の変

化に柔軟に対応する企業を目指します。

エムウッド

WEB

【省資源】

天然木の風合いを再現した、安全・安心の
100%リサイクル素材「M-Wood2」。

住まいの分野においても「サステナビリティ（＝持続可能性）」と

いう視点が求められています。ミサワホームでは、「M-Wood」の

技術を応用し、100%リサイクル素材でできた「M-Wood2」を

開発しました。原料は木とプラスチックですが、木は建築廃材

や工場（加工）廃材などをパウダー状に加工したもの、プラス

チックは工場廃棄物などの廃プラスチックを使用しています。

そのため、新たな廃棄物を発生させず、「M-Wood2」そのもの

も再びリサイクル処理を繰り返すことが可能。環境負荷の低減

に寄与できる素材として評価され、（一財）建材試験センターより

木材・プラスチック再生複合材として業界初の新JISマークの認証

を受けました。耐久性や耐水性、加工性にすぐれ、デッキ、フェンス、

パーゴラなどに幅広く活用されています。

「M-Wood2」製のデッキ 商業施設屋上デッキにも採用 ニューセラミック外壁

エムウッド

WEB

自然界に豊富にある原料をいかし開発した
環境配慮素材「ニューセラミック外壁」。

自然素材から作り出した新素材「ニューセラミック外壁」は、国内

に豊富にある珪石と石灰石が主原料。古くからある国産資源が、

技術の力で価値ある素材に生まれ変わりました。木、コンクリートに

続く第3の建材で、１つの素材で断熱性、耐火性、耐久性など多く

の機能をもつ多機能素材です。

環境負荷を抑えつつ安定供給

を可能にしたエコマテリアルで

もあります。トータルな住宅性

能が評価されており、日本各地

で実績を築いています。

WEB

※ 太平洋セメント株式会社、株式会社青木茂建築工房の登録商標。

千代田区・専門学校の事例

住宅内外を一体と捉えたヒートアイランド対策のイメージ図

【リファイニング前】 【リファイニング後】
賃貸マンション専門学校

平面図（1階部分） 平面図（1階部分）

竣工外観既存建物の外観

連続階段手すり

●屋内開口部（イメージ図③-1,③-2）

住宅内からの排熱や、外部からの冷気の取り込みを促進するために、

通風を促す「欄間付きドア」や「フルハイトドア」、「トップライト」を

全戸に導入。快適な室内環境を実現しています。

フルハイトドア トップライト（シーリングファン）欄間付きドア

埼玉県では、都市部を中心に問題となっている「ヒートアイランド

現象」に対処するために、先進的な住宅街モデルを募集しました。

「オナーズヒル戸田 緑テラス」は、平均敷地面積約30坪の都市型

分譲地である点を考慮し、住宅とその周辺を一体と捉えたさまざ

まな対策を盛り込んだ点が高

く評価され、モデル事業に採択。

2018年1月には「先導的ヒート

アイランド対策モデル」として、

埼玉県知事の上田清司氏より

認定証を交付されました。 「オナーズヒル戸田 緑テラス」のまちなみ

半屋外空間(テラス)への
クールスポット形成

屋外熱環境の改善
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温度差換気
排熱の促進
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②開口面の増設
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①-3.立面の
蒸発冷却

クールスポット
の形成
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バルコニー
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職員室

1階一部の減築

既存階段の解体 既存床の
解体

教室

教室 教室

駐車場

耐震補強壁

エントランスポーチ

避難経路を兼ねた
新規エントランスポーチ

住戸 住戸

住戸

住戸

階段新設 エレベータ新設

ホール

●涼しくエコロジーに暮らす、夏の「微気候デザイン」

家の外と中の気候を一体に考えるのが、夏を涼しく暮らす知恵。

家周辺の微気候を整えることで、快適な生活空間を広げられます。

「樹木」や「深い庇」で陽射しをカットし、「保水性床材」や「クール

ルーバー」「ドリップルーバー」に打ち水し、涼しい微気候を形成します。

打ち水による涼風を屋内に取り入れやすいよう、「２方向開口」や

「欄間付き建具」、「高窓」や「シーリングファン」など、高さの異なる

窓を組み合わせた「風洞設計」をご提案しています。さらに、住宅

内外の温度センサーとＨＥＭＳを組み合わせた「涼風制御システム」

により、トップライトの開閉・シーリングファンの回転・エアコンの稼動を

自動制御。室内の熱気を効率的に排出し、冷房時間を削減できます。

http://www.misawa.co.jp/kodate/kodawari/bikiko/
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WEB

●立面の蒸発冷却（イメージ図①-3）と保水性床材（同①-2）

独自開発のパッシブクーリングアイテム「ドリップルーバー」と、

保水性の高いテラスやコンクリート床材で高い打ち水効果を

持続。それによって形成された冷気を、住宅内に取り込みます。

微気候デザイン（夏・冬）

半屋外空間の活用

表面からの水の蒸発により表面温度が低下する「パッシブクーリングアイテム」により、
冷やされた涼しい風が内部へ流れ込みます。

日射遮蔽

水の滴下と
表面の濡れで
風を冷やす

冷放射

市
街
地
の

暖
め
ら
れ
た
風

ドリップルーバードリップルーバー

フロアセントラル換気

バルコニー下の空間グランドカバー 蓄熱床

シーリングファン・涼風制御システム

トップライトからの排熱（夏）

高断熱設計

深い庇による
日射遮蔽（夏）

日射取得＆蓄熱（冬）

日射取得（冬）

日射取得＆蓄熱（冬）

通風通風落葉樹による
日射のコントロール
落葉樹による
日射のコントロール

遮熱パネルによる
日射遮蔽（夏）

遮蔽ガラスによる
日射遮蔽（夏）

●暖かくエコロジーに暮らす、冬の「微気候デザイン」

陽射しを取り入れ、室内の暖められた空気を逃さないのが、冬を

快適に暮らす知恵。「高断熱・高遮熱ペアガラス」を方位ごとに使い

分け、陽射しを効果的に利用します。換気扇やトップライトは気密

化し、シーリングファンは夏と逆方向に回転させることで上昇し

た暖気を下へ戻します。また、太陽熱や暖房による熱を蓄え、夜間

に放熱して室温低下を抑える「蓄熱土間」「蓄熱床」なども効果

を発揮。吸放湿性のある内装材・建材もご用意しています。

ヘムス

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

分譲地「オナーズヒル戸田 緑テラス」が埼玉県の
「先導的ヒートアイランド対策住宅街モデル事業」に採択。

先進の高断熱・高気密設計に
先人の知恵を取り入れた「微気候デザイン」。

ドリップルーバー 保水性床材

JR寝台特急の「M-Wood」 サッシ枠にも「M-Wood」を利用

貴重な森林資源をかしこくムダなく使い、高性能な
インテリア向け素材「M-Wood」を開発。

築36年の旧耐震基準の建物を
「リファイニング建築」により再生。

いまや森林資源の保全は、人類共通のテーマといえるでしょう。

ミサワホームでは、省資源、木の代替材の開発、そしてリサイクル

という3つのテーマのもと、工場で生産できるまったく新しい素

材「M-Wood」を開発しました。木を製材するときに出る端材な

どを無駄なく再利用してつくられ、色合いも肌ざわりも木そのも

のという画期的な素材です。金属材料などに比べてリサイクル化

が難しかった分野で、その技術を可能にしました。そのうえ耐久性、

耐水性など、天然木の苦手部分を克服し、高品質と高性能を実現

しています。加工性にもすぐれ、屋内のドア枠やサッシ枠、化粧巾

木以外にも、階段手すりやトイレのL字バー連続仕上げなど、木

では難しい曲線的なデザインも可能。ほかにも、JR寝台特急列

車「サンライズエクスプレス」の車両内装に採用されるなど、さま

ざまな分野で活用されています。すぐれた性能を確保しながら、

美しい住まいにコーディネイトすることができます。

ミサワホームは、株式会社青木茂建築工房と2015年に業務提携

を締結。非住宅を含む既存建物の耐震性や耐用年数を大幅に向

上させる「リファイニング建築※」を通じて、安全で質の高いストック

資産の形成に取り組んでいます。リファイニング建築は一般的な

リフォームやリノベーションと異なり、内外装や設備類、間取りな

どの変更のみならず、建物自体の耐震性や耐用年数を大幅に向上

させて、長寿命化を図る建築再生手法です。当手法で再生される

建物は、確認申請を行い、検査済証を取得することから、新築と同

等の遵法性が確保されます。2017年度は渋谷区にある築50年

を超える北海道職員住宅と、千代田区の築37年の専門学校を共

同住宅として再生しました。ミサワホームは、このように大胆な意

匠転換や用途変更により不動産の新たな魅力を創出し、市場の変

化に柔軟に対応する企業を目指します。

エムウッド

WEB

【省資源】

天然木の風合いを再現した、安全・安心の
100%リサイクル素材「M-Wood2」。

住まいの分野においても「サステナビリティ（＝持続可能性）」と

いう視点が求められています。ミサワホームでは、「M-Wood」の

技術を応用し、100%リサイクル素材でできた「M-Wood2」を

開発しました。原料は木とプラスチックですが、木は建築廃材

や工場（加工）廃材などをパウダー状に加工したもの、プラス

チックは工場廃棄物などの廃プラスチックを使用しています。

そのため、新たな廃棄物を発生させず、「M-Wood2」そのもの

も再びリサイクル処理を繰り返すことが可能。環境負荷の低減

に寄与できる素材として評価され、（一財）建材試験センターより

木材・プラスチック再生複合材として業界初の新JISマークの認証

を受けました。耐久性や耐水性、加工性にすぐれ、デッキ、フェンス、

パーゴラなどに幅広く活用されています。

「M-Wood2」製のデッキ 商業施設屋上デッキにも採用 ニューセラミック外壁

エムウッド

WEB

自然界に豊富にある原料をいかし開発した
環境配慮素材「ニューセラミック外壁」。

自然素材から作り出した新素材「ニューセラミック外壁」は、国内

に豊富にある珪石と石灰石が主原料。古くからある国産資源が、

技術の力で価値ある素材に生まれ変わりました。木、コンクリートに

続く第3の建材で、１つの素材で断熱性、耐火性、耐久性など多く

の機能をもつ多機能素材です。

環境負荷を抑えつつ安定供給

を可能にしたエコマテリアルで

もあります。トータルな住宅性

能が評価されており、日本各地

で実績を築いています。

WEB

※ 太平洋セメント株式会社、株式会社青木茂建築工房の登録商標。

千代田区・専門学校の事例

住宅内外を一体と捉えたヒートアイランド対策のイメージ図

【リファイニング前】 【リファイニング後】
賃貸マンション専門学校

平面図（1階部分） 平面図（1階部分）

竣工外観既存建物の外観

連続階段手すり

●屋内開口部（イメージ図③-1,③-2）

住宅内からの排熱や、外部からの冷気の取り込みを促進するために、

通風を促す「欄間付きドア」や「フルハイトドア」、「トップライト」を

全戸に導入。快適な室内環境を実現しています。

フルハイトドア トップライト（シーリングファン）欄間付きドア

埼玉県では、都市部を中心に問題となっている「ヒートアイランド

現象」に対処するために、先進的な住宅街モデルを募集しました。

「オナーズヒル戸田 緑テラス」は、平均敷地面積約30坪の都市型

分譲地である点を考慮し、住宅とその周辺を一体と捉えたさまざ

まな対策を盛り込んだ点が高

く評価され、モデル事業に採択。

2018年1月には「先導的ヒート

アイランド対策モデル」として、

埼玉県知事の上田清司氏より

認定証を交付されました。 「オナーズヒル戸田 緑テラス」のまちなみ

半屋外空間(テラス)への
クールスポット形成

屋外熱環境の改善

室内排熱の促進と
冷気の取り入れ

人工排熱の抑制

温度差換気
排熱の促進

度差

イランンド対策のイメージ図
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（欄間付き建具もしくはフルハイトドア）

③-2.トップライト

①-1.テラスの
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日射遮蔽
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の形成

玄関ホール

バルコニー

バルコニー
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1階一部の減築

既存階段の解体 既存床の
解体

教室

教室 教室

駐車場

耐震補強壁

エントランスポーチ

避難経路を兼ねた
新規エントランスポーチ

住戸 住戸

住戸

住戸

階段新設 エレベータ新設

ホール

●涼しくエコロジーに暮らす、夏の「微気候デザイン」

家の外と中の気候を一体に考えるのが、夏を涼しく暮らす知恵。

家周辺の微気候を整えることで、快適な生活空間を広げられます。

「樹木」や「深い庇」で陽射しをカットし、「保水性床材」や「クール

ルーバー」「ドリップルーバー」に打ち水し、涼しい微気候を形成します。

打ち水による涼風を屋内に取り入れやすいよう、「２方向開口」や

「欄間付き建具」、「高窓」や「シーリングファン」など、高さの異なる

窓を組み合わせた「風洞設計」をご提案しています。さらに、住宅

内外の温度センサーとＨＥＭＳを組み合わせた「涼風制御システム」

により、トップライトの開閉・シーリングファンの回転・エアコンの稼動を

自動制御。室内の熱気を効率的に排出し、冷房時間を削減できます。

http://www.misawa.co.jp/kodate/technology/mokusitu/amenity/mwood/
http://www.misawa.co.jp/kodate/technology/mokusitu/amenity/mwood/
http://www.misawa.co.jp/kodate/technology/hybrid/safety/palc/
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9層構造・二重防水工法の外壁

９層構造・二重防水工法による
万全の「防水・防湿対策」。

基礎、壁、小屋裏の「通風・換気対策」で
高い耐久性を実現。

ミサワホームの壁パネルは、工場で合板を屋内側と屋外側に接

着した「両面接着パネル」。内部が格子状に仕切られており、空気

が流れ込みにくい構造です。室内の湿気は、内装仕上げ材や断熱

材表面の防湿フィルムで壁内部への浸入がブロックされます。木

質パネルの外側には防水透湿シートを張り、乾燥をうながす通気

層を設けた上で外装材を取り付ける「二重防水工法」。雨水などは

パネル躯体に近づけず、また、パネル内部の湿度が上昇した場合は、

防水透湿シートを透って湿気を通気層へ排出します。木質パネル

を中心とした「９層構造」で水分や湿気の浸入を防ぎ、さらに定期

的なメンテナンスを実施することで、高い耐久性が得られます。

WEB

WEB

水蒸気

雨

（屋内側）（屋外側）

二重防水工法 木質パネル

①外壁材
②通気層
　（外気と通気）

③防水透湿
　シート

④合板

⑤断熱材・芯材
⑥防湿フィルム
⑦合板

⑧石膏ボード ⑨内装仕上げ材

基礎上部に全方位、換気台輪を設置床下全面に防湿シート

小屋裏の通気 換気棟

床下は基礎内部の土盛りをグランドレベルよりも高く設定した

うえ、床下全面に防湿シートを敷設し地面からの湿気上昇を防止。

高さ２４㎜の換気台輪を建物全方位に設置し、通気性を十分に

確保しています。外壁・小屋裏の対策も、建物の高い耐久性と断熱

性を確保するのに重要です。湿気を含んだり暖められた空気は、

通気層を通って軒裏や基礎水切部で外気に開放・排出され、新鮮

な空気と入れ替わります。また、小屋裏には換気棟を採用。壁から

の通気や軒先まわりから外気を入れ、スムーズに自然排出します。

軒先換気軒先換気

小屋裏の換気
（換気棟は一例）

【耐久性】

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

ミサワホームの戸建住宅向け
被災度判定計「ＧＡＩＮＥＴ」を運用。

ご家族の暮らしを近未来化する
IoTライフサービス「LinkGates」を発売。

「GAINET」は、住宅の基礎部分に設置する計測部で計測した地

震波をもとに、分析したリアルタイム震度と建物及び地盤の被災度

ランクを住宅内の表示器に表示し、音と連動してオーナーさまに

注意喚起を行います。測定データは瞬時にクラウドサーバに集約

されるため、被災度を短期間に把握し、建物の緊急度に応じたサ

ポートを行うことができます。設置対象は新築の木質系戸建住宅に

限っていましたが、新築の鉄骨系戸建住宅及びミサワホームの既

存住宅にも運用範囲を拡大しました。さらに今回、自宅被災度の

閲覧機能も強化。これまでは自宅内の表示器への表示のみでし

たが、「GAINET」のクラウドサーバと、ミサワホームオーナーさま

向けサイト「ミサワオーナーズクラブ（MOC）」専用アプリのサーバ

との間をネットワーク連携することで、外

出先や遠隔地からスマートフォンなどでも

自宅の被災度確認が可能になりました。

ガイネット

スマートフォン連携

復旧サポート

＊画面の表示内容は変更となる場合があります。

インターネット
（オープン網）

KDDI LTE網
（800MHz）

4G LTE

 スマートフォンで
家や地盤の被災度
データを受信

クラウドサーバ

被災度判定計「GAINET」システム概要図

オンサイト警報
（音・画面）
・家族間の伝言

計測部

W-LAN

表示器（LTEモジュール掲載）

「LinkGates」では、住宅内の情報家電・電子機器類をネット

ワークでつないで、住まいをIoT化するサービスを提供します。

エネルギーの見える化や最適制御による「省エネ」機能に加えて、

“戸締まりモニター”や“防犯アラート”などの「安全」機能、

“熱中症アラート”や“見守りアラーム”などの「安心」機能、家電の

“遠隔操作”などの「快適」機能をワンストップで提供。これらの機

能はGAINET同様に外出先からもモニタリングや操作ができる

ため、戸締まり確認や、高齢者や子ども、ペットの様子が心配な

とき、また、帰宅前にエアコンや電動シャッターなどの家電類を

操作したいときなどにもタイムリーに対応できます。   

リンクゲ イツ

リンクゲイツ

「LinkGates」概念図

屋外

屋内

インターネット ホームゲート
ウェイ

安心
サービス

安全
サービス

快適
サービス

省エネ
サービス

昨今では、地震、台風、局地的豪雨といった自然災害
により深刻な被害が発生することが増えています。
暮らしの安全・安心を守るためには、住まいがこうした
事態への十分な対策を備えることが欠かせません。
ミサワホームグループは、防災や減災の思想と機能
を住宅設計に織り込み、生活の一環として無理なく
対策が可能。もしもお客さまが被災された場合にも、
きめ細かくサポートできる体制を整備しています。

安全・安心な住まいづくり

出典：内閣府「日常生活における防災に関する意識や活動についての調査（2016年5月）」

リンクゲイツ

SDGsとの関連

防災・減災ソリューション「MISAWA-LCP」で
3段階の災害対策を取り入れた住まいづくりを推進。

防災・減災ソリューション「MISAWA-LCP※」では、ミサワホームが

提案してきたさまざまな自然災害対策を、トータルなソリューション

として整理。日常の「備え」、災害時の「守り」、復旧までの「支え」

という３つの「SAFETY SOLUTIONS」により、平常時、災害時、

災害後のいずれにも安全・安心な住まいづくりを推進します。 

内閣府の調査によると、日本全国の15歳以上の一般生活者に

「あなたの住む地域に将来（今後30年程度）大災害が発生すると

思いますか」と尋ねたところ、6割を超える方が「可能性が高い」と

答えています。また、「あなたの日常生活において、災害への備え

は、どのくらい重要なことですか」と尋ねたところ、9割近くの回答

者は重要だと考えているものの、十分な対策を取っている人はご

く一握りで、34%は「日常生活の中でできる範囲で取り組んで」

おり、51%は「災害への備えはほとんど取り組んでいない」として

います。これらのデータから、効果的な災害対策を簡単に利用で

きる形で提供することで、大多数の一般生活者の防災レベルを大

幅に改善することが可能であると推察できます。

【防災・減災住宅】

内閣府/中央防災会議［首都直下地震の被害想定と対策について］を参考に、ミサワホームが考える「ひとつ上の
安心基準」を策定しています。

躯体性能基準

プランニング基準

仕様基準

●震度7でも構造躯体が倒壊しない建物にする
●最大瞬間風速60m/s相当でも倒壊しない建物にする
●行政基準の1.2倍の雪の荷重に耐える建物にする
●家のどこにいても火災に早く気付けるようにする

●飲食料・日用品7～14日分の備蓄スペースを確保する
●安全な複数経路、水平・垂直の避難経路を設ける
●避難生活の健康被害を軽減する冬季最低室温を確保する
●日常から家族・近隣とコミュニケーションしやすい設計にする
●ゲリラ豪雨、床下・床上浸水に耐える

●熱源を確保する
●食料を確保する（家族数×14日分）
●備蓄品以外での上水・中水を確保する

生活インフラやライフライン停止・停滞時の7日間＋αにおよぶ自宅
避難生活を想定した備え（停電・ガス遮断・断水・下水遮断・物流停滞）

ミサ ワ  エ ル シ ー ピ ー

3段階のSAFETY SOLUTIONS

MISAWAｰLCP設計基準

WEB背景

優先して取り組む
重要な事項であり、
十分に取り組んでいる

3.4%

自分の周りでは
災害の危険性がないと
考えているため、

特に取り組んでいない
11.3%

災害に備えることは
重要だと思うが、

災害への備えはほとんど
取り組んでいない

50.9%

災害に備えることは
重要だと思うが、

日常生活の中でできる
範囲で取り組んでいる

34.4%

今、あなたが住んでいる地域に将来（今後30年程度）
大地震、大水害などの大災害が発生すると思うか

災害へ備えることの重要性に対する意識

凡例
近い将来(30年以内)災害が発生する
「可能性が高い」と答えた人の割合

50％未満
50％以上70％未満
70％以上

＊災害危険度に対する認識に関する分類。

・ 可能性が高い
　 「ほぼ、確実に発生すると思う」
　 「発生する可能性は大きいと思う」
・ 可能性が低い
　 「可能性は少ないと思う」
　 「可能性はほぼないと思う」

N=10,000

※LCP：「Life Continuity Performance」の略称。

https://www.misawa.co.jp/bousai/
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9層構造・二重防水工法の外壁

９層構造・二重防水工法による
万全の「防水・防湿対策」。

基礎、壁、小屋裏の「通風・換気対策」で
高い耐久性を実現。

ミサワホームの壁パネルは、工場で合板を屋内側と屋外側に接

着した「両面接着パネル」。内部が格子状に仕切られており、空気

が流れ込みにくい構造です。室内の湿気は、内装仕上げ材や断熱

材表面の防湿フィルムで壁内部への浸入がブロックされます。木

質パネルの外側には防水透湿シートを張り、乾燥をうながす通気

層を設けた上で外装材を取り付ける「二重防水工法」。雨水などは

パネル躯体に近づけず、また、パネル内部の湿度が上昇した場合は、

防水透湿シートを透って湿気を通気層へ排出します。木質パネル

を中心とした「９層構造」で水分や湿気の浸入を防ぎ、さらに定期

的なメンテナンスを実施することで、高い耐久性が得られます。

WEB

WEB

水蒸気

雨

（屋内側）（屋外側）

二重防水工法 木質パネル

①外壁材
②通気層
　（外気と通気）

③防水透湿
　シート

④合板

⑤断熱材・芯材
⑥防湿フィルム
⑦合板

⑧石膏ボード ⑨内装仕上げ材

基礎上部に全方位、換気台輪を設置床下全面に防湿シート

小屋裏の通気 換気棟

床下は基礎内部の土盛りをグランドレベルよりも高く設定した

うえ、床下全面に防湿シートを敷設し地面からの湿気上昇を防止。

高さ２４㎜の換気台輪を建物全方位に設置し、通気性を十分に

確保しています。外壁・小屋裏の対策も、建物の高い耐久性と断熱

性を確保するのに重要です。湿気を含んだり暖められた空気は、

通気層を通って軒裏や基礎水切部で外気に開放・排出され、新鮮

な空気と入れ替わります。また、小屋裏には換気棟を採用。壁から

の通気や軒先まわりから外気を入れ、スムーズに自然排出します。

軒先換気軒先換気

小屋裏の換気
（換気棟は一例）

【耐久性】

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

ミサワホームの戸建住宅向け
被災度判定計「ＧＡＩＮＥＴ」を運用。

ご家族の暮らしを近未来化する
IoTライフサービス「LinkGates」を発売。

「GAINET」は、住宅の基礎部分に設置する計測部で計測した地

震波をもとに、分析したリアルタイム震度と建物及び地盤の被災度

ランクを住宅内の表示器に表示し、音と連動してオーナーさまに

注意喚起を行います。測定データは瞬時にクラウドサーバに集約

されるため、被災度を短期間に把握し、建物の緊急度に応じたサ

ポートを行うことができます。設置対象は新築の木質系戸建住宅に

限っていましたが、新築の鉄骨系戸建住宅及びミサワホームの既

存住宅にも運用範囲を拡大しました。さらに今回、自宅被災度の

閲覧機能も強化。これまでは自宅内の表示器への表示のみでし

たが、「GAINET」のクラウドサーバと、ミサワホームオーナーさま

向けサイト「ミサワオーナーズクラブ（MOC）」専用アプリのサーバ

との間をネットワーク連携することで、外

出先や遠隔地からスマートフォンなどでも

自宅の被災度確認が可能になりました。

ガイネット

スマートフォン連携

復旧サポート

＊画面の表示内容は変更となる場合があります。

インターネット
（オープン網）

KDDI LTE網
（800MHz）

4G LTE

 スマートフォンで
家や地盤の被災度
データを受信

クラウドサーバ

被災度判定計「GAINET」システム概要図

オンサイト警報
（音・画面）
・家族間の伝言

計測部

W-LAN

表示器（LTEモジュール掲載）

「LinkGates」では、住宅内の情報家電・電子機器類をネット

ワークでつないで、住まいをIoT化するサービスを提供します。

エネルギーの見える化や最適制御による「省エネ」機能に加えて、

“戸締まりモニター”や“防犯アラート”などの「安全」機能、

“熱中症アラート”や“見守りアラーム”などの「安心」機能、家電の

“遠隔操作”などの「快適」機能をワンストップで提供。これらの機

能はGAINET同様に外出先からもモニタリングや操作ができる

ため、戸締まり確認や、高齢者や子ども、ペットの様子が心配な

とき、また、帰宅前にエアコンや電動シャッターなどの家電類を

操作したいときなどにもタイムリーに対応できます。   

リンクゲ イツ

リンクゲイツ

「LinkGates」概念図

屋外

屋内

インターネット ホームゲート
ウェイ
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昨今では、地震、台風、局地的豪雨といった自然災害
により深刻な被害が発生することが増えています。
暮らしの安全・安心を守るためには、住まいがこうした
事態への十分な対策を備えることが欠かせません。
ミサワホームグループは、防災や減災の思想と機能
を住宅設計に織り込み、生活の一環として無理なく
対策が可能。もしもお客さまが被災された場合にも、
きめ細かくサポートできる体制を整備しています。

安全・安心な住まいづくり

出典：内閣府「日常生活における防災に関する意識や活動についての調査（2016年5月）」

リンクゲイツ

SDGsとの関連

防災・減災ソリューション「MISAWA-LCP」で
3段階の災害対策を取り入れた住まいづくりを推進。

防災・減災ソリューション「MISAWA-LCP※」では、ミサワホームが

提案してきたさまざまな自然災害対策を、トータルなソリューション

として整理。日常の「備え」、災害時の「守り」、復旧までの「支え」

という３つの「SAFETY SOLUTIONS」により、平常時、災害時、

災害後のいずれにも安全・安心な住まいづくりを推進します。 

内閣府の調査によると、日本全国の15歳以上の一般生活者に

「あなたの住む地域に将来（今後30年程度）大災害が発生すると

思いますか」と尋ねたところ、6割を超える方が「可能性が高い」と

答えています。また、「あなたの日常生活において、災害への備え

は、どのくらい重要なことですか」と尋ねたところ、9割近くの回答

者は重要だと考えているものの、十分な対策を取っている人はご

く一握りで、34%は「日常生活の中でできる範囲で取り組んで」

おり、51%は「災害への備えはほとんど取り組んでいない」として

います。これらのデータから、効果的な災害対策を簡単に利用で

きる形で提供することで、大多数の一般生活者の防災レベルを大

幅に改善することが可能であると推察できます。

【防災・減災住宅】

内閣府/中央防災会議［首都直下地震の被害想定と対策について］を参考に、ミサワホームが考える「ひとつ上の
安心基準」を策定しています。

躯体性能基準

プランニング基準

仕様基準

●震度7でも構造躯体が倒壊しない建物にする
●最大瞬間風速60m/s相当でも倒壊しない建物にする
●行政基準の1.2倍の雪の荷重に耐える建物にする
●家のどこにいても火災に早く気付けるようにする

●飲食料・日用品7～14日分の備蓄スペースを確保する
●安全な複数経路、水平・垂直の避難経路を設ける
●避難生活の健康被害を軽減する冬季最低室温を確保する
●日常から家族・近隣とコミュニケーションしやすい設計にする
●ゲリラ豪雨、床下・床上浸水に耐える

●熱源を確保する
●食料を確保する（家族数×14日分）
●備蓄品以外での上水・中水を確保する

生活インフラやライフライン停止・停滞時の7日間＋αにおよぶ自宅
避難生活を想定した備え（停電・ガス遮断・断水・下水遮断・物流停滞）

ミサ ワ  エ ル シ ー ピ ー

3段階のSAFETY SOLUTIONS

MISAWAｰLCP設計基準

WEB背景

優先して取り組む
重要な事項であり、
十分に取り組んでいる

3.4%

自分の周りでは
災害の危険性がないと
考えているため、

特に取り組んでいない
11.3%

災害に備えることは
重要だと思うが、

災害への備えはほとんど
取り組んでいない

50.9%

災害に備えることは
重要だと思うが、

日常生活の中でできる
範囲で取り組んでいる

34.4%

今、あなたが住んでいる地域に将来（今後30年程度）
大地震、大水害などの大災害が発生すると思うか

災害へ備えることの重要性に対する意識

凡例
近い将来(30年以内)災害が発生する
「可能性が高い」と答えた人の割合

50％未満
50％以上70％未満
70％以上

＊災害危険度に対する認識に関する分類。

・ 可能性が高い
　 「ほぼ、確実に発生すると思う」
　 「発生する可能性は大きいと思う」
・ 可能性が低い
　 「可能性は少ないと思う」
　 「可能性はほぼないと思う」

N=10,000

※LCP：「Life Continuity Performance」の略称。

http://www.misawa.co.jp/owner_support/linkgates/
http://www.misawa.co.jp/kodate/technology/mokusitu/safety/taikyu1/
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抗アレル壁紙の構成図

家全体をまるで1つの部屋のように
一定の温度に保つ「全館空調システム（エアテリア）」。

スギ花粉やダニの死がいなどの
アレル物質を抑制する「抗アレル内装材」。

吹き抜けやリビング階段などタテにつながる空間設計は、ご家族

のふれあいを深めますが、ルームエアコンは居室以外には設置

しないことが一般的なため、温度差によるヒートショックや体調

不良が心配です。ミサワホームでは、家全体をトータルに空調し、

居室と廊下間の温度差・上下階の温度差をともに解消する全館

空調システムをご用意。また、居室ごとにエアコンを設置すると、

室内機の存在が気になりますが、全館空調システムなら室内機

がすっきりと納まり、屋内に見えるのは吹出口とガラリのみです。

室外機の数も少なくできるため、建物の外観も損ないません。

標準装備の「熱交換型２４時間フロアセントラル換気システム」は、

高気密設計をいかして住まい全体を効率的に換気。屋内の汚れ

た空気を排出し、屋外の新鮮な空気を採り入れます。その際、

給気と排気の間で熱交換を行い、屋外の空気を室温に近づけて

給気することにより、換気による冷暖房エネルギーロスを最小限

に抑えます。また、本体には外気に含まれる物質の侵入を抑える

「外気フィルター」を搭載。花粉などの比較的大きな物質を捕集

対象とした「標準外気フィルター」に加え、PM2.5などの小さな

物質を対象とした「高捕集外気フィルター」もご用意しています。

WEB

床やカーペットのアレル物質は人の動きで舞い上がり、多くは床

上１mまでの空間を浮遊します。そのため、壁面に抗アレル仕上げ

材を使用すると効果的。表面に塗布された薬剤がアレル物質に

反応し、その動きを不活化する壁紙をご用意しています。また、

空気中の花粉やダニの死がい、ペットのフケなどは床に落ちて

きます。床は手や足で直接触れるうえ、寝転ぶこともあるだけに、

いつも清潔にしておきたいものです。ミサワホームでは、アレル

物質を抑制する塗装仕上げの床材もご用意。床材にアレル物質

が一定時間触れると、抑制された形に変化させる効果があります。※1

エネルギーロスを抑えながら換気する
「熱交換型換気システム」を標準装備。

頭痛や目の痛み、アレルギー性ぜん息、皮膚炎などの症状を訴える

「シックハウス症候群」。ミサワホームは、その主な原因物質とされ

るホルムアルデヒドやアセトアルデヒドを吸収し、無害な物質に分

解する健康志向の内装材「高機能石膏ボード」（ハイクリンボード

Ace）をご用意しています。化学物質の放散量が増加する夏場の

高温時や新築時にも短時間で効果を発揮。通気性のあるクロス

や仕上げ材を組み合わせることで、室内空気中の化学物質をより

効果的に吸収・分解できます。居住後に家具などから放散される

化学物質にも有効。健康･快適な室内環境の実現を目指します。

シックハウス症候群の主な原因物質を
吸収・分解する「高機能石膏ボード」。

※1 アレルギー症状を緩和したり、治療するものではありません。

フロアセントラル換気システムの概念図
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本体の還気口からフロア全体の
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※2 抗アレル物質壁紙の表面へのコーティングなどにより、アレル物質低減化薬剤の効果がなくなる場合があります。

アレル物質低減化メカニズム（例）

アレル物質低減性能をもつ
人体に悪影響のない薬剤を、
壁紙の表面に塗布しています。

抑制 低減接触

アレル物質低減化
薬剤塗布層※2

アレル物質

アレル物質
低減化薬剤

塩化ビニル樹脂層

裏打紙

空気中を浮遊するアレル物質
が壁紙表面に接触すると、配合
したアレル物質低減化薬剤
がアレル物質のタンパク質に
反応し、その働きを抑えます。
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【耐震性】

地震エネルギーを最大約50%に軽減する
独自の制震装置「MGEO」。

●4日間で13回の巨大地震でも、仕上げ材に目立った被害なし

2004年7月、制震装置「MGEO」の効果を実証するため、戸建住

宅の実大震動実験を行いました。阪神・淡路大震災の2倍レベル※1

となる1,873ガルの揺れなど、13回の連続する巨大地震をは

じめ、合計39回もの加振を行った結果、構造体の損傷ゼロはも

ちろん、内装仕上げ材にも目立った被害はありませんでした。

●建物の変形量は鉄骨ブレース構造の約1／8に抑制可能

実験の結果、「MGEO」の2つの大きな効果が実証されました。

１つは、地震エネルギーを最大で約50%軽減でき、クロスなどの

仕上げ材の損傷を低減できること。「鉄骨ブレース構造」と比較して、

震度6弱の場合で、変形量を約1／8に抑えられる計算です※2。

もう１つは連続する加振に対し、「MGEO」が最後まで有効に

機能したこと。連続余震の不安をも解消する大きな成果です。

鉄骨ブレース構造 制震装置「MGEO」

:〔変形量〕 震度6弱で比較8 1
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高機能石膏ボードの仕組み

2階床面の変形量の比較データ

WEB

鉄骨フレームを形成するユニットイメージ

高耐震の木質パネル接着工法により
強固なモノコック構造となる「木質系住宅」。

耐震性にすぐれた構造・工法を採用した
「鉄骨系ハイブリッド住宅」。

ハイブリッド住宅は、鉄骨でつくられたボックスフレームに、すぐれた

強度のPALC外壁やドアなどの住宅設備まで取り付けたユニット

を施工現場へ輸送して組み立てる「ユニット工法」です。個々の

ユニットの構造は、超高層ビルにも採用されている「鉄骨ラーメン

構造」。地震や風圧力などの外力が加わっても力を一点に集中さ

せず、建物全体でしなやかに吸収するねばり強さが特長です。

一つひとつのユニット接合部は、母材と同等の強度で工場溶接

しており、さまざまな実験で高い耐震性と品質を確認しています。

t＝2.3㎜、3.2㎜、
　4.5㎜、6.0㎜

溝形鋼梁
175㎜×50㎜×t

1,436㎜
～2,953㎜

796.25㎜
～2,161.25㎜

ハイブリッドの住まいの柱の太さは、鉄鋼系ユニット住宅としては
最も太い125㎜角。加えて、175㎜もある頑強な梁で建物を構成。

（125㎜×125㎜×t）125㎜の角形鋼管柱

溝形鋼梁
175㎜×75㎜×t

796.25㎜
～5,460㎜

WEB

ミサワホームの木質系住宅はすぐれた耐力壁である木質パネル

同士を高分子接着剤やスクリュー釘、接合金物によって強固に

「面接合」し、床面・壁面・屋根面からなる6面体を形成する、独自開

発の「木質パネル接着工法」による強固な「モノコック構造」の住ま

いです。「モノコック構造」とは、ジェット機などと同じ一体構造で、

どの方向から加重がかかっても全体に分散して受け止めるため、

部分的なひずみやくるいが生じにくく、素材の強さを最大限まで

発揮できます。木質パネルの性能を最大限にいかし、高い耐震性

や耐風性・防耐火性などの安全性能をはじめ、高断熱・気密設計

によって快適性能にもすぐれた住まいづくりを実現しています。

ミサワホームの建物は、積雪や
縦揺れの地震など、上から下への
「鉛直荷重」も、地震や台風など
の横からの「水平荷重」も、すべ
ての荷重を瞬時に建物全体に分
散し受け止める「モノコック構造」
の住まいです。

外力を瞬時に分散して受け止める「モノコック構造」

ミサワ
縦揺れ
「鉛直
の横か
ての荷て
散し受
の住ま

外力を瞬時に分散して受け止める「モノコック構造」

鉛直荷重

水平荷重

高機能
石膏ボード

防湿
シート

通気性
クロス

＊分解された水はごく微量のため、ボード性能には影響しません。

吸収・分解効果向上及び
壁体内結露を防ぐ推奨仕様

高機能石膏ボード

吸収前 吸収 分解

無害な物質

水

空気中の
ホルムアルデヒド
アセドアルデヒド

特殊な化学物質により

ホルムアルデヒド&アセトアルデヒド吸収・分解メカニズム

全館空調システムのエアーフローイメージ       

43㎜

木質系住宅用「MGEO」制震装置概念図

高い減衰効果のある制震ダンパー
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●高い効果を発揮する制震装置「MGEO」の「制震ダンパー」

制震装置「MGEO」は、壁の内部に複合テコ原理を応用した独自

の変位拡大機構と、高減衰ゴムをセットした制震ダンパーを組み

合わせた構造。一般的な2階建住宅※3では、1階の東西・南北方向に

各1基ずつ、計2基設置するだけで十分な効果を発揮します。なお、

制震装置はすべてのミサワホームの住まいに設置可能※4です。

型式適合認定

■ 材質：アルミ製　　■ 地盤・敷地・プラン条件：特に条件なし　
■ 設置数：1階に2カ所（X方向、Y方向に各1カ所）
   ※建築面積100㎡以下の場合。
■ 効果：繰り返し何度でも効果あり
■ 耐風性：暴風・台風などにも効果あり
■ メンテナンス：基本的にメンテナンスフリー

※1 阪神・淡路大震災の２倍の最大加速度は1,636ガルですが、実際にはそれを上回る1,873ガルの地震波で実験しています。
※2 他社公表データより算出し比較。「MGEO」は耐力壁4枚・制震装置２カ所の建物による実験データです。
※3 建築面積が100m²以下の場合。それを超える場合などはプランごとに対応いたします。
※4 新築時に限ります。プランなどにより設置が困難な場合があります。

「MGEO」は公的評価で
性能を認定されています

耐震＋制震「MGEO」の特長

http://www.misawa.co.jp/kodate/technology/mokusitu/safety/kouho/
http://www.misawa.co.jp/kodate/technology/hybrid/safety/tekkotu/
http://www.misawa.co.jp/kodate/technology/mokusitu/safety/mgeo/
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抗アレル壁紙の構成図
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スギ花粉やダニの死がいなどの
アレル物質を抑制する「抗アレル内装材」。

吹き抜けやリビング階段などタテにつながる空間設計は、ご家族

のふれあいを深めますが、ルームエアコンは居室以外には設置

しないことが一般的なため、温度差によるヒートショックや体調

不良が心配です。ミサワホームでは、家全体をトータルに空調し、

居室と廊下間の温度差・上下階の温度差をともに解消する全館

空調システムをご用意。また、居室ごとにエアコンを設置すると、

室内機の存在が気になりますが、全館空調システムなら室内機

がすっきりと納まり、屋内に見えるのは吹出口とガラリのみです。

室外機の数も少なくできるため、建物の外観も損ないません。

標準装備の「熱交換型２４時間フロアセントラル換気システム」は、

高気密設計をいかして住まい全体を効率的に換気。屋内の汚れ

た空気を排出し、屋外の新鮮な空気を採り入れます。その際、

給気と排気の間で熱交換を行い、屋外の空気を室温に近づけて

給気することにより、換気による冷暖房エネルギーロスを最小限

に抑えます。また、本体には外気に含まれる物質の侵入を抑える

「外気フィルター」を搭載。花粉などの比較的大きな物質を捕集

対象とした「標準外気フィルター」に加え、PM2.5などの小さな

物質を対象とした「高捕集外気フィルター」もご用意しています。
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材を使用すると効果的。表面に塗布された薬剤がアレル物質に

反応し、その動きを不活化する壁紙をご用意しています。また、

空気中の花粉やダニの死がい、ペットのフケなどは床に落ちて

きます。床は手や足で直接触れるうえ、寝転ぶこともあるだけに、

いつも清潔にしておきたいものです。ミサワホームでは、アレル

物質を抑制する塗装仕上げの床材もご用意。床材にアレル物質

が一定時間触れると、抑制された形に変化させる効果があります。※1

エネルギーロスを抑えながら換気する
「熱交換型換気システム」を標準装備。

頭痛や目の痛み、アレルギー性ぜん息、皮膚炎などの症状を訴える

「シックハウス症候群」。ミサワホームは、その主な原因物質とされ

るホルムアルデヒドやアセトアルデヒドを吸収し、無害な物質に分

解する健康志向の内装材「高機能石膏ボード」（ハイクリンボード

Ace）をご用意しています。化学物質の放散量が増加する夏場の

高温時や新築時にも短時間で効果を発揮。通気性のあるクロス

や仕上げ材を組み合わせることで、室内空気中の化学物質をより

効果的に吸収・分解できます。居住後に家具などから放散される

化学物質にも有効。健康･快適な室内環境の実現を目指します。

シックハウス症候群の主な原因物質を
吸収・分解する「高機能石膏ボード」。

※1 アレルギー症状を緩和したり、治療するものではありません。
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※2 抗アレル物質壁紙の表面へのコーティングなどにより、アレル物質低減化薬剤の効果がなくなる場合があります。
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人体に悪影響のない薬剤を、
壁紙の表面に塗布しています。

抑制 低減接触

アレル物質低減化
薬剤塗布層※2

アレル物質

アレル物質
低減化薬剤

塩化ビニル樹脂層

裏打紙

空気中を浮遊するアレル物質
が壁紙表面に接触すると、配合
したアレル物質低減化薬剤
がアレル物質のタンパク質に
反応し、その働きを抑えます。

GOVERNANCE DATAABOUT US HEARTH AT WORK GOVERNANCE DATAABOUT US HEARTH AT WORK

【室内空気環境】

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

【耐震性】

地震エネルギーを最大約50%に軽減する
独自の制震装置「MGEO」。

●4日間で13回の巨大地震でも、仕上げ材に目立った被害なし

2004年7月、制震装置「MGEO」の効果を実証するため、戸建住

宅の実大震動実験を行いました。阪神・淡路大震災の2倍レベル※1

となる1,873ガルの揺れなど、13回の連続する巨大地震をは
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実験の結果、「MGEO」の2つの大きな効果が実証されました。
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機能したこと。連続余震の不安をも解消する大きな成果です。

鉄骨ブレース構造 制震装置「MGEO」

:〔変形量〕 震度6弱で比較8 1
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エ ムジオ

WEB

高機能石膏ボードの仕組み

2階床面の変形量の比較データ

WEB

鉄骨フレームを形成するユニットイメージ

高耐震の木質パネル接着工法により
強固なモノコック構造となる「木質系住宅」。

耐震性にすぐれた構造・工法を採用した
「鉄骨系ハイブリッド住宅」。

ハイブリッド住宅は、鉄骨でつくられたボックスフレームに、すぐれた

強度のPALC外壁やドアなどの住宅設備まで取り付けたユニット

を施工現場へ輸送して組み立てる「ユニット工法」です。個々の

ユニットの構造は、超高層ビルにも採用されている「鉄骨ラーメン

構造」。地震や風圧力などの外力が加わっても力を一点に集中さ

せず、建物全体でしなやかに吸収するねばり強さが特長です。

一つひとつのユニット接合部は、母材と同等の強度で工場溶接

しており、さまざまな実験で高い耐震性と品質を確認しています。

t＝2.3㎜、3.2㎜、
　4.5㎜、6.0㎜

溝形鋼梁
175㎜×50㎜×t

1,436㎜
～2,953㎜

796.25㎜
～2,161.25㎜

ハイブリッドの住まいの柱の太さは、鉄鋼系ユニット住宅としては
最も太い125㎜角。加えて、175㎜もある頑強な梁で建物を構成。

（125㎜×125㎜×t）125㎜の角形鋼管柱

溝形鋼梁
175㎜×75㎜×t

796.25㎜
～5,460㎜

WEB

ミサワホームの木質系住宅はすぐれた耐力壁である木質パネル

同士を高分子接着剤やスクリュー釘、接合金物によって強固に

「面接合」し、床面・壁面・屋根面からなる6面体を形成する、独自開

発の「木質パネル接着工法」による強固な「モノコック構造」の住ま

いです。「モノコック構造」とは、ジェット機などと同じ一体構造で、

どの方向から加重がかかっても全体に分散して受け止めるため、

部分的なひずみやくるいが生じにくく、素材の強さを最大限まで

発揮できます。木質パネルの性能を最大限にいかし、高い耐震性

や耐風性・防耐火性などの安全性能をはじめ、高断熱・気密設計

によって快適性能にもすぐれた住まいづくりを実現しています。

ミサワホームの建物は、積雪や
縦揺れの地震など、上から下への
「鉛直荷重」も、地震や台風など
の横からの「水平荷重」も、すべ
ての荷重を瞬時に建物全体に分
散し受け止める「モノコック構造」
の住まいです。

外力を瞬時に分散して受け止める「モノコック構造」

ミサワ
縦揺れ
「鉛直
の横か
ての荷て
散し受
の住ま

外力を瞬時に分散して受け止める「モノコック構造」

鉛直荷重

水平荷重

高機能
石膏ボード

防湿
シート

通気性
クロス

＊分解された水はごく微量のため、ボード性能には影響しません。

吸収・分解効果向上及び
壁体内結露を防ぐ推奨仕様

高機能石膏ボード

吸収前 吸収 分解

無害な物質

水

空気中の
ホルムアルデヒド
アセドアルデヒド

特殊な化学物質により

ホルムアルデヒド&アセトアルデヒド吸収・分解メカニズム

全館空調システムのエアーフローイメージ       

43㎜

木質系住宅用「MGEO」制震装置概念図

高い減衰効果のある制震ダンパー

地
震
エ
ネ
ル
ギ
ー

●高い効果を発揮する制震装置「MGEO」の「制震ダンパー」

制震装置「MGEO」は、壁の内部に複合テコ原理を応用した独自

の変位拡大機構と、高減衰ゴムをセットした制震ダンパーを組み

合わせた構造。一般的な2階建住宅※3では、1階の東西・南北方向に

各1基ずつ、計2基設置するだけで十分な効果を発揮します。なお、

制震装置はすべてのミサワホームの住まいに設置可能※4です。

型式適合認定

■ 材質：アルミ製　　■ 地盤・敷地・プラン条件：特に条件なし　
■ 設置数：1階に2カ所（X方向、Y方向に各1カ所）
   ※建築面積100㎡以下の場合。
■ 効果：繰り返し何度でも効果あり
■ 耐風性：暴風・台風などにも効果あり
■ メンテナンス：基本的にメンテナンスフリー

※1 阪神・淡路大震災の２倍の最大加速度は1,636ガルですが、実際にはそれを上回る1,873ガルの地震波で実験しています。
※2 他社公表データより算出し比較。「MGEO」は耐力壁4枚・制震装置２カ所の建物による実験データです。
※3 建築面積が100m²以下の場合。それを超える場合などはプランごとに対応いたします。
※4 新築時に限ります。プランなどにより設置が困難な場合があります。

「MGEO」は公的評価で
性能を認定されています

耐震＋制震「MGEO」の特長

http://www.misawa.co.jp/kodate/technology/mokusitu/amenity/okunai/


ミサワホームは創業時より「住まいは子育てのために」
という信念のもとに住まいづくりに取り組んできま
した。日本が少子・高齢化という大きな問題に直面す
るなか、ミサワホームの取り組みも新たな段階に
入っています。住まい単体のデザインだけでなく、まち
づくりの視点から地域への幅広い支援や、学童保育
施設の開設・運営も含め、子どもたちの安全・安心とす
こやかな成長に貢献する環境づくりに努めています。

少子・高齢化社会を支える
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ミサワホームグループのセントスタッフ株式会社が
放課後等デイサービス「ミライエ鎌倉」を開設。

ミサワホームグループで介護・保育分野を中心に人材サービスや

施設運営を行うセントスタッフ（株）は、自社運営も含め、全国で約

3,600の介護・福祉・保育施設において人材派遣・紹介事業を展開。

NPO法人のADDSは、発達障がい児の研究・臨床や、効果的な療育

プログラムの開発、家庭療育サポートの提供などのほか、未就学の

子どもを対象とした児童発達支援事業所の運営も手がけています。

両者は、2016年に技術提携契約を締結。セントスタッフが埼玉県

戸田市と東京都中央区の2ヶ所で運営する、就学中の発達障がい

児を対象とした学童保育・放課後等デイサービス「ミライエ」にお

いて、ADDSが保有する療育プログラムの活用を図っています。

2017年11月に鎌倉市が「由比ガ浜こどもセンター」の障がい児

通所支援施設を運営する事業者を公募し、両者は共同でこれに

応募。2017年年末に選定され、2018年4月より「ミライエ鎌倉」

として開設しました。ADDSは、未就学の子どもの児童発達支援と

障がい児相談支援事業を、セントスタッフは、就学後から18歳まで

の高校生を対象にした放課後等デイサービス事業を担当します。

リビング ･オブ ･ ザ ･イヤー2017において
マザアス南柏が「職員評価部門」最優秀賞を受賞。

曙ブレーキ工業（株）の企業主導型保育所「あけぼの保育園」(通称：Ai-Kids[アイ・キッズ］)

東京トヨペット馬込店（右端が保育施設の入口）

ミサワホームグループの株式会社マザアスが
住宅型有料老人ホーム「在宅ホスピス南柏」を開設。

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

SDGsとの関連

背景

日本の総人口は、2016（平成28）年で1億2,693万人。年少

（0～14歳）人口、生産年齢（15～64歳）人口、高齢者（65歳以

上）人口は、それぞれ1,578万人、7,656万人、3,459万人と

なっており、総人口に占める割合は、それぞれ12.4％、60.3％、

27.3％となっています。国立社会保障・人口問題研究所の「日本

の将来推計人口（平成29年推計）」によれば、日本の総人口は

2053年に1億人を割り、生産年齢人口は2056年に5,000万人

を下回ることが予想される一方で、高齢者人口は2042年に

3,935万人でピークを迎えるまで増加を続けます。こうした人口

動態が現実になれば、日本における社会生活のあらゆる面へ、確実

に重大な影響がおよぶことになります。日本政府は、少子高齢化の

流れに少しでも歯止めをかけるとともに、人口構成の変化による影

響を和らげていくため、「ニッポン一億総活躍プラン」を策定。働き

方改革、子育ての環境整備、すべての子どもが希望する教育を受

けられる環境の整備、女性活躍、若者・子育て世帯への支援、子育て

を家族で支える三世代同居・近居しやすい環境づくりなど、多角的

な施策を打ち出しています。また、介護離職ゼロの実現に向けて、

健康寿命の延伸の必要性も強調しています。ミサワホームグループ

もこれからの社会を支える責任を積極的に担うべく、少子化克服

につながる住まいやサービスを開発・提供するとともに、年齢を

重ねてもすこやかに暮らせる環境づくりにも取り組んでいます。

東京トヨペット株式会社や
曙ブレーキ工業株式会社と「子育て支援」で連携。

【子育て・介護支援】

ミサワホームは、子どもにとって安全・安心で心地よい空間づくり

の調査・研究に取り組むほか、複数の保育施設運営事業者と交流

するなかで、施設の開園に向けたサポートにも積極的に携わって

きました。2017年度には、トヨタ自動車の車両販売会社である

東京トヨペット（株）と有力サプライヤーの曙ブレーキ工業（株）が

それぞれ設置する子育て支援施設において、市場調査や施設デザ

イン、快適な保育環境を実現する提案を実施。東京トヨペットには

待機児童問題への対応として、認可保育所と企業主導型保育所の

開設・開園を、曙ブレーキ工業には働き方改革や福利厚生の充実

に向けて、企業主導型保育所の開設・開園をサポートしました。

出典：United Nations “World Population Prospects The 2015 Revision Population Database”
　　 諸外国は2015年時点の数値、日本は総務省「人口推計（平成28年10月1日現在（確定値））」による

※1 介護付有料老人ホームの人員基準の「入居者3人に対し介護職員1人」に対し、マザアス南柏では
その2倍の「入居者1.5人に対し介護職員1人」を配置。
※2 公益財団法人 介護労働安定センター「平成28年度 介護労働実態調査」より。
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ミサワホームグループの介護事業者である株式会社マザアスが

運営する介護付有料老人ホーム「マザアス南柏」が、リビング・

オブ・ザ・イヤー2017（主催：高齢者住宅経営者連絡協議会）の

「職員評価部門」において最優秀賞を受賞しました。この賞は、高齢

者が安全に尊厳ある暮らしができる生活空間や各種サービスに

すぐれた高齢者住宅を選定。その開発・運営事業者を讃えることで

いっそうの品質・安全の向上を促すとともに、未来志向の高齢者住

宅の普及・業界発展を目的とした表彰制度です。全8部門のうち

「職員評価部門」では、職員に対する有効な研修教育の実施、資格

取得の奨励などにより、サービス改善や定着率向上に成果をあげ

ている施設を選定します。今回受賞したマザアス南柏は、必要な人

員基準の2倍※1にあたる介護職員を配置し、看護師が24時間

365日体制で勤務して万一の際のお看取りにも対応する充実の

介護・看護体制が特長です。この体制を維持するために、マザアス

南柏では数年前より研修教育の整備やキャリアビジョンの構築支援

などを積極的に実施。その結果、介護職員の平均離職率が17.2％※2

といわれるなかで、2016年度のマザアス南柏の離職率は7.7％

を実現しており、優秀な人材の確保につながっているといえます。

ミサワホームグループの介護事業者である株式会社マザアスは、

在宅ホスピスのノウハウをもつソニーグループのエムスリーナース

サポート株式会社と連携し、末期がんや難病などを患う方を対

象とする施設「在宅ホスピス南柏」を2017年9月に開設しま

した。病気を患う方が最期まで自分らしく生きるための多面的な

サポートをする「ホスピス」は、ほとんどが「ホスピス病棟」と呼ばれる

病院併設型の医療施設ですが、「在宅ホスピス南柏」は在宅介護

支援拠点である「マザアスケアセンター南柏」の2階・3階を利用

して取り組む在宅型のホスピス（住宅型有料老人ホーム）。20年

を超える介護付有料老人ホームの運営を通じて、お看取りまで含

めた豊富な介護ノウハウをもつマザアスが、終末期を在宅で過ご

すためのケアや医療処置の

実績をもつエムスリーナース

サポートと連携して運営し

ます。在宅型でありながら看

護師と介護士が24時間対

応するほか、周辺の医療機関

と緊密な連携を取ることで

お住まいの方の生活全般を

サポートすることが可能です。 サービスの提供イメージ

※1 障がいがある方が、専門スタッフ等の援助を受けながら少人数で共同生活する住宅。
※2 厚生労働省「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料（2014年10月27日）」より。

ミサワホームは、千葉県富津市の土地オーナーさまからの土地有

効活用の相談に対し、のどかな住宅地という立地特性や賃貸需要

などを考慮したうえで、これまで培ってきた社会福祉に関するノウ

ハウを活用。障がい者グループホーム※1や高齢者向けシェアハウス、

勤務スタッフが住まう建物など複数の異なる住まいを組み合わせ、

くつろぎと安心を提供できる新しいコミュニティづくりの提案を行

いました。コミュニティは6棟の建物で構成され,そのうち3棟は障

がい者グループホーム、2棟は主にグループホーム利用者の保護者

を想定した高齢者向けシェアハウスとしています。厚生労働省の資

料によれば、グループホームの利用者は40歳以上が約65％を占

める※2ことから、その保護者も高齢であると想定できることと、障が

い者の自立を近くで見守りたいというニーズをもつ保護者に対応

したものです。残りの1棟は、当グループホームに勤務するスタッフ

とその家族が入居する建物として、職住隣接に対応しています。

千葉県富津市で障がい者グループホームを
核とした「新しいコミュニティづくり」を提案。

D棟：シェアハウス（定員4人）
2階建 ４LDK

〔障がい者のご家族向け〕

高齢者向けシェアハウス
勤務スタッフハウス

ゾーン

A棟：障がい者グループホーム
（定員4人）
2階建 ４DK

C棟：障がい者グループホーム
（定員4人）
2階建 ４DK

B棟：障がい者グループホーム
（定員2人:重度）

平屋
〔共用LDK・オフィス〕

共用空間
（中庭・菜園）
ゾーン

障がい者
グループホーム
ゾーン

E棟：シェアハウス（定員4人）
2階建 ４LDK

〔障がい者のご家族向け〕

F棟：勤務スタッフハウス（定員3人）
2階建 3DK
〔職住隣接〕

コミュニティのゾーニングイメージ

（%）諸外国における年齢（3区分）別人口の割合
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ミサワホームグループのセントスタッフ株式会社が
放課後等デイサービス「ミライエ鎌倉」を開設。

ミサワホームグループで介護・保育分野を中心に人材サービスや

施設運営を行うセントスタッフ（株）は、自社運営も含め、全国で約

3,600の介護・福祉・保育施設において人材派遣・紹介事業を展開。

NPO法人のADDSは、発達障がい児の研究・臨床や、効果的な療育

プログラムの開発、家庭療育サポートの提供などのほか、未就学の

子どもを対象とした児童発達支援事業所の運営も手がけています。

両者は、2016年に技術提携契約を締結。セントスタッフが埼玉県

戸田市と東京都中央区の2ヶ所で運営する、就学中の発達障がい

児を対象とした学童保育・放課後等デイサービス「ミライエ」にお

いて、ADDSが保有する療育プログラムの活用を図っています。

2017年11月に鎌倉市が「由比ガ浜こどもセンター」の障がい児

通所支援施設を運営する事業者を公募し、両者は共同でこれに

応募。2017年年末に選定され、2018年4月より「ミライエ鎌倉」

として開設しました。ADDSは、未就学の子どもの児童発達支援と

障がい児相談支援事業を、セントスタッフは、就学後から18歳まで

の高校生を対象にした放課後等デイサービス事業を担当します。

リビング ･オブ ･ ザ ･イヤー2017において
マザアス南柏が「職員評価部門」最優秀賞を受賞。

曙ブレーキ工業（株）の企業主導型保育所「あけぼの保育園」(通称：Ai-Kids[アイ・キッズ］)

東京トヨペット馬込店（右端が保育施設の入口）

ミサワホームグループの株式会社マザアスが
住宅型有料老人ホーム「在宅ホスピス南柏」を開設。

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

SDGsとの関連

背景

日本の総人口は、2016（平成28）年で1億2,693万人。年少

（0～14歳）人口、生産年齢（15～64歳）人口、高齢者（65歳以

上）人口は、それぞれ1,578万人、7,656万人、3,459万人と

なっており、総人口に占める割合は、それぞれ12.4％、60.3％、

27.3％となっています。国立社会保障・人口問題研究所の「日本

の将来推計人口（平成29年推計）」によれば、日本の総人口は

2053年に1億人を割り、生産年齢人口は2056年に5,000万人

を下回ることが予想される一方で、高齢者人口は2042年に

3,935万人でピークを迎えるまで増加を続けます。こうした人口

動態が現実になれば、日本における社会生活のあらゆる面へ、確実

に重大な影響がおよぶことになります。日本政府は、少子高齢化の

流れに少しでも歯止めをかけるとともに、人口構成の変化による影

響を和らげていくため、「ニッポン一億総活躍プラン」を策定。働き

方改革、子育ての環境整備、すべての子どもが希望する教育を受

けられる環境の整備、女性活躍、若者・子育て世帯への支援、子育て

を家族で支える三世代同居・近居しやすい環境づくりなど、多角的

な施策を打ち出しています。また、介護離職ゼロの実現に向けて、

健康寿命の延伸の必要性も強調しています。ミサワホームグループ

もこれからの社会を支える責任を積極的に担うべく、少子化克服

につながる住まいやサービスを開発・提供するとともに、年齢を

重ねてもすこやかに暮らせる環境づくりにも取り組んでいます。

東京トヨペット株式会社や
曙ブレーキ工業株式会社と「子育て支援」で連携。

【子育て・介護支援】

ミサワホームは、子どもにとって安全・安心で心地よい空間づくり

の調査・研究に取り組むほか、複数の保育施設運営事業者と交流

するなかで、施設の開園に向けたサポートにも積極的に携わって

きました。2017年度には、トヨタ自動車の車両販売会社である

東京トヨペット（株）と有力サプライヤーの曙ブレーキ工業（株）が

それぞれ設置する子育て支援施設において、市場調査や施設デザ

イン、快適な保育環境を実現する提案を実施。東京トヨペットには

待機児童問題への対応として、認可保育所と企業主導型保育所の

開設・開園を、曙ブレーキ工業には働き方改革や福利厚生の充実

に向けて、企業主導型保育所の開設・開園をサポートしました。

出典：United Nations “World Population Prospects The 2015 Revision Population Database”
　　 諸外国は2015年時点の数値、日本は総務省「人口推計（平成28年10月1日現在（確定値））」による

※1 介護付有料老人ホームの人員基準の「入居者3人に対し介護職員1人」に対し、マザアス南柏では
その2倍の「入居者1.5人に対し介護職員1人」を配置。
※2 公益財団法人 介護労働安定センター「平成28年度 介護労働実態調査」より。
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ミサワホームグループの介護事業者である株式会社マザアスが

運営する介護付有料老人ホーム「マザアス南柏」が、リビング・

オブ・ザ・イヤー2017（主催：高齢者住宅経営者連絡協議会）の

「職員評価部門」において最優秀賞を受賞しました。この賞は、高齢

者が安全に尊厳ある暮らしができる生活空間や各種サービスに

すぐれた高齢者住宅を選定。その開発・運営事業者を讃えることで

いっそうの品質・安全の向上を促すとともに、未来志向の高齢者住

宅の普及・業界発展を目的とした表彰制度です。全8部門のうち

「職員評価部門」では、職員に対する有効な研修教育の実施、資格

取得の奨励などにより、サービス改善や定着率向上に成果をあげ

ている施設を選定します。今回受賞したマザアス南柏は、必要な人

員基準の2倍※1にあたる介護職員を配置し、看護師が24時間

365日体制で勤務して万一の際のお看取りにも対応する充実の

介護・看護体制が特長です。この体制を維持するために、マザアス

南柏では数年前より研修教育の整備やキャリアビジョンの構築支援

などを積極的に実施。その結果、介護職員の平均離職率が17.2％※2

といわれるなかで、2016年度のマザアス南柏の離職率は7.7％

を実現しており、優秀な人材の確保につながっているといえます。

ミサワホームグループの介護事業者である株式会社マザアスは、

在宅ホスピスのノウハウをもつソニーグループのエムスリーナース

サポート株式会社と連携し、末期がんや難病などを患う方を対

象とする施設「在宅ホスピス南柏」を2017年9月に開設しま

した。病気を患う方が最期まで自分らしく生きるための多面的な

サポートをする「ホスピス」は、ほとんどが「ホスピス病棟」と呼ばれる

病院併設型の医療施設ですが、「在宅ホスピス南柏」は在宅介護

支援拠点である「マザアスケアセンター南柏」の2階・3階を利用

して取り組む在宅型のホスピス（住宅型有料老人ホーム）。20年

を超える介護付有料老人ホームの運営を通じて、お看取りまで含

めた豊富な介護ノウハウをもつマザアスが、終末期を在宅で過ご

すためのケアや医療処置の

実績をもつエムスリーナース

サポートと連携して運営し

ます。在宅型でありながら看

護師と介護士が24時間対

応するほか、周辺の医療機関

と緊密な連携を取ることで

お住まいの方の生活全般を

サポートすることが可能です。 サービスの提供イメージ

※1 障がいがある方が、専門スタッフ等の援助を受けながら少人数で共同生活する住宅。
※2 厚生労働省「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料（2014年10月27日）」より。

ミサワホームは、千葉県富津市の土地オーナーさまからの土地有

効活用の相談に対し、のどかな住宅地という立地特性や賃貸需要

などを考慮したうえで、これまで培ってきた社会福祉に関するノウ

ハウを活用。障がい者グループホーム※1や高齢者向けシェアハウス、

勤務スタッフが住まう建物など複数の異なる住まいを組み合わせ、

くつろぎと安心を提供できる新しいコミュニティづくりの提案を行

いました。コミュニティは6棟の建物で構成され,そのうち3棟は障

がい者グループホーム、2棟は主にグループホーム利用者の保護者

を想定した高齢者向けシェアハウスとしています。厚生労働省の資

料によれば、グループホームの利用者は40歳以上が約65％を占

める※2ことから、その保護者も高齢であると想定できることと、障が

い者の自立を近くで見守りたいというニーズをもつ保護者に対応

したものです。残りの1棟は、当グループホームに勤務するスタッフ

とその家族が入居する建物として、職住隣接に対応しています。

千葉県富津市で障がい者グループホームを
核とした「新しいコミュニティづくり」を提案。

D棟：シェアハウス（定員4人）
2階建 ４LDK

〔障がい者のご家族向け〕

高齢者向けシェアハウス
勤務スタッフハウス

ゾーン

A棟：障がい者グループホーム
（定員4人）
2階建 ４DK

C棟：障がい者グループホーム
（定員4人）
2階建 ４DK

B棟：障がい者グループホーム
（定員2人:重度）

平屋
〔共用LDK・オフィス〕

共用空間
（中庭・菜園）
ゾーン

障がい者
グループホーム
ゾーン

E棟：シェアハウス（定員4人）
2階建 ４LDK

〔障がい者のご家族向け〕

F棟：勤務スタッフハウス（定員3人）
2階建 3DK
〔職住隣接〕

コミュニティのゾーニングイメージ

（%）諸外国における年齢（3区分）別人口の割合



232018 MISAWA CSR REPORT 242018 MISAWA CSR REPORT

ミサワホームのまちづくり事業において
「３つの新ブランド」を展開。

ミサワホームは、2017年度から始まった中期経営計画（2017

年度から2019年度までの3ヵ年）において、オフィスビルやマン

ションをはじめ、医療・介護・子育て支援を中心に社会的課題の解

決に向けた複合開発や地域の高齢化に対応したコンパクトシティ

型の不動産開発など、未来を見すえたまちづくり事業に積極的に

取り組んでいます。また、ストック活用の推進に向け、既存建物の

耐震性や耐用年数を大幅に向上させて新しい建物として再生を

図る、青木茂氏※1提唱の「リファイニング建築※2」への取り組みも

強化しています。このようにしてまちづくり事業の推進を図る

なか、ミサワホームは自社で開発し保有する複合商業施設や賃貸

住宅などを対象に、新たに3つのブランド名を設けました。この

たび新設したブランド名は下記の3つです。「明日を楽しく、明日を

元気に」などの思いを込め、地域の課題解決へ向けて開発を進める

未来志向のまちづくりをいっそう訴求するため、「明日」や「未来」

をイメージさせる「AS（アス）」の文字をすべてのブランド名で共

通して使用しています。ミサワホームは、地域住民にとって利便性

の高い複合商業施設やストックの有効活用を図る賃貸住宅の建

設など、建物の用途に応じて同ブランドを積極的に展開。さらに、

これからも社会構造の変化に対応した未来志向のまちづくりに取

り組み、地域の課題解決をサポートできる企業を目指します。

千葉県浦安市のまちづくり事業第一弾
「ASMACI浦安」が完成。

秋田市のCCRC拠点整備事業に向けて
「4者での連携協定」を締結。

神奈川県藤沢市と基本協定を締結し
ミサワホーム初の「PFI事業」に参画。

神奈川県藤沢市では、2014年に策定した「藤沢市公共施設再整備

基本方針」などに基づき、所有する老朽化した施設を解体し安全性

を確保するとともに、機能集約・複合化による公共施設整備を目指

しています。その一環として、藤沢市藤が岡二丁目地区における老

朽化した職員住宅や看護師寮を解体し、保育園の建て替え及び放

課後児童クラブ、コミュニティスペース、防災備蓄倉庫などの機能

を備えた公共施設と、地域住民の利便性を高める民間収益施設を

複合施設として一体で整備するPFI※1事業の公募を実施しました。

ミサワホームは、株式会社門倉組など地元企業を中心に4社共同で

この公募に参加し、総合企画及び設計を担当。藤沢市が策定した

「ふじさわ『まち・ひと・しごと』ビジョン」のなかの「高齢化率40％に

なっても都市と市民生活の質的低下を招くことなく、都市を『元気』

に持続する」という方針を受け、子育て支援、健康維持・介護予防、多

世代交流の3つの観点から、多世代が安心して健康に暮らせるス

マートウェルネスを実現する拠点施設の提案を行いました。その

結果、2017年8月に最優秀提案者に選定。2017年10月には藤

沢市との間で基本協定を締結し、再整備事業が本格的にスタートし

ました。今後ミサワホームは、当事業を実施する特別目的会社

（SPC※2）に出資し、構成企業として事業全体の統括マネジメント及

び設計を担当。整備終了後には、民間収益施設を保有してテナント

の選定及び一部施設の運営に携わります。ミサワホームは今回の

PFI事業への取り組みを契機に、地域特性を踏まえた公的不動産の

有効活用提案を推進し、地域に貢献できるまちづくりを目指します。

GOVERNANCE DATAABOUT US HEARTH AT WORK GOVERNANCE DATAABOUT US HEARTH AT WORK

【まちづくり】
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※1 株式会社青木茂建築工房 代表取締役。ミサワホーム株式会社と株式会社青木茂建築工房は2015年
に業務提携を締結。
※2 太平洋セメント株式会社、株式会社青木茂建築工房の登録商標。

※1 PFI:「Private Finance Initiative」の略称。公共施設などの建設・維持・管理・運営などを、民間がもつ
経営ノウハウや資金を活用し、低廉かつ良質な公共サービスを提供することを目的とした公共事業の手法。
※2 SPC:「Special Purpose Company」の略称。PFI 事業を遂行するために設立された特別目的会社。

※1 CCRC：「Continuing Care Retirement Community」の略称。高齢者が元気なうちに地方に移住し、
必要な時に医療と介護のケアを受けて住み続けられるコミュニティ。
※2 「中心市街地の活性化に関する法律」に基づき、中心市街地において優良な共同住宅供給を支援することに
より、中心市街地の活性化に寄与する事業。国が自治体の基本計画を認定し、自治体が事業計画を認定する。

ミサワホームは、株式会社北都銀行と同行グループの秋田不動産

サービス株式会社及び秋田信用金庫とともに、秋田市中通におけ

るCCRC※１拠点整備事業に向けて、2017年4月に連携協定を締

結しました。これにより当事業が本格的にスタートします。秋田県は

人口減少への対応と地方創生を目指して2015年に「あきた未来

総合戦略」を策定し、「移住・定住対策」や「新たな地域社会の形成」

などに取り組んでいます。秋田市も、少子高齢化の進行や若者を中

心とした県外への転出などにより人口減少の局面にあり、高齢化

率が全国平均を上回る状況で推移している現状を踏まえ、2016

年に「秋田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定。高齢者が健康

でいきいきと暮らせるまちづくりに取り組んでいます。そこで、地方

創生を重要戦略と位置づけている北都銀行は、県や市の政策に基

づいて市街地の活性化を図るため、同行と秋田信用金庫の所有地

において、秋田不動産サービスが事業主体となる「秋田市中通

CCRC拠点整備事業」への取り組みを４者で開始しました。当事業

では、JR秋田駅近くの中心市街地という好立地をいかして駅前

ランドマークにふさわしい拠点施設を建設。住宅や金融機関、医療・

保育施設など複数の機能を盛り込むほか、地域の介護施設などと

連携を図ることで、スマートウェルネスや地域包括ケアの実現を目

指します。また、駅前の商店街や近隣公園などとつながりをもたせ、

にぎわいや多世代の交流を促進。さらに、秋田市の認定を受けた中心

市街地共同住宅供給事業※2の住まいを施設内に設けることで新し

い人の流れをつくり、地域で安心して健康に生活できる環境づくり

を手がけます。付加価値の高いまちづくりや医療・介護・保育などの

社会福祉ノウハウを活用しな

がら地域貢献に携わってきた

ミサワホームは、当事業におい

て総合企画を担当。2020年

秋の竣工を目指して県や市を

構成員とする「秋田市中通地区

まちづくり協議会」を開催し、

子どもから高齢者まであらゆる

世代の地域住民が健康でいき

いきとした生活を送ることがで

きるまちづくりを進めています。
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民間施設と公共施設の機能イメージ
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ASMACI（アスマチ）
ミサワホームが開発・保有し、複数の機能をもった多世代
が集う複合商業施設に使用するブランド名。
シンボルマークは「明日」の漢字「明」を四角形の組み合
わせでデザイン。グリーンは地域を、赤は希望や賑わいを、
ブルーは健康や癒しをイメージし、四角の集合で複数の
機能が連携することや、多世代交流、地域と住民が集い
寄り添っていることを表現。

ブランド名とロゴの由来

複合商業施設「ASMACI浦安」

賃貸住宅「ASMACI MAISON浦安」

賃貸住宅「ASPRIME初台」

ASMACI MAISON（アスマチ メゾン）
複合商業施設「ASMACI」の中にあり、複合のメリットを
享受できる賃貸住宅に使用するブランド名。
「ASMACI」という複合施設の中の住まいであることを
印象づけ、一体感を表現。

ASPRIME（アスプライム）
ミサワホームが保有する賃貸住宅に使用するブランド名。
「AS（明日、未来志向）」と「PRIME（最良の）」を組み合
わせ、将来にわたって、最高・最良を目指した住まいである
ことを表現。

「秋田市中通 CCRC拠点整備事業」の概要

■ 計 画 地 ： 秋田県秋田市中通2-5-1及び5

■ 敷地面積 ： 1,078㎡　　　　　　　　 ■ 階　　数 ： 地上18階

■ 高　　さ ： 約60メートル　　　　　　 ■ 延床面積 ： 約8,100㎡

■ 着工予定 ： 2018年4月　　　　　　　■ 完成予定 ： 2020年秋頃

■ 施設概要 ： 分譲マンション、賃貸マンション、金融機関（北都銀行、秋田信用金庫）、
　　　　　 　クリニック（複数を予定）、薬局、保育施設、地域交流スペース、カフェ など

＊掲載内容は発表日現在のものであり、今後、変更になる可能性があります。千葉県浦安市のまちづくりにおける全体計画図

（手前）浦安中央病院 （奥）ASMACI浦安 ASMACI
MAISON

ミサワホームが手がける千葉県浦安市東野地区の複合商業施設

「ASMACI浦安」が、2018年3月に竣工しました。当施設は4社協

定（浦安市、医療法人社団やしの木会、株式会社京葉銀行、当社）に

基づき、国が支援する「スマートウェルネス拠点整備事業」として地

域包括ケアシステムの構築を目指した拠点施設で、ミサワホームの

まちづくり事業ブランド「ASMACI」及び「ASMACI MAISON」の

第1弾となります。「ASMACI浦安」は、医療・介護・保育・商業・安心・住

居などの機能を備える複合商業施設。建物の上層階には、これらの

機能を享受できる賃貸住宅「ASMACI MAISON浦安」を配置し、隣

接する浦安中央病院との一体利用も可能です。施設内には、調剤薬

局一体型コンビニエンスストアや銀行ATM、小児科クリニック、高齢

者の相談窓口となる地域包括支援センターを備えるほか、子育てし

やすい環境づくりとして、認可保育園や浦安中央病院が運営する

病児・病後児保育園も設置。警備会社も入居するなど、多世代が安心

して生活できる拠点施設となっています。さらに、ミサワホームは隣接

する約4,800㎡の敷地を取得しており、アクティブシニア向け分譲

マンションの着工を2018年11月に計画。部屋の電球交換や宅配便

取り次ぎなどの生活支援サービス「ライフコンシェルジュサポート」

を提供したり、入居者同士のコミュニティの活性化が図れるよう庭園

や大浴場などの共用部を充実させる予定です。「ASMACI浦安」の利

便性に加え、病院が隣接する安心感のある好立地において、活力あ

るコミュニティや多世代交流が期待できるまちづくりを目指します。
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ミサワホームのまちづくり事業において
「３つの新ブランド」を展開。

ミサワホームは、2017年度から始まった中期経営計画（2017

年度から2019年度までの3ヵ年）において、オフィスビルやマン

ションをはじめ、医療・介護・子育て支援を中心に社会的課題の解

決に向けた複合開発や地域の高齢化に対応したコンパクトシティ

型の不動産開発など、未来を見すえたまちづくり事業に積極的に

取り組んでいます。また、ストック活用の推進に向け、既存建物の

耐震性や耐用年数を大幅に向上させて新しい建物として再生を

図る、青木茂氏※1提唱の「リファイニング建築※2」への取り組みも

強化しています。このようにしてまちづくり事業の推進を図る

なか、ミサワホームは自社で開発し保有する複合商業施設や賃貸

住宅などを対象に、新たに3つのブランド名を設けました。この

たび新設したブランド名は下記の3つです。「明日を楽しく、明日を

元気に」などの思いを込め、地域の課題解決へ向けて開発を進める

未来志向のまちづくりをいっそう訴求するため、「明日」や「未来」

をイメージさせる「AS（アス）」の文字をすべてのブランド名で共

通して使用しています。ミサワホームは、地域住民にとって利便性

の高い複合商業施設やストックの有効活用を図る賃貸住宅の建

設など、建物の用途に応じて同ブランドを積極的に展開。さらに、

これからも社会構造の変化に対応した未来志向のまちづくりに取

り組み、地域の課題解決をサポートできる企業を目指します。

千葉県浦安市のまちづくり事業第一弾
「ASMACI浦安」が完成。

秋田市のCCRC拠点整備事業に向けて
「4者での連携協定」を締結。

神奈川県藤沢市と基本協定を締結し
ミサワホーム初の「PFI事業」に参画。

神奈川県藤沢市では、2014年に策定した「藤沢市公共施設再整備

基本方針」などに基づき、所有する老朽化した施設を解体し安全性

を確保するとともに、機能集約・複合化による公共施設整備を目指

しています。その一環として、藤沢市藤が岡二丁目地区における老

朽化した職員住宅や看護師寮を解体し、保育園の建て替え及び放

課後児童クラブ、コミュニティスペース、防災備蓄倉庫などの機能

を備えた公共施設と、地域住民の利便性を高める民間収益施設を

複合施設として一体で整備するPFI※1事業の公募を実施しました。

ミサワホームは、株式会社門倉組など地元企業を中心に4社共同で

この公募に参加し、総合企画及び設計を担当。藤沢市が策定した

「ふじさわ『まち・ひと・しごと』ビジョン」のなかの「高齢化率40％に

なっても都市と市民生活の質的低下を招くことなく、都市を『元気』

に持続する」という方針を受け、子育て支援、健康維持・介護予防、多

世代交流の3つの観点から、多世代が安心して健康に暮らせるス

マートウェルネスを実現する拠点施設の提案を行いました。その

結果、2017年8月に最優秀提案者に選定。2017年10月には藤

沢市との間で基本協定を締結し、再整備事業が本格的にスタートし

ました。今後ミサワホームは、当事業を実施する特別目的会社

（SPC※2）に出資し、構成企業として事業全体の統括マネジメント及

び設計を担当。整備終了後には、民間収益施設を保有してテナント

の選定及び一部施設の運営に携わります。ミサワホームは今回の

PFI事業への取り組みを契機に、地域特性を踏まえた公的不動産の

有効活用提案を推進し、地域に貢献できるまちづくりを目指します。

GOVERNANCE DATAABOUT US HEARTH AT WORK GOVERNANCE DATAABOUT US HEARTH AT WORK

【まちづくり】

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

※1 株式会社青木茂建築工房 代表取締役。ミサワホーム株式会社と株式会社青木茂建築工房は2015年
に業務提携を締結。
※2 太平洋セメント株式会社、株式会社青木茂建築工房の登録商標。

※1 PFI:「Private Finance Initiative」の略称。公共施設などの建設・維持・管理・運営などを、民間がもつ
経営ノウハウや資金を活用し、低廉かつ良質な公共サービスを提供することを目的とした公共事業の手法。
※2 SPC:「Special Purpose Company」の略称。PFI 事業を遂行するために設立された特別目的会社。

※1 CCRC：「Continuing Care Retirement Community」の略称。高齢者が元気なうちに地方に移住し、
必要な時に医療と介護のケアを受けて住み続けられるコミュニティ。
※2 「中心市街地の活性化に関する法律」に基づき、中心市街地において優良な共同住宅供給を支援することに
より、中心市街地の活性化に寄与する事業。国が自治体の基本計画を認定し、自治体が事業計画を認定する。
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結しました。これにより当事業が本格的にスタートします。秋田県は

人口減少への対応と地方創生を目指して2015年に「あきた未来
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創生を重要戦略と位置づけている北都銀行は、県や市の政策に基

づいて市街地の活性化を図るため、同行と秋田信用金庫の所有地

において、秋田不動産サービスが事業主体となる「秋田市中通

CCRC拠点整備事業」への取り組みを４者で開始しました。当事業

では、JR秋田駅近くの中心市街地という好立地をいかして駅前

ランドマークにふさわしい拠点施設を建設。住宅や金融機関、医療・

保育施設など複数の機能を盛り込むほか、地域の介護施設などと

連携を図ることで、スマートウェルネスや地域包括ケアの実現を目

指します。また、駅前の商店街や近隣公園などとつながりをもたせ、

にぎわいや多世代の交流を促進。さらに、秋田市の認定を受けた中心

市街地共同住宅供給事業※2の住まいを施設内に設けることで新し

い人の流れをつくり、地域で安心して健康に生活できる環境づくり

を手がけます。付加価値の高いまちづくりや医療・介護・保育などの

社会福祉ノウハウを活用しな

がら地域貢献に携わってきた

ミサワホームは、当事業におい

て総合企画を担当。2020年

秋の竣工を目指して県や市を

構成員とする「秋田市中通地区

まちづくり協議会」を開催し、

子どもから高齢者まであらゆる

世代の地域住民が健康でいき

いきとした生活を送ることがで

きるまちづくりを進めています。
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が集う複合商業施設に使用するブランド名。
シンボルマークは「明日」の漢字「明」を四角形の組み合
わせでデザイン。グリーンは地域を、赤は希望や賑わいを、
ブルーは健康や癒しをイメージし、四角の集合で複数の
機能が連携することや、多世代交流、地域と住民が集い
寄り添っていることを表現。

ブランド名とロゴの由来

複合商業施設「ASMACI浦安」

賃貸住宅「ASMACI MAISON浦安」

賃貸住宅「ASPRIME初台」

ASMACI MAISON（アスマチ メゾン）
複合商業施設「ASMACI」の中にあり、複合のメリットを
享受できる賃貸住宅に使用するブランド名。
「ASMACI」という複合施設の中の住まいであることを
印象づけ、一体感を表現。

ASPRIME（アスプライム）
ミサワホームが保有する賃貸住宅に使用するブランド名。
「AS（明日、未来志向）」と「PRIME（最良の）」を組み合
わせ、将来にわたって、最高・最良を目指した住まいである
ことを表現。

「秋田市中通 CCRC拠点整備事業」の概要

■ 計 画 地 ： 秋田県秋田市中通2-5-1及び5

■ 敷地面積 ： 1,078㎡　　　　　　　　 ■ 階　　数 ： 地上18階

■ 高　　さ ： 約60メートル　　　　　　 ■ 延床面積 ： 約8,100㎡

■ 着工予定 ： 2018年4月　　　　　　　■ 完成予定 ： 2020年秋頃

■ 施設概要 ： 分譲マンション、賃貸マンション、金融機関（北都銀行、秋田信用金庫）、
　　　　　 　クリニック（複数を予定）、薬局、保育施設、地域交流スペース、カフェ など

＊掲載内容は発表日現在のものであり、今後、変更になる可能性があります。千葉県浦安市のまちづくりにおける全体計画図
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ミサワホームが手がける千葉県浦安市東野地区の複合商業施設

「ASMACI浦安」が、2018年3月に竣工しました。当施設は4社協

定（浦安市、医療法人社団やしの木会、株式会社京葉銀行、当社）に

基づき、国が支援する「スマートウェルネス拠点整備事業」として地

域包括ケアシステムの構築を目指した拠点施設で、ミサワホームの

まちづくり事業ブランド「ASMACI」及び「ASMACI MAISON」の

第1弾となります。「ASMACI浦安」は、医療・介護・保育・商業・安心・住

居などの機能を備える複合商業施設。建物の上層階には、これらの

機能を享受できる賃貸住宅「ASMACI MAISON浦安」を配置し、隣

接する浦安中央病院との一体利用も可能です。施設内には、調剤薬

局一体型コンビニエンスストアや銀行ATM、小児科クリニック、高齢

者の相談窓口となる地域包括支援センターを備えるほか、子育てし

やすい環境づくりとして、認可保育園や浦安中央病院が運営する

病児・病後児保育園も設置。警備会社も入居するなど、多世代が安心

して生活できる拠点施設となっています。さらに、ミサワホームは隣接

する約4,800㎡の敷地を取得しており、アクティブシニア向け分譲

マンションの着工を2018年11月に計画。部屋の電球交換や宅配便

取り次ぎなどの生活支援サービス「ライフコンシェルジュサポート」

を提供したり、入居者同士のコミュニティの活性化が図れるよう庭園

や大浴場などの共用部を充実させる予定です。「ASMACI浦安」の利

便性に加え、病院が隣接する安心感のある好立地において、活力あ

るコミュニティや多世代交流が期待できるまちづくりを目指します。
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暮らしの変化に応じて新しい価値をプラスする「デザインリフォーム」をご提案。
戸建住宅からマンション、オフィスまで、さまざまなリフォームにも対応します。

全性能にすぐれ、標準仕様で「長期優良住宅」に対応。業界トップクラスの
保証制度やアフターサービスなどで、建てたあとも永く安心できます。

土地・建物をJTI※に託すことでローン返済を肩代わりしてもらえる業界初の
「返せる所有」をはじめ、多彩な選択肢でライフデザインをプロデュースします。

つねにオーナーさまを第一に考え、資産価値を最大限に発揮する活用法をご提案。
豊富なノウハウと実績でトータルにサポートします。

Smile-ring Reform 

ミサワリフォーム

Smile-ring Asset

資産活用サポート

Smile-ring Next

不動産サポート

Smile-ring Home 

ミサワホーム

価値が続く、安心が続く。
万一のときも、見守っています。

「貸せる・売れる・返せる」のすべてに
安心を提供し、永い人生を応援します。

あなたの資産に大きな価値をデザイン。
成功までしっかりサポートします。

大好きなわが家がもっと好きになる
リフォームをお届けします。

ホームエバー

【長期優良住宅】

【住宅性能表示制度】

【住宅履歴情報システム「MECIA」】

【保証制度】

【アフターサービス・メンテナンス】

【各種オーナーサポート】

【メンテナンスリフォーム】

【デザインリフォーム】

【カラダとココロの 
ウェルネスリフォーム】

【ミサワライフデザインシステム】

【スムストック】

【買取再生販売制度「ホームエバー」】

【マイホーム借上制度】

【不動産流通事業】

【賃貸住宅事業】

【医療・介護事業】

【子育て支援事業】

【商業・ロードサイド事業】

【再開発・分譲マンション事業】

ミサワホームグループは、お客さま満足度を維持・向上
していくために、住まいに関連するお客さまの“悩み”
や“願い”にこたえる製品・サービスをお届けすること
に努めています。こうした視点から生まれた「住ま
いるりんぐシステム」は、新築からアフターサービス・
メンテナンス、リフォーム、売却・賃貸管理を含む不動
産までお手伝い。住まいのライフサイクルを通じて、
お客さまの暮らしと人生を幅広くサポートしています。

お客さま満足度の向上

【住まいるりんぐシステム】WEB

50％

0％

100％
資産価値

従来の査定

ローン残高
メンテナンス・リフォームで価値UP！

スムストック査定

5年築年数 10年 15年 20年 25年 30年 35年

資産価値を
高く評価！

資産価値ゼロでも
ローンが負債に！

資産価値を正しく評価する「スムストック査定」

健康寿命への関心が高まるなか、「カラダとココロのウェルネ

スリフォーム」では、住まいの基本性能向上を目指す「カラダ健

やか性能」と、ストレスフリーな生活のための空間提案を目的

とした「ココロ豊かデザイン」の2つのテーマを掛け合わせるこ

とで、最適なリフォームを提案します。さらに断熱改修の効果に

ついては、新たに開発したシミュレーションツール「あたたか

ウェルネスリフォームなび」で

見える化を実現。ミサワホーム

は健康リスクの低減につなが

る提案をより分かりやすく訴

求し、住まい手の健康で豊か

な暮らしの実現に貢献します。
「あたたかウェルネスリフォームなび」評価シート

「ミサワライフデザインシステム」概要

【住まいの価値を高める】

ワンランク上の安心をお届けする
充実の「点検サービス」＆「3本柱の保証制度」。

ミサワホームでは、お引き渡し後2年間で3回の「定期巡回サー

ビス」（無償）を、その後はお引き渡し後5年ごとの「定期点検

サービス」（20年目までは無償、以後有償）を実施する体制を

整備。保証についても、住宅業界に先がけて３つの長期にわたる

保証制度を確立しています。１つめの「新築住宅保証制度」は、住ま

いの初期保証を定めた制度で、とくに構造体については業界最長

レベルの30年保証です※1。2つめの「維持管理保証制度」は、初

期保証期間における点検をすべて受け、初期保証満了後に耐久

診断（有償）と必要な耐久工事（有償）の実施を条件に保証期間

を延長する制度です。※2そして3つめの「既存住宅保証制度」は、

既に保証満了の建物※3に対して、耐久診断（有償）と必要な耐久

工事（有償）の実施を条件に再保証を行う制度。再保証期間は耐久

工事完了後より構造体10年間、防水10年間、白蟻10年間となり

ます。各保証の満了後に耐久診断（有償）及び耐久工事（有償）

を継続して実施いただくことで、さらに保証の延長が可能です。

さまざまな暮らしの変化に対応する
「ミサワライフデザインシステム」を開始。

ミサワホームでは、長期間安定した家賃収入が得られる（一社）

移住･住みかえ支援機構（JTI）の「マイホーム借上げ制度」で

自宅を“貸せる”仕組みや、建物を適正に評価する「スムストック

査定制度」でより高く自宅を“売れる”仕組みで、オーナーさまの

「住み替えたい」「自宅を売りたい・貸したい」といったニーズに

対応してきました。「ミサワライフデザインシステム」は、より多

彩な暮らしの変化に対応するべく、JTIの「かeせるオプション」

を活用した業界初の“返せる”という選択肢をご提案。オーナー

さま一人ひとりの最適なライフデザインをプロデュースします。

住まいの価値を適正に評価する
「スムストック査定制度」に対応。

築年数だけで評価･取引されている多くの中古住宅と異なり、

ミサワホームの住まいは、（一社）優良ストック住宅推進協議会の

「スムストック査定制度」

により、建物の構造躯体

と内装・設備に分けて査

定。耐久性や耐震性にす

ぐれた建物本来の価値

が正しく評価され、永き

にわたり高い資産価値

を維持できます。

「カラダとココロのウェルネスリフォーム」で
健康かつ豊かな暮らしの実現に貢献。

2年0 1 5年 10年 15年 20年 25年 30年 35年 40年 45年 50年 55年 60年～築年数

保証
制度

●●●

●● ● ● ● ● ●

●● ● ● ●● ● ●（●）

白蟻

定期点検

耐久診断（保証延長時） 

設備

仕上げ
付属部品

延長可 延長可延長可 延長可 延長可

●：無償　●：有償

初期 10年

※6

構造体

防水 初期 15年

初期 30年

延長可延長可 延長可 延長可

延長可 延長可 延長可

※4

※5

「保証制度」と「点検制度」

※4 15年目の定期点検（無償）または耐久診断（有償）により必要とされた耐久工事（有償）を行うことで、30年
目まで保証延長。
※5  10年目の定期点検（無償）または耐久診断（有償）により必要とされた耐久工事（有償）を行うことで、20年
目まで保証延長。さらに20年目も同様の点検・診断・工事を行うことで、30年目まで保証延長。
※6 15年目に防水保証を延長した建物に対しては25年目定期点検（無償）を実施。  ＊30年目以降は10年毎の耐
久診断（有償）により必要とされた耐久工事（有償）を行うことで、防水・白蟻に加えて構造体の保証延長が可能です。
＊上記保証制度は、木質・ハイブリッド専用住宅、長屋・共同住宅、併用住宅（非住宅部分1/2以下）に適用されます。

返せる

売れる

貸せる JTIの「マイホーム借上げ制度」を活用すれば、
最長50年間にわたり安定した家賃収入を得られます。

スムストックを活用することで、建物価値を
適正に評価し、一般査定よりも高く売却できます。

JTIの「かeせるオプション」なら、いざという時に
JTIに住宅ローン返済を肩代わりしてもらえます。

ミサワ ライフデザインシステム

突然の海外転勤が決定。
いまの家はどうしよう…。

思い切って会社を退職。
地元に戻って独立します。

親の稼業を継ぐことに
なったので実家に帰ります。

いずれは田舎暮らしで
ゆっくりと過ごしたいです。

住み継ぐ

家を建てた後に起こりうるさまざまな暮らしの変化に対応！

※1 ２０１０年７月以降にご契約いただいたミサワホーム木質・ハイブリッド住宅のうち建物用途が専用住宅
及び長屋・共同住宅であるオーナーさま向けの内容です。
※2 ２０００年４月以降にご契約いただいたミサワホーム木質・ハイブリッド住宅のうち建物用途が専用住宅、または
２００１年１０月以降にご契約いただいたミサワホーム木質・ハイブリッド住宅のうち建物用途が長屋・共同住宅の
各オーナーさま向けの内容です。
※3 「既存住宅保証制度」が適用されるのは、専用住宅のみです。建物用途につきましては、保証書をご確認ください。

※ 一般社団法人 移住・住みかえ支援機構

長期保証制度や充実のアフターサービスによって、
資産価値を末永く保ち、世代を超えて住み継げます。

業
界
初

SDGsとの関連

＊2018年10月1日、ミサワホームイングはミサワリフォームに変わります。
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暮らしの変化に応じて新しい価値をプラスする「デザインリフォーム」をご提案。
戸建住宅からマンション、オフィスまで、さまざまなリフォームにも対応します。

全性能にすぐれ、標準仕様で「長期優良住宅」に対応。業界トップクラスの
保証制度やアフターサービスなどで、建てたあとも永く安心できます。

土地・建物をJTI※に託すことでローン返済を肩代わりしてもらえる業界初の
「返せる所有」をはじめ、多彩な選択肢でライフデザインをプロデュースします。

つねにオーナーさまを第一に考え、資産価値を最大限に発揮する活用法をご提案。
豊富なノウハウと実績でトータルにサポートします。

Smile-ring Reform 

ミサワリフォーム

Smile-ring Asset

資産活用サポート

Smile-ring Next

不動産サポート

Smile-ring Home 

ミサワホーム

価値が続く、安心が続く。
万一のときも、見守っています。

「貸せる・売れる・返せる」のすべてに
安心を提供し、永い人生を応援します。

あなたの資産に大きな価値をデザイン。
成功までしっかりサポートします。

大好きなわが家がもっと好きになる
リフォームをお届けします。

ホームエバー

【長期優良住宅】

【住宅性能表示制度】

【住宅履歴情報システム「MECIA」】

【保証制度】

【アフターサービス・メンテナンス】

【各種オーナーサポート】

【メンテナンスリフォーム】

【デザインリフォーム】

【カラダとココロの 
ウェルネスリフォーム】

【ミサワライフデザインシステム】

【スムストック】

【買取再生販売制度「ホームエバー」】

【マイホーム借上制度】

【不動産流通事業】

【賃貸住宅事業】

【医療・介護事業】

【子育て支援事業】

【商業・ロードサイド事業】

【再開発・分譲マンション事業】

ミサワホームグループは、お客さま満足度を維持・向上
していくために、住まいに関連するお客さまの“悩み”
や“願い”にこたえる製品・サービスをお届けすること
に努めています。こうした視点から生まれた「住ま
いるりんぐシステム」は、新築からアフターサービス・
メンテナンス、リフォーム、売却・賃貸管理を含む不動
産までお手伝い。住まいのライフサイクルを通じて、
お客さまの暮らしと人生を幅広くサポートしています。
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資産価値を正しく評価する「スムストック査定」

健康寿命への関心が高まるなか、「カラダとココロのウェルネ

スリフォーム」では、住まいの基本性能向上を目指す「カラダ健

やか性能」と、ストレスフリーな生活のための空間提案を目的

とした「ココロ豊かデザイン」の2つのテーマを掛け合わせるこ

とで、最適なリフォームを提案します。さらに断熱改修の効果に

ついては、新たに開発したシミュレーションツール「あたたか

ウェルネスリフォームなび」で

見える化を実現。ミサワホーム

は健康リスクの低減につなが

る提案をより分かりやすく訴

求し、住まい手の健康で豊か

な暮らしの実現に貢献します。
「あたたかウェルネスリフォームなび」評価シート

「ミサワライフデザインシステム」概要

【住まいの価値を高める】

ワンランク上の安心をお届けする
充実の「点検サービス」＆「3本柱の保証制度」。

ミサワホームでは、お引き渡し後2年間で3回の「定期巡回サー

ビス」（無償）を、その後はお引き渡し後5年ごとの「定期点検

サービス」（20年目までは無償、以後有償）を実施する体制を

整備。保証についても、住宅業界に先がけて３つの長期にわたる

保証制度を確立しています。１つめの「新築住宅保証制度」は、住ま

いの初期保証を定めた制度で、とくに構造体については業界最長

レベルの30年保証です※1。2つめの「維持管理保証制度」は、初

期保証期間における点検をすべて受け、初期保証満了後に耐久

診断（有償）と必要な耐久工事（有償）の実施を条件に保証期間

を延長する制度です。※2そして3つめの「既存住宅保証制度」は、

既に保証満了の建物※3に対して、耐久診断（有償）と必要な耐久

工事（有償）の実施を条件に再保証を行う制度。再保証期間は耐久

工事完了後より構造体10年間、防水10年間、白蟻10年間となり

ます。各保証の満了後に耐久診断（有償）及び耐久工事（有償）

を継続して実施いただくことで、さらに保証の延長が可能です。

さまざまな暮らしの変化に対応する
「ミサワライフデザインシステム」を開始。

ミサワホームでは、長期間安定した家賃収入が得られる（一社）

移住･住みかえ支援機構（JTI）の「マイホーム借上げ制度」で

自宅を“貸せる”仕組みや、建物を適正に評価する「スムストック

査定制度」でより高く自宅を“売れる”仕組みで、オーナーさまの

「住み替えたい」「自宅を売りたい・貸したい」といったニーズに

対応してきました。「ミサワライフデザインシステム」は、より多

彩な暮らしの変化に対応するべく、JTIの「かeせるオプション」

を活用した業界初の“返せる”という選択肢をご提案。オーナー

さま一人ひとりの最適なライフデザインをプロデュースします。

住まいの価値を適正に評価する
「スムストック査定制度」に対応。

築年数だけで評価･取引されている多くの中古住宅と異なり、

ミサワホームの住まいは、（一社）優良ストック住宅推進協議会の

「スムストック査定制度」

により、建物の構造躯体

と内装・設備に分けて査

定。耐久性や耐震性にす

ぐれた建物本来の価値

が正しく評価され、永き

にわたり高い資産価値

を維持できます。

「カラダとココロのウェルネスリフォーム」で
健康かつ豊かな暮らしの実現に貢献。
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※5

「保証制度」と「点検制度」

※4 15年目の定期点検（無償）または耐久診断（有償）により必要とされた耐久工事（有償）を行うことで、30年
目まで保証延長。
※5  10年目の定期点検（無償）または耐久診断（有償）により必要とされた耐久工事（有償）を行うことで、20年
目まで保証延長。さらに20年目も同様の点検・診断・工事を行うことで、30年目まで保証延長。
※6 15年目に防水保証を延長した建物に対しては25年目定期点検（無償）を実施。  ＊30年目以降は10年毎の耐
久診断（有償）により必要とされた耐久工事（有償）を行うことで、防水・白蟻に加えて構造体の保証延長が可能です。
＊上記保証制度は、木質・ハイブリッド専用住宅、長屋・共同住宅、併用住宅（非住宅部分1/2以下）に適用されます。

返せる

売れる

貸せる JTIの「マイホーム借上げ制度」を活用すれば、
最長50年間にわたり安定した家賃収入を得られます。

スムストックを活用することで、建物価値を
適正に評価し、一般査定よりも高く売却できます。

JTIの「かeせるオプション」なら、いざという時に
JTIに住宅ローン返済を肩代わりしてもらえます。

ミサワ ライフデザインシステム

突然の海外転勤が決定。
いまの家はどうしよう…。

思い切って会社を退職。
地元に戻って独立します。

親の稼業を継ぐことに
なったので実家に帰ります。

いずれは田舎暮らしで
ゆっくりと過ごしたいです。

住み継ぐ

家を建てた後に起こりうるさまざまな暮らしの変化に対応！

※1 ２０１０年７月以降にご契約いただいたミサワホーム木質・ハイブリッド住宅のうち建物用途が専用住宅
及び長屋・共同住宅であるオーナーさま向けの内容です。
※2 ２０００年４月以降にご契約いただいたミサワホーム木質・ハイブリッド住宅のうち建物用途が専用住宅、または
２００１年１０月以降にご契約いただいたミサワホーム木質・ハイブリッド住宅のうち建物用途が長屋・共同住宅の
各オーナーさま向けの内容です。
※3 「既存住宅保証制度」が適用されるのは、専用住宅のみです。建物用途につきましては、保証書をご確認ください。

※ 一般社団法人 移住・住みかえ支援機構

長期保証制度や充実のアフターサービスによって、
資産価値を末永く保ち、世代を超えて住み継げます。

業
界
初

SDGsとの関連

＊2018年10月1日、ミサワホームイングはミサワリフォームに変わります。
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ミサワホームグループでは、さまざまな変化に対
応しながら持続的な成長を図るために、従業員一
人ひとりが個々の能力を十分に発揮して活躍でき
るよう、職場環境を継続的に改善しています。また、
中期経営計画の経営方針に基づいて、「働き方改革」
にも本格的に着手。生産性の向上に向けた活動や
従業員満足度の向上、ワークライフバランスの実
現に向けた活動を推進しています。

働く環境の整備と働き方改革
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ミサワホームグループ
（国内のみ）

ミサワホーム

チーム

コミュニケーション強化

Life とWork の両立支援

働き方の環境整「美」

障がい者雇用

健康管理体制

業務プロセスの可視化・整流化

会議効率化

若手社員のキャリアビジョン

シニア人財活用強化

・「役員合宿」での働き方勉強会　・各支店とのBR意見交換会の実施
・働き方改革の活動を社内ポータルサイト・社内報でアナウンス

・介護離職ゼロに向けて「MGファミリー全国転勤制度」を新設
・男性社負の育児休業取得促進「ハ口一パパ活動」説明会の開催

・サテライトオフィスコ－ナ－を本社内に設置
・支社、支店の事務所改装

・障がい者活躍事例の調査
・「職場内障がい者サポーター」養成講座受講

・「健康宣言」制定、社長CHO就任
・ヘルスケアルームの設置

・営業・設計・建設工程における現場主体の改善活動を実施
・重要度の高い課題解決に向けた施策の立案

・会議時間削減活動
・Web会議環境整備や推進

・優秀な人財確保に向けた新卒採用改革
・入社後のフォロー体制の充実化

・嘱託社員の70歳までの定年年齢延長
・節目年齢の「ライフプランセミナ一」開催

・会社やBR働き方改革推進活動の情報を即時発信し、全社員の一体感を構築

・すべての社員が安心して永く働くための生活と仕事の両立支援

・仕事でもプライべ一トでも生産性高く時間を使える環境に整「美」

・障がい者満足度（ES）が高く、安心していきいきと働ける職場環境の構築

・健康経営の実現に向けた組織体制づくりと健康施策の実施

・業務プロセスの見直しにより捻出した時間を「お客さま／人財育成／ES向上」に充当

・会議時間・会議紙資料の削減やWeb会議の推進

・新卒採用の改革、若手社員のキャリアビジョン形成と実力UP

・現行の「福祉的雇用」から「戦略的雇用」へ制度刷新

活動テーマ これまでの主な活動

合計

ー

ー

ー

ー

SDGsとの関連

背景

日本は、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少や育児・介護との

両立など、働く人のニーズが多様化している状況に直面しています。

生産年齢人口の減少が見込まれるなか、日本企業は少ない労働力

で競争力の強化を実現し生産性向上を図ることが急務であり、就

業機会の拡大や意欲・能力を十分に発揮できる環境づくりも重要

な課題となっています。こうしたなか政府は、日本経済の再生に向

けて「一億総活躍社会」の実現が不可欠であり、「働き方改革」は

最大のチャレンジであると示しており、2017年3月に安倍首相

みずからが議長となり「働き方改革実現会議」を設置しました。賃

金などの処遇改善や時間・場所などの制約の克服、キャリアの構

築など、取り組むべき課題と方針について「働き方改革実行計画」

としてまとめています。「働き方改革」は、働く人の置かれた個々の

事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現し、一人ひとり

がよりよい将来の展望をもてるようにすることを目指しています。

・第1位のルクセンブルクは、日本の労働生産性の2.3倍に相当。
・主要先進7カ国の中で、日本は最下位の状況

21 ニュージーランド

（購買力平価換算USドル）

（順位）

20 日本

19 アイスランド

18 カナダ

17 スペイン

16 イタリア

15 英国

14 オーストラリア

13 フィンランド

12 スウェーデン

11 オーストリア

10 スイス

9 デンマーク

8 オランダ

7 ドイツ

6 フランス

5 米国

4 ベルギー

3 ノルウェー

2 アイルランド

1 ルクセンブルク

0 20 40 60 80 100

41.0

42.1

44.6

50.9

51.2

51.9

52.0

54.6

54.8

59.0

60.2

64.2

65.0

65.4

65.5

65.6

68.3

70.2

81.3

87.3

95.0

いきいきと働ける環境を整備する
「BR働き方改革推進室」を設置。

ミサワホームでは、中期経営計画の経営戦略のひとつとして、

「働き方改革」の推進により従業員満足度の向上や生産性の向

上を図ることを明記しています。その方針に基づき、2017年

8月に社長直轄の組織として「BR※働き方改革推進室」を設置し

ました。営業・建設現場での経験がある若手や子育て中の社員

をはじめ、管理部門を中心に各部門から幅広く人財を招集して

います。本社部門だけでなく、営業や建設現場の現状に即した改

革を目指し、従業員満足度の向上や生産性向上のために制度の

改廃やシステムの導入などを推進。業務プロセスの抜本改革、

テレワークやサテライトオフィスの導入による環境整備などに

より、2019年度に生産性30％向上、有給休暇取得率業界No.1

を目指しています。ミサワホームは今後も、すべての社員がいつ

でも・どこでも・いつまでも、いきいきと働くことができる環境整

備や働き方改革を積極的に推進していくことで、従業員満足度

の向上や生産性の向上を図り、よりいっそうのお客さま満足と継

続的な業績向上に寄与する取り組みを実施していきます。

【働き方改革の組織・体制と実施事項】

【働き方改革の主な活動内容】

ミサワホームグループで働くすべての社員が、
生産性高く、いつでも・どこでも・いつまでも、
いきいきと働くことができるように、業務プロ
セス・マネジメントスタイル・意識・制度・健康管
理の総合改革を実施し、働き方における建設業
のリーディングカンパニーを目指す！

※ ＢＲ：「Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Revolution」の略称。 全体会議の様子

サテライトオフィスコーナー 節目年齢の「ライフプランセミナー」「役員合宿」での働き方勉強会 社内ポータルサイト・社内報      

BRロゴマーク

（2018年3月31日現在）

【目的】

出典:公益財団法人 日本生産性本部「労働生産性の国際比較 2016年版」

OECD加盟諸国の時間当たり労働生産性（2015年／35ヵ国比較）

【ミサワホームの雇用状況】
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より、2019年度に生産性30％向上、有給休暇取得率業界No.1

を目指しています。ミサワホームは今後も、すべての社員がいつ

でも・どこでも・いつまでも、いきいきと働くことができる環境整

備や働き方改革を積極的に推進していくことで、従業員満足度

の向上や生産性の向上を図り、よりいっそうのお客さま満足と継

続的な業績向上に寄与する取り組みを実施していきます。

【働き方改革の組織・体制と実施事項】

【働き方改革の主な活動内容】

ミサワホームグループで働くすべての社員が、
生産性高く、いつでも・どこでも・いつまでも、
いきいきと働くことができるように、業務プロ
セス・マネジメントスタイル・意識・制度・健康管
理の総合改革を実施し、働き方における建設業
のリーディングカンパニーを目指す！

※ ＢＲ：「Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Revolution」の略称。 全体会議の様子

サテライトオフィスコーナー 節目年齢の「ライフプランセミナー」「役員合宿」での働き方勉強会 社内ポータルサイト・社内報      

BRロゴマーク

（2018年3月31日現在）

【目的】

出典:公益財団法人 日本生産性本部「労働生産性の国際比較 2016年版」

OECD加盟諸国の時間当たり労働生産性（2015年／35ヵ国比較）

【ミサワホームの雇用状況】
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【人財育成・女性活躍推進】

ミサワホームママ社員の「マミーズプロジェクト」が
キッズデザイン賞「男女共同参画担当大臣賞」を受賞。

ミサワホーム総合研究所の全所員が
国民運動プロジェクト「テレワーク・デイ」に参加。

ミサワホームが取り組む社内プロジェクト「マミーズプロジェクト」が、

第11回キッズデザイン賞の上位賞となる「男女共同参画担当大

臣賞」を受賞しました。この賞は産前産後、子育て期の男女が、子

どもを産み育てながら社会参加しやすい環境づくりを支援する

製品、空間、サービスに対して与えられるもので、全受賞作品のな

かからもっともすぐれた1点にのみ授与される賞です。「マミーズ

プロジェクト」は、住宅の営業担当を経験した後ママとなり復職し

た女性社員が、これまでのスキルをいかして、いきいきと働き続け

るために始動した社内プロジェクト。ミサワホームの分譲住宅を利

用し、平日の昼間に開催する親子参加型イベントを通した集客活

動や、子育て中のママたちのリアルな意見を反映させた分譲住宅

の企画・販売など、ママ目線をいかして業務に取り組んでいます。

社員のモチベーションを上げるため
「さまざまな休暇制度」を充実。

【ワークライフバランス・健康経営・労働安全】

「ミサワホーム健康宣言｣を制定し
社長が最高健康責任者（ＣＨＯ）に就任。

従業員及びその家族の健康増進を経営課題として捉え、2018

年4月に「ミサワホーム健康宣言」を制定。代表取締役社長執行

役員の磯貝匡志を「最高健康責任者（ＣＨＯ：チーフ・ヘルス・

オフィサー）」に選任しました。ＢＲ働き方改革推進室と各支社の

「健康づくり責任者」、健康保険組合が連携し、年齢や性別に応じ

た各種検診の補助、ストレスチェックの実施、生活習慣病やメン

タル疾患予防など、社員の健康保持増進に向けた各種施策を実

施しています。社員とそれを支える家族の健康の保持・増進や、

安心していきいきと仕事ができる職場環境を整え、今後は「健康

宣言」を契機に、経営戦略として健康経営を実践していきます。 

「施工現場の安全性」を確保するため
さまざまな活動推進を実施。

社員のモチベーション向上を目的に
「従業員意識調査」を実施。

ミサワホームでは、従業員が仕事に対し常に意欲的な気持ちで取

り組むことができるよう、2003年度より「従業員意識調査」を実

施しています。2017年度の調査では、「総合満足度」や「総合やる

気度」などは昨年度比より上昇した一方、勤続意向については低

下する結果となりました。今後は、業務効率の改善や働きやすい

環境づくり、各種人事制度の改定などを実施することで、モチ

ベーションや従業員満足度のさらなる向上を図っていきます。

若手社員の早期プロ化を促進するため
早期育成キャリアプランや「めんどう見・絆」を強化。

働き方改革の一環として、事業や職種に応じたキャリア育成プ

ランの作成やキャリア研修の充実を通して、若手社員の早期プロ

化を促しています。また、「めんどう見・絆」を強化し、2018年4月

入社の新入社員に対し、業務を教え成果の向上を支援するOJT

リーダーや、日頃の悩みやキャリアなどについて助言・指導をする

メンターを任命・配置しました。業務についてはOJTリーダーへ、

職場の人間関係やキャリアなどについてはメンターへ相談する

体制をとることにより、複数の目で新入社員をサポートします。 

シニア社員の活躍を強化し
「嘱託社員の雇用上限年齢」を70歳に引き上げ。

いつまでもいきいきと働くために、嘱託社員の雇用上限年齢を従

来の65歳から70歳に引き上げ、能力や貢献度に応じて正社員時

と同等の処遇が可能な評価報酬制度を検討するなど、年齢にとら

われない働き方を実現していきます。一方で、60歳の定年をひと

つの区切りと考え「定年時長期休暇取得」を推進するほか、40歳、

50歳の節目で将来のキャリアや資産形成のセミナーを開催する

など、社員のワークとライフ双方のサポートに取り組んでいます。

全階層社員を対象とした「人財育成制度」と
「キャリア育成制度」を強化。

ミサワホームグループでは、社員の向上心と自己啓発意欲を喚

起、助長し、業務上必要とされる知識・技能・基本姿勢を習得させ、

グループの発展と社会的使命の達成に寄与する人財を育成する

ことを目指しています。この考えに基づき、新入社員から経営者に

いたる全階層にそれぞれ期待される知識・技能・基本姿勢を習得

させる「階層別研修」を導入し、スキル向上の支援を行ってい

ます。また、上司を通さず直接人事部門へキャリアについて申告で

きる「自己申告制度」を年１回実施し、定期異動へ反映。あわせて

本年度より、職種ごとにキャリアプランを明確にし、30歳までに

プロフェッショナルを目指す育成モデルを展開しています。　

ミサワホームでは、住まいづくりの技術習得に向けて、千葉市及

び名古屋市の「技能訓練センター」で階層別教育を行っています。

同センターでの研修は「座学」と「実習」を効果的に盛り込んだカリ

キュラムで、技術・技能をより深く理解できるようになっています。

また、日々の建設工事現場での安全管理レベルの向上に向けて、安

全パトロール、安全大会などさまざまな活動を実施。さらに「安全手

帳」「マナーハンドブック」「一人KYカード」などのツールを利用した

基礎教育を通じて、全作業者に向けた安全意識の啓発、現場の安

全な作業や基本マナーの習得を推進しています。2018年度の安

全衛生スローガン「気を抜くな！毎日変わる 危険箇所」は、実際の現

場においてもぐら叩きのよ

うに次から次へとやってくる

危険の芽を、毎日気を抜か

ずに摘み取るようにといっ

たメッセージが込められて

おり、安全管理活動のレベ

ル向上を標榜しています。 2018年度スローガン安全手帳

分譲住宅内でのイベントの様子

キッズデザイン賞授賞式の様子 受賞記念写真

（左から）千葉支店長  淀澤支店長  内藤支店長

■セントスタッフ株式会社で、初の女性支店長が3名同時に誕生

育児休業

休暇制度と残業抑制施策

介護休業※

勤務時間の短縮などの
措置

子の看護休暇※

サポート休暇※

最長3歳まで取得可能、一部有給化

対象家族1人に対し、延べ2年間の範囲で取得回数無制限

育児（小学校6年生の終期まで）・介護のため所定就業時間を
1日につき3時間の範囲（10：30～15：00以外）内で短縮

小学校6年生の終期に達するまでの子の看護のために、
1名の場合5日間、2名以上の場合10日間取得可能

有給休暇未消化分のうち失効時に年あたり最大7日間、合計
100日間積み立て、本人の病気療養、家族の介護・看護のほか、
自己啓発（最大5日間）や、ボランティア（最大10日間）、定年時
長期休暇（最大20日間）に使用可能

ミサワホームでは、ワークライフバランスを充実させるために、働

きやすい労働環境を整備しています。これまでにもさまざまな制

度や施策を導入しており、2010年度、2014年度に続き2016

年度と、厚生労働省東京労働局より次世代育成支

援対策推進法に基づく「くるみん認定｣を取得して

きました。さらに2018年4月からは、新たな休暇

制度を設けることで、社員がもっている能力を最大

限に発揮できる環境づくりを支援していきます。

月イチ・ファミリー休暇※ 家族と過ごすための計画的な休暇取得を推進する休暇
（年次有給休暇）

エフ休暇※ 妊婦健診、不妊治療、生理日に使用可能（特別休暇）

ノー残業デー 毎日水曜日は定時退社

残業時間の抑制
原則22時以降の深夜残業の禁止、本社及び一部事業所に
おけるロックアウト

※2018年4月より新設または内容変更。

【ミサワホーム健康宣言】

ミサワホームは、その組織も、個人も、みな豊かな生活と健康づくりに
努め、いつまでも社員がいきいきと働くことのできる、活力あふれる
職場の環境づくりに積極的に取り組みます。

健康推進体制

・代表取締役社長執行役員を最高健康責任者（CHO）に任命

・BR働き方改革推進室と健康保険組合担当者で健康推進チームを結成

・本社や各支社に「健康づくり責任者・担当者」を任命

・健康の保持・増進を推進するヘルスケアルームを設置、
　常駐の保健師と産業医が保健指導・健康相談を実施

テレワークの様子

総務省や厚生労働省、経済産業省などが展開した、テレワークを

活用する働き方改革の国民運動プロジェクト「テレワーク・デイ」に

ミサワホーム総合研究所の全所員が参加しました。自宅をはじめコ

ワーキングスペース、グループ会社のオフィスなどで、社内SNSや

チャット、Web会議などを活用したテレワークを実施し、多くの所員

が仕事の効果を実感しました。また、総務省の「ふるさとテレワー

ク推進事業」への参画など地域活性化につながるまちづくり支援に

取り組むミサワホーム総合研究所は、北海道の長沼町と同日にテレ

ワークを試行。長沼町の町民会館をサテライトオフィスにして都内

でテレワークを行う所員とのWeb会

議などを実施しました。今後も、さま

ざまな働き方をはじめ「ふるさとテレ

ワーク」の普及などを通じて、自治体

のまちづくり支援や地域活性化にも

積極的に貢献していきます。

ミサワホームグループの人材サービス会社のセントスタッフ株式会

社では、仙台支店、大阪支店、福岡支店で初の女性支店長が3名同時

に誕生。仙台支店の千葉支店長は、支店発足と共に育ち入社8年目に

して支店長に任命されました。大阪支店の淀澤支店長と福岡支店の

内藤支店長は、入社11年目の同期で良きライバルでもあり、喜びや

悩みを共有した仲間でもあ

ると話しています。介護の現

場経験で壁にぶつかりなが

らも、お客さまやスタッフ、

上司から多くを学んだ3名。

今後はネクストレジェンド

としてさらなる活躍が期待

されています。
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【人財育成・女性活躍推進】

ミサワホームママ社員の「マミーズプロジェクト」が
キッズデザイン賞「男女共同参画担当大臣賞」を受賞。

ミサワホーム総合研究所の全所員が
国民運動プロジェクト「テレワーク・デイ」に参加。

ミサワホームが取り組む社内プロジェクト「マミーズプロジェクト」が、

第11回キッズデザイン賞の上位賞となる「男女共同参画担当大

臣賞」を受賞しました。この賞は産前産後、子育て期の男女が、子

どもを産み育てながら社会参加しやすい環境づくりを支援する

製品、空間、サービスに対して与えられるもので、全受賞作品のな

かからもっともすぐれた1点にのみ授与される賞です。「マミーズ

プロジェクト」は、住宅の営業担当を経験した後ママとなり復職し

た女性社員が、これまでのスキルをいかして、いきいきと働き続け

るために始動した社内プロジェクト。ミサワホームの分譲住宅を利

用し、平日の昼間に開催する親子参加型イベントを通した集客活

動や、子育て中のママたちのリアルな意見を反映させた分譲住宅

の企画・販売など、ママ目線をいかして業務に取り組んでいます。

社員のモチベーションを上げるため
「さまざまな休暇制度」を充実。

【ワークライフバランス・健康経営・労働安全】

「ミサワホーム健康宣言｣を制定し
社長が最高健康責任者（ＣＨＯ）に就任。

従業員及びその家族の健康増進を経営課題として捉え、2018

年4月に「ミサワホーム健康宣言」を制定。代表取締役社長執行

役員の磯貝匡志を「最高健康責任者（ＣＨＯ：チーフ・ヘルス・

オフィサー）」に選任しました。ＢＲ働き方改革推進室と各支社の

「健康づくり責任者」、健康保険組合が連携し、年齢や性別に応じ

た各種検診の補助、ストレスチェックの実施、生活習慣病やメン

タル疾患予防など、社員の健康保持増進に向けた各種施策を実

施しています。社員とそれを支える家族の健康の保持・増進や、

安心していきいきと仕事ができる職場環境を整え、今後は「健康

宣言」を契機に、経営戦略として健康経営を実践していきます。 

「施工現場の安全性」を確保するため
さまざまな活動推進を実施。

社員のモチベーション向上を目的に
「従業員意識調査」を実施。

ミサワホームでは、従業員が仕事に対し常に意欲的な気持ちで取

り組むことができるよう、2003年度より「従業員意識調査」を実

施しています。2017年度の調査では、「総合満足度」や「総合やる

気度」などは昨年度比より上昇した一方、勤続意向については低

下する結果となりました。今後は、業務効率の改善や働きやすい

環境づくり、各種人事制度の改定などを実施することで、モチ

ベーションや従業員満足度のさらなる向上を図っていきます。

若手社員の早期プロ化を促進するため
早期育成キャリアプランや「めんどう見・絆」を強化。

働き方改革の一環として、事業や職種に応じたキャリア育成プ

ランの作成やキャリア研修の充実を通して、若手社員の早期プロ

化を促しています。また、「めんどう見・絆」を強化し、2018年4月

入社の新入社員に対し、業務を教え成果の向上を支援するOJT

リーダーや、日頃の悩みやキャリアなどについて助言・指導をする

メンターを任命・配置しました。業務についてはOJTリーダーへ、

職場の人間関係やキャリアなどについてはメンターへ相談する

体制をとることにより、複数の目で新入社員をサポートします。 

シニア社員の活躍を強化し
「嘱託社員の雇用上限年齢」を70歳に引き上げ。

いつまでもいきいきと働くために、嘱託社員の雇用上限年齢を従

来の65歳から70歳に引き上げ、能力や貢献度に応じて正社員時

と同等の処遇が可能な評価報酬制度を検討するなど、年齢にとら

われない働き方を実現していきます。一方で、60歳の定年をひと

つの区切りと考え「定年時長期休暇取得」を推進するほか、40歳、

50歳の節目で将来のキャリアや資産形成のセミナーを開催する

など、社員のワークとライフ双方のサポートに取り組んでいます。

全階層社員を対象とした「人財育成制度」と
「キャリア育成制度」を強化。

ミサワホームグループでは、社員の向上心と自己啓発意欲を喚

起、助長し、業務上必要とされる知識・技能・基本姿勢を習得させ、

グループの発展と社会的使命の達成に寄与する人財を育成する

ことを目指しています。この考えに基づき、新入社員から経営者に

いたる全階層にそれぞれ期待される知識・技能・基本姿勢を習得

させる「階層別研修」を導入し、スキル向上の支援を行ってい

ます。また、上司を通さず直接人事部門へキャリアについて申告で

きる「自己申告制度」を年１回実施し、定期異動へ反映。あわせて

本年度より、職種ごとにキャリアプランを明確にし、30歳までに

プロフェッショナルを目指す育成モデルを展開しています。　

ミサワホームでは、住まいづくりの技術習得に向けて、千葉市及

び名古屋市の「技能訓練センター」で階層別教育を行っています。

同センターでの研修は「座学」と「実習」を効果的に盛り込んだカリ

キュラムで、技術・技能をより深く理解できるようになっています。

また、日々の建設工事現場での安全管理レベルの向上に向けて、安

全パトロール、安全大会などさまざまな活動を実施。さらに「安全手

帳」「マナーハンドブック」「一人KYカード」などのツールを利用した

基礎教育を通じて、全作業者に向けた安全意識の啓発、現場の安

全な作業や基本マナーの習得を推進しています。2018年度の安

全衛生スローガン「気を抜くな！毎日変わる 危険箇所」は、実際の現

場においてもぐら叩きのよ

うに次から次へとやってくる

危険の芽を、毎日気を抜か

ずに摘み取るようにといっ

たメッセージが込められて

おり、安全管理活動のレベ

ル向上を標榜しています。 2018年度スローガン安全手帳

分譲住宅内でのイベントの様子

キッズデザイン賞授賞式の様子 受賞記念写真

（左から）千葉支店長  淀澤支店長  内藤支店長

■セントスタッフ株式会社で、初の女性支店長が3名同時に誕生

育児休業

休暇制度と残業抑制施策

介護休業※

勤務時間の短縮などの
措置

子の看護休暇※

サポート休暇※

最長3歳まで取得可能、一部有給化

対象家族1人に対し、延べ2年間の範囲で取得回数無制限

育児（小学校6年生の終期まで）・介護のため所定就業時間を
1日につき3時間の範囲（10：30～15：00以外）内で短縮

小学校6年生の終期に達するまでの子の看護のために、
1名の場合5日間、2名以上の場合10日間取得可能

有給休暇未消化分のうち失効時に年あたり最大7日間、合計
100日間積み立て、本人の病気療養、家族の介護・看護のほか、
自己啓発（最大5日間）や、ボランティア（最大10日間）、定年時
長期休暇（最大20日間）に使用可能

ミサワホームでは、ワークライフバランスを充実させるために、働

きやすい労働環境を整備しています。これまでにもさまざまな制

度や施策を導入しており、2010年度、2014年度に続き2016

年度と、厚生労働省東京労働局より次世代育成支

援対策推進法に基づく「くるみん認定｣を取得して

きました。さらに2018年4月からは、新たな休暇

制度を設けることで、社員がもっている能力を最大

限に発揮できる環境づくりを支援していきます。

月イチ・ファミリー休暇※ 家族と過ごすための計画的な休暇取得を推進する休暇
（年次有給休暇）

エフ休暇※ 妊婦健診、不妊治療、生理日に使用可能（特別休暇）

ノー残業デー 毎日水曜日は定時退社

残業時間の抑制
原則22時以降の深夜残業の禁止、本社及び一部事業所に
おけるロックアウト

※2018年4月より新設または内容変更。

【ミサワホーム健康宣言】

ミサワホームは、その組織も、個人も、みな豊かな生活と健康づくりに
努め、いつまでも社員がいきいきと働くことのできる、活力あふれる
職場の環境づくりに積極的に取り組みます。

健康推進体制

・代表取締役社長執行役員を最高健康責任者（CHO）に任命

・BR働き方改革推進室と健康保険組合担当者で健康推進チームを結成

・本社や各支社に「健康づくり責任者・担当者」を任命

・健康の保持・増進を推進するヘルスケアルームを設置、
　常駐の保健師と産業医が保健指導・健康相談を実施

テレワークの様子

総務省や厚生労働省、経済産業省などが展開した、テレワークを

活用する働き方改革の国民運動プロジェクト「テレワーク・デイ」に

ミサワホーム総合研究所の全所員が参加しました。自宅をはじめコ

ワーキングスペース、グループ会社のオフィスなどで、社内SNSや

チャット、Web会議などを活用したテレワークを実施し、多くの所員

が仕事の効果を実感しました。また、総務省の「ふるさとテレワー

ク推進事業」への参画など地域活性化につながるまちづくり支援に

取り組むミサワホーム総合研究所は、北海道の長沼町と同日にテレ

ワークを試行。長沼町の町民会館をサテライトオフィスにして都内

でテレワークを行う所員とのWeb会

議などを実施しました。今後も、さま

ざまな働き方をはじめ「ふるさとテレ

ワーク」の普及などを通じて、自治体

のまちづくり支援や地域活性化にも

積極的に貢献していきます。

ミサワホームグループの人材サービス会社のセントスタッフ株式会

社では、仙台支店、大阪支店、福岡支店で初の女性支店長が3名同時

に誕生。仙台支店の千葉支店長は、支店発足と共に育ち入社8年目に

して支店長に任命されました。大阪支店の淀澤支店長と福岡支店の

内藤支店長は、入社11年目の同期で良きライバルでもあり、喜びや

悩みを共有した仲間でもあ

ると話しています。介護の現

場経験で壁にぶつかりなが

らも、お客さまやスタッフ、

上司から多くを学んだ3名。

今後はネクストレジェンド

としてさらなる活躍が期待

されています。
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ミサワホームグループは、社会生活の基本単位であ
る「住まい」を提供する企業として、地球環境保全を
視野に入れた事業活動を行い、持続可能な社会の
実現に努めています。環境宣言及び環境行動計画
「SUSTAINABLE 2020」に基づき、住宅のライフ
サイクルの各段階で、低炭素社会に向けた省エネ・
CO₂削減、循環型社会に向けた資源有効活用、自然共
生社会に向けた生物多様性保全に取り組んでいます。

事業活動の環境負荷低減

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

背景

気候変動が日本に与える影響について、2015年3月に中央環境

審議会により「日本における気候変動による影響の評価に関する

報告と課題について」として環境大臣に意見具申されました。

そのなかで、日本の気候の現状として、1898年から2013年に

おいて年平均気温が100年あたり1.14℃上昇していることが示

されています。20世紀末と比較した21世紀末の年平均気温の

将来予測については、気温上昇の程度をかなり低くするために必

要となる温暖化対策を講じた場合には、日本全国で平均1.1℃上

昇、また、温室効果ガスの排出量が非常に多い場合には、日本全

国で平均4.4℃上昇すると予測されています。また、日本における

2015年度の温室効果ガス総排出量は、約13億2,500万トン

CO₂。2014年度比で2.9％、2013年度比で6.0％減少してい

ますが、2016年5月に閣議決定された地球温暖化対策推進法に

基づく地球温暖化対策計画の長期目標である「2050年度まで

に2013年比80％の温暖化ガス削減」という目標値に向けて、

「事業所」「工場生産」「輸送」「現場建設」などのすべての活動に

おいて、さらなる温暖化ガスの排出量削減が求められています。

生物多様性の保全を目的とした
独自の「木材調達ガイドライン」を実践。

【調達段階】

ミサワホームは「環境を育む」という考えのもと、生物多様性保全の

ための木材調達方針を掲げています。2017年度はLevel1･2で

目標を達成しましたが、Level３は国産材利用増により80％でした。

Ⅰ．私たちは次のような木材を調達しません。

①生態系に悪影響を与える木材
生態系を破壊する伐採、保護価値の高い森林を破壊する伐採が
行われている木材の使用を排除します。

②絶滅の恐れがある樹種（絶滅危惧種）を使用した木材
野生動植物保護のために制定されているワシントン条約に基づき
絶滅危惧種の使用を排除します。

Ⅱ．私たちは次のような木材を積極的に調達します。

①森林供給源が特定された木材
森林供給源まで遡った出所が特定できる木材を調達します。

②伐採権が確認された木材
森林供給源が明らかで、伐採権が確認された木材を調達します。

③森林認証を受けた木材
ＦＳＣ、ＰＥＦＣ、ＳＧＥＣ、ＬＥＩまたは同等の森林認証製品を調達します。
上記森林認証を目指す過程である仕入先から調達します。

Ⅲ．これらの方針を調達するため、私たちミサワホームは

①調達する木材の供給源や伐採時の状況に関する情報を
　集めるとともに、木材の仕入先を調査します。

②調達する木材の加工・流通過程の管理に関する情報を集めます。

③毎年のレビュー、報告書、仕入先と合意した活動を通じて、
　方針遵守レベルを継続的に上げていきます。

④活動の年間目標を設定し、公表します。

実績

2009

100

（百万トンCO₂）

（　）は2005年度比増減率
産業部門（工場等）

457 → 411（10.0％減）

運輸部門（自動車等）
240 → 213（11.0％減）

エネルギー転換部門（発電所等）　104 → 80（23.3％減）

家庭部門　180 → 179（0.24％減）

業務その他部門
（商業・サービス・事業所等）
239 → 265（11.0％増）
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2017年度
Level 1／供給源の特定：100% 
Level 2／伐採権の確認：100% 
Level 3／認証材の使用：  80%

Level 1

Level 2

Level 3

木材調達における計画と実績

木材の調達方針

WEB

部門別エネルギー起源二酸化炭素排出量の推移
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出典：環境省「平成29年版 環境白書/循環型社会白書/生物多様性白書」

環境基準の遵守と環境負荷の把握を徹底し
「有害化学物質削減」を推進。

環境省と経済産業省により、「特定化学物質の環境への排出量

の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（PRTR法※）が、

1999年に施行されました。化学物質の排出量などの届出（PRTR

法）及びSDS（安全データシート）交付の義務付けなどが規定され

ています。ミサワホームでは、製品安全データをもとに独自のデータ

ベース化をPRTR法の施行に合わせて構築し、システムの集計精

度を高める取り組みを続けています。

環境に影響を与える化学物質の削減を目指し
「化学物質ガイドライン」を策定。

ミサワホームは、化学物質のリスクに対処するとともに法規制

に対応するため、化学物質を使用禁止物質群、使用量削減物質群、

管理物質群の３段階に分けた自主管理基準の適正な管理を実施。

また、事業活動に使用している化学物質の使用・排出・移動量を集計

して、使用量の削減にも役立てています。また、ミサワホームで使

用している化学物質の中で環境影響度が高い物質に配慮する

など、業界の動向も考慮して、化学物質の削減に取り組んでいます。

化学物質ガイドライン概要

クラスA 使用禁止物質群 ５２物質

38物質

122物質

約１,５００
物質

使用量削減物質群

管理物質群

使用量削減物質群
（優先対応管理物質）

レベル 対象物質数 対象法規

クラスB-1

クラスB-2

クラスC

①化審法第一特定化学物質
②毒劇法特定毒物物質
③労安法使用禁止物質
④大気・水質・土壌汚染防止
　法で検出されてはいけな
　い物質

関連法規記載物質で、クラ
スＡ、クラスBに該当しない
物質

クラスＡ以外で関連法規
（化審法、毒劇法、労安法、
大気・水質・土壌汚染防止法、
オゾン層保護法、ＲｏＨＳ指定
物質、ＰＲＴＲ法、厚労省指針）
に多く抵触している物質

部品・部材購入

大気排出

公共用水域排出

土壌排出

製品 リサイクル

移動（廃棄物）

対象にリストアップされた化学物質を一
定量以上製造・使用する事業者は、周囲
に排出した量と、廃棄物処理のために事
業所の外へ移動させた量とを自ら把握
し、行政機関に年1回届け出ます。

※ PRTR：「Pollutant Release and Transfer Register」の略称。指定化学物質がどの発生源からどれく
らい周囲に排出されたか、また廃棄物に含まれて外に出されたかというデータを把握・集計し、公表する仕組み。
1999年7月に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（PRTR法）
が施行され、毎年1回の届け出を実施。

PRTRの概念図

ミサワホーム福岡工場

全国の工場においても
さまざまな「省エネルギー施策」を推進。

【生産段階】

ミサワホームは全国の工場で生産効率の向上を図ると同時に、

省エネルギーにつながるさまざまな施策を積極的に行っています。

７工場において、住宅の生産過程で大量に発生する木粉や木屑を

自動回収し、サーマルリサイクルすることで木材廃棄物をいっさい

排出しない「バイオマス廃棄物熱利用システム」を導入。さらに、

各工場にバイオマス発電や太陽光発電などを設置し、生産段階で

必要となる電力を発電・自家消費しています。また、生産拠点の

見直しなど、多様な活動の結果、ＣＯ２総排出量は前年度から363

ｔ-CO2/年削減（前年度比3.3ポイント削減）、エネルギー使用量削減

効果は、前年度から原油換算で242㎘/年削減（前年度比3.5

ポイント削減）となりました。今後も工場に電力を供給している電力

会社と協力し、さまざまな省エネルギー活動を推進していきます。

WEB

「環境先進国フィンランド」の木を使用し
やさしい木材利用を推進。

フィンランドは、森林の減少を防ぐため年間の伐採量を成長量以

下に制限している環境先進国です。「ミサワホーム・フィンランド

工場」では、伐採した木をまるごと活用するシステムを構築。１本の

丸太から製材し、製材過程で発生する樹皮などは火力発電所の

燃料に、木片はパルプの原料にするなど100％使用しています。

工場

製材

人工乾燥

製材過程で
発生した木片を

チップ化
樹皮・オガクズ

日本へ
電気
エネルギー

隣接する
火力発電所の
燃料に

チップは
コンテナで

パルプ工場へ

計画植林・計画伐採

「PEFC-CoC認証」を取得したミサワホーム・フィンランド工場の森林資源活用システム

http://www.misawa.co.jp/chotatsu/chikyu/chotatsu.html
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背景

気候変動が日本に与える影響について、2015年3月に中央環境

審議会により「日本における気候変動による影響の評価に関する

報告と課題について」として環境大臣に意見具申されました。

そのなかで、日本の気候の現状として、1898年から2013年に

おいて年平均気温が100年あたり1.14℃上昇していることが示

されています。20世紀末と比較した21世紀末の年平均気温の

将来予測については、気温上昇の程度をかなり低くするために必

要となる温暖化対策を講じた場合には、日本全国で平均1.1℃上

昇、また、温室効果ガスの排出量が非常に多い場合には、日本全

国で平均4.4℃上昇すると予測されています。また、日本における

2015年度の温室効果ガス総排出量は、約13億2,500万トン

CO₂。2014年度比で2.9％、2013年度比で6.0％減少してい

ますが、2016年5月に閣議決定された地球温暖化対策推進法に

基づく地球温暖化対策計画の長期目標である「2050年度まで

に2013年比80％の温暖化ガス削減」という目標値に向けて、

「事業所」「工場生産」「輸送」「現場建設」などのすべての活動に

おいて、さらなる温暖化ガスの排出量削減が求められています。

生物多様性の保全を目的とした
独自の「木材調達ガイドライン」を実践。

【調達段階】

ミサワホームは「環境を育む」という考えのもと、生物多様性保全の

ための木材調達方針を掲げています。2017年度はLevel1･2で

目標を達成しましたが、Level３は国産材利用増により80％でした。

Ⅰ．私たちは次のような木材を調達しません。

①生態系に悪影響を与える木材
生態系を破壊する伐採、保護価値の高い森林を破壊する伐採が
行われている木材の使用を排除します。

②絶滅の恐れがある樹種（絶滅危惧種）を使用した木材
野生動植物保護のために制定されているワシントン条約に基づき
絶滅危惧種の使用を排除します。

Ⅱ．私たちは次のような木材を積極的に調達します。

①森林供給源が特定された木材
森林供給源まで遡った出所が特定できる木材を調達します。

②伐採権が確認された木材
森林供給源が明らかで、伐採権が確認された木材を調達します。

③森林認証を受けた木材
ＦＳＣ、ＰＥＦＣ、ＳＧＥＣ、ＬＥＩまたは同等の森林認証製品を調達します。
上記森林認証を目指す過程である仕入先から調達します。

Ⅲ．これらの方針を調達するため、私たちミサワホームは

①調達する木材の供給源や伐採時の状況に関する情報を
　集めるとともに、木材の仕入先を調査します。

②調達する木材の加工・流通過程の管理に関する情報を集めます。

③毎年のレビュー、報告書、仕入先と合意した活動を通じて、
　方針遵守レベルを継続的に上げていきます。

④活動の年間目標を設定し、公表します。

実績

2009

100

（百万トンCO₂）

（　）は2005年度比増減率
産業部門（工場等）

457 → 411（10.0％減）

運輸部門（自動車等）
240 → 213（11.0％減）

エネルギー転換部門（発電所等）　104 → 80（23.3％減）

家庭部門　180 → 179（0.24％減）

業務その他部門
（商業・サービス・事業所等）
239 → 265（11.0％増）
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計画

2017年度
Level 1／供給源の特定：100% 
Level 2／伐採権の確認：100% 
Level 3／認証材の使用：  80%

Level 1

Level 2

Level 3

木材調達における計画と実績

木材の調達方針

WEB

部門別エネルギー起源二酸化炭素排出量の推移

2
0
1
5

2
0
1
4

2
0
1
3

2
0
1
2

2
0
1
1

2
0
1
0

2
0
0
9

2
0
0
8

2
0
0
7

2
0
0
6

2
0
0
5

2
0
0
4

2
0
0
3

2
0
0
2

2
0
0
1

2
0
0
0

1
9
9
9

1
9
9
8

1
9
9
7

1
9
9
6

1
9
9
5

1
9
9
4

1
9
9
3

1
9
9
2

1
9
9
1

1
9
9
0

排
出
量

C0₂

( 

年
度 

)

SDGsとの関連SDGsとの関連 SDGsDGsDGsDGsDGsDGsDGsDGsGsDGsDGsDGsDGsDGsDGsDGsDGsDGsDGsDGsDDGGG との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連との関連関連との関連との関連との関との関連との関連との関連との関連

出典：環境省「平成29年版 環境白書/循環型社会白書/生物多様性白書」

環境基準の遵守と環境負荷の把握を徹底し
「有害化学物質削減」を推進。

環境省と経済産業省により、「特定化学物質の環境への排出量

の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（PRTR法※）が、

1999年に施行されました。化学物質の排出量などの届出（PRTR

法）及びSDS（安全データシート）交付の義務付けなどが規定され

ています。ミサワホームでは、製品安全データをもとに独自のデータ

ベース化をPRTR法の施行に合わせて構築し、システムの集計精

度を高める取り組みを続けています。

環境に影響を与える化学物質の削減を目指し
「化学物質ガイドライン」を策定。

ミサワホームは、化学物質のリスクに対処するとともに法規制

に対応するため、化学物質を使用禁止物質群、使用量削減物質群、

管理物質群の３段階に分けた自主管理基準の適正な管理を実施。

また、事業活動に使用している化学物質の使用・排出・移動量を集計

して、使用量の削減にも役立てています。また、ミサワホームで使

用している化学物質の中で環境影響度が高い物質に配慮する

など、業界の動向も考慮して、化学物質の削減に取り組んでいます。

化学物質ガイドライン概要

クラスA 使用禁止物質群 ５２物質

38物質

122物質

約１,５００
物質

使用量削減物質群

管理物質群

使用量削減物質群
（優先対応管理物質）

レベル 対象物質数 対象法規

クラスB-1

クラスB-2

クラスC

①化審法第一特定化学物質
②毒劇法特定毒物物質
③労安法使用禁止物質
④大気・水質・土壌汚染防止
　法で検出されてはいけな
　い物質

関連法規記載物質で、クラ
スＡ、クラスBに該当しない
物質

クラスＡ以外で関連法規
（化審法、毒劇法、労安法、
大気・水質・土壌汚染防止法、
オゾン層保護法、ＲｏＨＳ指定
物質、ＰＲＴＲ法、厚労省指針）
に多く抵触している物質

部品・部材購入

大気排出

公共用水域排出

土壌排出

製品 リサイクル

移動（廃棄物）

対象にリストアップされた化学物質を一
定量以上製造・使用する事業者は、周囲
に排出した量と、廃棄物処理のために事
業所の外へ移動させた量とを自ら把握
し、行政機関に年1回届け出ます。

※ PRTR：「Pollutant Release and Transfer Register」の略称。指定化学物質がどの発生源からどれく
らい周囲に排出されたか、また廃棄物に含まれて外に出されたかというデータを把握・集計し、公表する仕組み。
1999年7月に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（PRTR法）
が施行され、毎年1回の届け出を実施。

PRTRの概念図

ミサワホーム福岡工場

全国の工場においても
さまざまな「省エネルギー施策」を推進。

【生産段階】

ミサワホームは全国の工場で生産効率の向上を図ると同時に、

省エネルギーにつながるさまざまな施策を積極的に行っています。

７工場において、住宅の生産過程で大量に発生する木粉や木屑を

自動回収し、サーマルリサイクルすることで木材廃棄物をいっさい

排出しない「バイオマス廃棄物熱利用システム」を導入。さらに、

各工場にバイオマス発電や太陽光発電などを設置し、生産段階で

必要となる電力を発電・自家消費しています。また、生産拠点の

見直しなど、多様な活動の結果、ＣＯ２総排出量は前年度から363

ｔ-CO2/年削減（前年度比3.3ポイント削減）、エネルギー使用量削減

効果は、前年度から原油換算で242㎘/年削減（前年度比3.5

ポイント削減）となりました。今後も工場に電力を供給している電力

会社と協力し、さまざまな省エネルギー活動を推進していきます。

WEB

「環境先進国フィンランド」の木を使用し
やさしい木材利用を推進。

フィンランドは、森林の減少を防ぐため年間の伐採量を成長量以

下に制限している環境先進国です。「ミサワホーム・フィンランド

工場」では、伐採した木をまるごと活用するシステムを構築。１本の

丸太から製材し、製材過程で発生する樹皮などは火力発電所の

燃料に、木片はパルプの原料にするなど100％使用しています。

工場

製材

人工乾燥

製材過程で
発生した木片を

チップ化
樹皮・オガクズ

日本へ
電気
エネルギー

隣接する
火力発電所の
燃料に

チップは
コンテナで

パルプ工場へ

計画植林・計画伐採

「PEFC-CoC認証」を取得したミサワホーム・フィンランド工場の森林資源活用システム



岡山工場新築施工現場におけるゼロ・エミッション化の実施 廃棄物回収専用ボックス（事例）

独自に作成したガイドラインに基づき
施工現場における「廃棄物の適正処理」を実行。

①関東資源循環センターを拠点とした直接回収の処理体制

②集荷拠点を経由した処理体制

「関東資源循環センター」の概要
・関東資源循環センター：所在地/千葉県野田市はやま1-5　面積/約2,900㎡（878坪）　廃棄物処理能力/年間12,000t
・関東資源循環センター相模原分室：所在地/神奈川県相模原市南区大野台1-1105-1　面積/約680㎡（206坪）　廃棄物処理能力/年間5,400t
・関東資源循環センター戸田分室：所在地/埼玉県戸田市美女木6-2-4　面積/約330㎡（100坪）　廃棄物処理能力/年間1,140ｔ
・廃棄物処理内容：新築施工現場で19品目に分別された廃棄物をさらに選別、圧縮、減容、破砕
・分別品目数 :ダンボール、プラスチック類、石膏ボードなど約40品目

施工現場

廃棄物回収

選別・圧縮・減容・
破砕処理

副産物運搬

副産物運搬

関東資源
循環センター

再資源化業者

施工現場

廃棄物回収

部材運搬

積替え保管

廃棄物回収
選別・圧縮・
減容・破砕処理

部材運搬
集荷拠点

関東資源
循環センター 再資源化業者

関東物流
センター

生産段階から環境に配慮し
全工場で「ゼロ・エミッション化」を達成。

「関東資源循環センター」の拠点化により
廃棄物処理の効率を向上。

ミサワホームは、関東エリアの１都７県を対象とした「広域認定制度」の認定を２００９年に取得し、千葉県野田市に産業廃棄物の中間処

理施設「関東資源循環センター」を設立しました。２０１１年には、トヨタホームと共同で広域認定を再取得し、共同利用を開始。２０１３年

には、現場分別数を１０分別から１9分別へ拡大し、内容分析することで廃棄物の削減に取り組みました。また中間処理拠点も、２０１５年

には千葉県野田市の１拠点から神奈川県相模原市との２拠点とし、２０１６年には埼玉県戸田市に新たな拠点を設け、３拠点体制を構築。

現場からの廃棄物の運搬や再資源化施設までの運搬における効率向上を図ることで、ＣＯ２削減に取り組んでいます。

「施工段階で発生する廃棄物」の
現場における管理体制を強化。

ミサワホームでは、工場から施工現場への資材搬入を効率化する

ことで搬入回数を減らし、ＣＯ２削減を実現。さらに、新築住宅の全施

工現場におけるゼロ･エミッション化を実施しています。また、現場

の廃棄物における不適正処理防止や排出事業者への社員教育

として、ディーラー及びホームイングディーラーの各拠点の産業廃

棄物担当者や建設責任者を対象に勉強会を実施。建設系産業廃

棄物に関わる法令の基礎知識の習得や、実務内容の確認を目的と

して、２００７年より隔年で行っており、グループ社員のさらなる

知識の向上に積極的に取り組んでいます。

２００７年度には、全国の生産工場にて生産工程から排出される廃

棄物の埋め立て及び単純焼却を行わず、リサイクル率１００％とし

たゼロ・エミッション化を達成。これを維持するために、定期的に更

新審査を行っています。また、生

産工場における廃棄物量の削減

やリサイクル内容の向上にも積

極的に取り組んでいます。

ミサワホームでは、業界団体のガイドラインなどを参考に独自のガ

イドを作成しました。新築現場で発生する廃棄物処理に関する「建

設廃棄物適正処理ガイド」「工場廃棄物適正処理ガイド」「産業

廃棄物処理適正ガイド（ホームイング版）」の最新情報を全国の

ディーラーや工場に発信。各現場で適正な作業を行っています。

　

前橋DP 茨城DP

栃木DP

千葉DP
川崎DP

横浜DP

山梨DP

南アルプスDP

戸田分室

資源循環
センター

「広域認定制度」を利用した廃棄物処理ルート

相模原
分室
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【施工段階】

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

ミサワホーム及び関連会社であるＣＳロジスティクスは、平成

27年度省エネ大賞の省エネ事例部門において、「建材調達物流

の省エネ化（環境に優しい『建材宅配便』とその汎用性）」で、最

上位である「経済産業大臣賞」（業務・物流分野）を受賞しました。

ミサワホームでは早くから物流専門子会社を設立し、全国の中継

基地を中心とする物流ネットワークを展開。各資材メーカーを

回るルート便を定期的に運行し、建材を効率的に調達しています。

一旦パレットに荷物を積み込み、パレットのまま運送することで、

荷物の破損や不具合などのリスクも減少し、これらの取り組みに

より調達物流にかかるCO2排出量の削減に貢献しています。

また、長尺品や段積みが困難な荷物

を中心に扱う物流システムを紹介す

る専用Ｗｅｂサイト「ながもの.ｃｏｍ」※

を開設し、長物輸送における課題解

決にも貢献しています。

配付資料は必要最低限に抑制 社内でクールビズを推進

【輸送段階】 【事務所段階】

※ＵＲＬ：ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ．nａｇａｍｏｎｏ．ｃｏｍ

※本社、本館のみ対象。

鉄道輸送されるミサワホームのコンテナ

企業活動によるCO2削減を目指し
事務所内における「省エネルギー活動」を実施。

ミサワホームでは、事務所内における電気・ガス・水道使用量削減の

取り組みを継続的に行っています。環境省が推奨する、低炭素社会

の実現に向けた気候変動キャンペーン「Ｆｕｎ ｔｏ Ｓｈａｒｅ」にも参加。

省エネ機器の積極的な導入に加え、クールビズの実施（２０１7年度

５月から１０月まで）、空調温度の遵守、エリアを常時使用と非常時

使用に区分した節電や昼休み時間中の一斉消灯、会議資料の

ＯＡ化によるペーパーレスの徹底など、エネルギー削減のために

全社で取り組んでいます。また、ガバナンス強化の一環として、

経理や人事・給与業務を一元管理するシェアードサービスに取り

組み、同時に間接業務の効率化によるグループ全体でのＣＯ２排出

量削減にも貢献しています。今後もグループ全体で環境活動や

業務効率の向上に取り組み、地球温暖化防止に努めていきます。

環境にやさしい「モーダルシフト」などにより
輸送活動におけるエネルギーも削減。

「エコレールマーク」制度とは、トラック輸送から環境にやさしい

鉄道貨物輸送に切り替える「モーダルシフト」により、CO2排出

量の削減など環境負荷低減に向けて地球環境問題に積極的に

取り組んでいる企業やその商品を認定するもので、2005年

4月から認定しています。ミサワホームでは、企業の社会的責任

として早くから地球環境問題に取り組んでおり、1998年の「地

球環境大賞」など、数々の環境関連の賞を受賞。2001年に策

定した環境行動計画から継続して、グループでの生産活動だ

けでなく、輸送におけるCO2排出量の削減にも取り組んでい

ます。具体的な実施策として、住宅部材・材料の工場への調達

輸送を、トラック輸送から鉄道貨物輸送に切り替えました。鉄道

貨物輸送の比率は2017年度22.3％（数量×距離の比率／

500km以上の陸上貨物輸送）となり、「エコレール」の企業

認定基準である鉄道貨物輸送率15％を満たしています。今後

ミサワホームでは、継続して「エコレールマーク」をカタログ、

環境レポート、ホームページなどに表示することで、企業として

環境活動に積極的に取り組んでいきます。

独自のノウハウとネットワークをいかした
物流システムにより「運送効率」を大きく改善。

２1年間、継続的に努めてきた
事務所における「省資源化」の取り組み。

ミサワホームは、１９９７年からペーパーレス化と同時に、紙の再

利用に努めてきました。２０１7年度のリサイクルボックス回収量※

は65,900ｋｇで、これは直径１４ｃｍ、高さ８ｍの原木1,318本

を保全した計算です。今までの２1年間に事務所活動で再資源化

した使用済み用紙の総量は、累計で約1,670ｔ。森林面積に換算

すると333,562㎡で東京ドーム約7.1個分相当となります。また、

事務用品を購入する際、環境配慮型製品を選択する「グリーン

購入」を推進。2017年度の実績は45.1％でした。今後もグリーン

購入を図るため、社員一人ひとりの意識向上に努めていきます。
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岡山工場新築施工現場におけるゼロ・エミッション化の実施 廃棄物回収専用ボックス（事例）

独自に作成したガイドラインに基づき
施工現場における「廃棄物の適正処理」を実行。

①関東資源循環センターを拠点とした直接回収の処理体制

②集荷拠点を経由した処理体制

「関東資源循環センター」の概要
・関東資源循環センター：所在地/千葉県野田市はやま1-5　面積/約2,900㎡（878坪）　廃棄物処理能力/年間12,000t
・関東資源循環センター相模原分室：所在地/神奈川県相模原市南区大野台1-1105-1　面積/約680㎡（206坪）　廃棄物処理能力/年間5,400t
・関東資源循環センター戸田分室：所在地/埼玉県戸田市美女木6-2-4　面積/約330㎡（100坪）　廃棄物処理能力/年間1,140ｔ
・廃棄物処理内容：新築施工現場で19品目に分別された廃棄物をさらに選別、圧縮、減容、破砕
・分別品目数 :ダンボール、プラスチック類、石膏ボードなど約40品目

施工現場

廃棄物回収

選別・圧縮・減容・
破砕処理

副産物運搬

副産物運搬

関東資源
循環センター

再資源化業者

施工現場

廃棄物回収

部材運搬

積替え保管

廃棄物回収
選別・圧縮・
減容・破砕処理

部材運搬
集荷拠点

関東資源
循環センター 再資源化業者

関東物流
センター

生産段階から環境に配慮し
全工場で「ゼロ・エミッション化」を達成。

「関東資源循環センター」の拠点化により
廃棄物処理の効率を向上。

ミサワホームは、関東エリアの１都７県を対象とした「広域認定制度」の認定を２００９年に取得し、千葉県野田市に産業廃棄物の中間処

理施設「関東資源循環センター」を設立しました。２０１１年には、トヨタホームと共同で広域認定を再取得し、共同利用を開始。２０１３年

には、現場分別数を１０分別から１9分別へ拡大し、内容分析することで廃棄物の削減に取り組みました。また中間処理拠点も、２０１５年

には千葉県野田市の１拠点から神奈川県相模原市との２拠点とし、２０１６年には埼玉県戸田市に新たな拠点を設け、３拠点体制を構築。

現場からの廃棄物の運搬や再資源化施設までの運搬における効率向上を図ることで、ＣＯ２削減に取り組んでいます。

「施工段階で発生する廃棄物」の
現場における管理体制を強化。

ミサワホームでは、工場から施工現場への資材搬入を効率化する

ことで搬入回数を減らし、ＣＯ２削減を実現。さらに、新築住宅の全施

工現場におけるゼロ･エミッション化を実施しています。また、現場

の廃棄物における不適正処理防止や排出事業者への社員教育

として、ディーラー及びホームイングディーラーの各拠点の産業廃

棄物担当者や建設責任者を対象に勉強会を実施。建設系産業廃

棄物に関わる法令の基礎知識の習得や、実務内容の確認を目的と

して、２００７年より隔年で行っており、グループ社員のさらなる

知識の向上に積極的に取り組んでいます。

２００７年度には、全国の生産工場にて生産工程から排出される廃

棄物の埋め立て及び単純焼却を行わず、リサイクル率１００％とし

たゼロ・エミッション化を達成。これを維持するために、定期的に更

新審査を行っています。また、生

産工場における廃棄物量の削減

やリサイクル内容の向上にも積

極的に取り組んでいます。

ミサワホームでは、業界団体のガイドラインなどを参考に独自のガ

イドを作成しました。新築現場で発生する廃棄物処理に関する「建

設廃棄物適正処理ガイド」「工場廃棄物適正処理ガイド」「産業

廃棄物処理適正ガイド（ホームイング版）」の最新情報を全国の

ディーラーや工場に発信。各現場で適正な作業を行っています。

　

前橋DP 茨城DP

栃木DP

千葉DP
川崎DP

横浜DP

山梨DP

南アルプスDP

戸田分室

資源循環
センター

「広域認定制度」を利用した廃棄物処理ルート

相模原
分室
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【施工段階】

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

ミサワホーム及び関連会社であるＣＳロジスティクスは、平成

27年度省エネ大賞の省エネ事例部門において、「建材調達物流

の省エネ化（環境に優しい『建材宅配便』とその汎用性）」で、最

上位である「経済産業大臣賞」（業務・物流分野）を受賞しました。

ミサワホームでは早くから物流専門子会社を設立し、全国の中継

基地を中心とする物流ネットワークを展開。各資材メーカーを

回るルート便を定期的に運行し、建材を効率的に調達しています。

一旦パレットに荷物を積み込み、パレットのまま運送することで、

荷物の破損や不具合などのリスクも減少し、これらの取り組みに

より調達物流にかかるCO2排出量の削減に貢献しています。

また、長尺品や段積みが困難な荷物

を中心に扱う物流システムを紹介す

る専用Ｗｅｂサイト「ながもの.ｃｏｍ」※

を開設し、長物輸送における課題解

決にも貢献しています。

配付資料は必要最低限に抑制 社内でクールビズを推進

【輸送段階】 【事務所段階】

※ＵＲＬ：ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ．nａｇａｍｏｎｏ．ｃｏｍ

※本社、本館のみ対象。

鉄道輸送されるミサワホームのコンテナ

企業活動によるCO2削減を目指し
事務所内における「省エネルギー活動」を実施。

ミサワホームでは、事務所内における電気・ガス・水道使用量削減の

取り組みを継続的に行っています。環境省が推奨する、低炭素社会

の実現に向けた気候変動キャンペーン「Ｆｕｎ ｔｏ Ｓｈａｒｅ」にも参加。

省エネ機器の積極的な導入に加え、クールビズの実施（２０１7年度

５月から１０月まで）、空調温度の遵守、エリアを常時使用と非常時

使用に区分した節電や昼休み時間中の一斉消灯、会議資料の

ＯＡ化によるペーパーレスの徹底など、エネルギー削減のために

全社で取り組んでいます。また、ガバナンス強化の一環として、

経理や人事・給与業務を一元管理するシェアードサービスに取り

組み、同時に間接業務の効率化によるグループ全体でのＣＯ２排出

量削減にも貢献しています。今後もグループ全体で環境活動や

業務効率の向上に取り組み、地球温暖化防止に努めていきます。

環境にやさしい「モーダルシフト」などにより
輸送活動におけるエネルギーも削減。

「エコレールマーク」制度とは、トラック輸送から環境にやさしい

鉄道貨物輸送に切り替える「モーダルシフト」により、CO2排出

量の削減など環境負荷低減に向けて地球環境問題に積極的に

取り組んでいる企業やその商品を認定するもので、2005年

4月から認定しています。ミサワホームでは、企業の社会的責任

として早くから地球環境問題に取り組んでおり、1998年の「地

球環境大賞」など、数々の環境関連の賞を受賞。2001年に策

定した環境行動計画から継続して、グループでの生産活動だ

けでなく、輸送におけるCO2排出量の削減にも取り組んでい

ます。具体的な実施策として、住宅部材・材料の工場への調達

輸送を、トラック輸送から鉄道貨物輸送に切り替えました。鉄道

貨物輸送の比率は2017年度22.3％（数量×距離の比率／

500km以上の陸上貨物輸送）となり、「エコレール」の企業

認定基準である鉄道貨物輸送率15％を満たしています。今後

ミサワホームでは、継続して「エコレールマーク」をカタログ、

環境レポート、ホームページなどに表示することで、企業として

環境活動に積極的に取り組んでいきます。

独自のノウハウとネットワークをいかした
物流システムにより「運送効率」を大きく改善。

２1年間、継続的に努めてきた
事務所における「省資源化」の取り組み。

ミサワホームは、１９９７年からペーパーレス化と同時に、紙の再

利用に努めてきました。２０１7年度のリサイクルボックス回収量※

は65,900ｋｇで、これは直径１４ｃｍ、高さ８ｍの原木1,318本

を保全した計算です。今までの２1年間に事務所活動で再資源化

した使用済み用紙の総量は、累計で約1,670ｔ。森林面積に換算

すると333,562㎡で東京ドーム約7.1個分相当となります。また、

事務用品を購入する際、環境配慮型製品を選択する「グリーン

購入」を推進。2017年度の実績は45.1％でした。今後もグリーン

購入を図るため、社員一人ひとりの意識向上に努めていきます。
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ミサワホームは、地域・科学・文化・教育などの振興に
向けた活動や、国内外の森林保全活動など、継続性と
一貫性を大切にした社会貢献活動に取り組んでいます。
1968年から南極昭和基地の観測活動を支える建物
づくりを手がけてきた実績や、「微気候」を活用した
住まいづくりの歴史は、さまざまな活動の基礎となっ
ています。また、森林資源の恩恵を受ける企業として、
森林の維持管理や植樹を積極的に実施しています。

社会貢献活動

持続可能な木材調達や木材の有効活用に加え
国内外で「森林保全活動」を実施。

【地域貢献・文化・科学活動】

宇宙・地上双方への成果の応用を目的とした
「JAXAの研究提案募集」に採択。

「南極クラス」の継続的な実施をはじめ
南極地域観測活動の普及・啓発に協力。

HEARTH AT WORK

南極昭和基地の設営系隊員

累計36棟・延床面積約5,900㎡もの
建物建設を受注する「南極昭和基地支援活動」。

南極地域観測活動において、1975年の第17次南極地域観測隊

から2019年3月に帰国する第59次南極地域観測隊にいたる

まで、延べ21名のミサワホームグループ社員を国立極地研究所に

出向させ、設営系隊員として継続して派遣。また、1968年の「第10居

住棟」以降、日本南極地域観測隊の活動や生活を支える建物を受

注しています。さらに、南極や日本南極地域観測隊の活動を多くの

方々に身近に感じてもらえるよう「南極の歩き方」をミサワホーム

のWebサイト内に開設。観測活動の内容や南極の自然現象、未踏

の地を切り拓いた南極探検家など幅広い情報を紹介しています。

「南極クラス」とは、全国の学校生活共同組合や教育関連団体と連

携し、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立極地研究所

の協力を得て、南極地域観測隊に参加した社員らが講師となって、

小・中学校を中心に授業を実施する教育支援プログラムです。

2011年から開催し、生徒にはるか遠くの南極の世界を身近に感じ

てもらうとともに、将来の夢や希望をもつこと、お互いに支えあい

ミッションを達成していくチームワークの大切さを伝えています。

8月には文部科学省による「平成29年度こども霞ヶ関見学デー」

でも「南極クラス」を実施し、多くの子どもたちが参加しました。

上智大学の国際協力
「アンコール・ワット遺跡保存修復活動」を支援。

東日本大震災での津波被害を後世に伝える
石碑「津波の教え石」を石巻市に建立。

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

「ミサワオーナーの森 釧路町」集合写真

「ミサワホームの森 松本」保全活動の様子

西参道の修復工事（第Ⅰ工区）の様子（2006年）

「津波の教え石」除幕式

ミサワホーム制作の2018年版カレンダー「偉人の生涯と筆跡

カレンダー（ピエール＝オーギュスト・ルノワール）」が、第69回

全国カレンダー展（主催：一般社団法人日本印刷産業連合会、

フジサンケイビジネスアイ）において部門賞の金賞※1を受賞し、

さらにその中から選出される上位賞の文部科学大臣賞※2を受賞

しました。全国カレンダー展におけるミサワホームカレンダーの

受賞は通算20回目となります。ミサワホームでは、今後もカレン

ダー制作を通して過去の偉人たちの功績を紹介し、文化の発展

に寄与するとともに、お客さまのご家族のコミュニケーション向

上のお手伝いをしていきたいと考えています。   

第69回全国カレンダー展にて
「文部科学大臣賞」を受賞。

偉人の生涯と筆跡カレンダー（ピエール＝オーギュスト・ルノワール）

表紙 4月

※1 部門賞は、用途別に3部門設定され、部門ごとに「金賞」（審査総数の3％相当）、「銀賞」（審査総数の
7％相当）が選出されます。  
※２ 文部科学大臣賞は、各部門の「金賞」受賞作品の中から選出される総合的な優秀作品で、とくにデザイン
にすぐれ、社会教育にも役立つと思われる作品に贈られるものです。   

「宇宙探査イノベーションハブ」のロゴマーク

「南極クラス」の授業風景

J-クレジット制度に基づくCO₂排出削減プロジェクトとして運営す

る「ECOになる家の会」は、オーナーさま宅のＣＯ₂排出削減量を

バンドリング（取りまとめ）して排出権（クレジット）化する取り組み

を行っています。毎年、ＣＯ₂排出削減分として数千トンが認証され、

認証分をミサワホームが全量買い取っていますが、「ＥＣＯになる

家の会」はその収益を環境や社会貢献活動の実施に活用。なか

でも、上智大学の「アンコール・ワット遺跡保存修復活動」に賛同し、

2016年より継続して寄付しています。上智大学は、1996年

カンボジアに「アジア人材養成研究センター」を開設し、20年に

わたりアンコール・ワットの現場で人

材育成を実施しています。今後も、

2020年の完成を目指して取り

組んでいるアンコール・ワット西参道

の修復工事（第Ⅱ・Ⅲ工区）や人材育成

に引き続き支援していく予定です。

ミサワホームと東北ミサワホームは、宮城県石巻市荻浜中学校の

総合的な学習の時間「はまなす学習」で取り組んだ「津波の教え石」

プロジェクトに協賛し、石巻市荻浜地区に「津波の教え石」を建立し

ました。荻浜地区では、半数以上の家屋が全壊・流出し、犠牲者も多

く出ました。この石碑は、震災の記憶を風化させず、犠牲になられた

方々への慰霊と津波被害による教訓を「教え」として後世に伝える

ことが目的です。石碑のデザインやメッセージは生徒たちが検討し、

地元の石材店の協力のもとレタリン

グと字彫りに挑戦するなど製作にも

携わりました。10月28日に除幕式

を開催し、石巻市長をはじめ関係者

や荻浜中学校の生徒・保護者、地元

住民など約70名が参列しました。

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下、JAXA）の「宇宙

探査イノベーションハブ」（愛称：TansaX）が実施した研究提案

募集において、宇宙探査事業への応用を目的としたミサワホームの

提案が採択されました。JAXAの「宇宙探査イノベーションハブ」は、

地上のすぐれた技術とこれまでJAXAが培ってきた宇宙探査技

術の融合により、新たな技術の開発に取り組む組織です。今回の

研究提案募集では「課題解決型研究／拠点構造物の建築・拡張・

維持の省力化」のテーマに対し、「建築を省力化する工法技術」

と「自律循環システム」による持続可能な住宅システムの構築に

ついて提案しました。今後3年をかけて、共同研究を推進してい

きます。ミサワホームはこれまで住宅業界のパイオニアとして、

未来を見すえた技術開発・夢のある住まいづくりに取り組んでき

ました。今回の研究・開発においても、これまでに培ってきたノウ

ハウを最大限にいかし、

果敢に挑戦し、日本の宇

宙開発の発展に貢献し

ていきます。

ミサワホームグループは、森林資源の恩恵を受けている企業とし

て「生物多様性保全」や「社会貢献活動」を環境活動の主要テーマ

に掲げ、森林保全活動に取り組んでおり、「ミサワオーナーの森 

釧路町」「ＭＩＳＡＷＡオーナーの森 宮城」「ミサワホームの森 松本」

の国内３ヵ所と、フィンランドの計４ヵ所で活動しています。今回、

「ミサワホームの森 松本」では、ミサワホームが創立50周年を迎

えたことを記念し、地元の在来種である「御殿桜」の植樹を実施

しました。さらに、長野県が持続可能な森林整備を実現するため

に制度化した「森林（もり）の里親促進事業」の契約を3年間更新

するなど、引き続き森林整備活動を行っていく予定です。

SDGsとの関連
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ミサワホームは、地域・科学・文化・教育などの振興に
向けた活動や、国内外の森林保全活動など、継続性と
一貫性を大切にした社会貢献活動に取り組んでいます。
1968年から南極昭和基地の観測活動を支える建物
づくりを手がけてきた実績や、「微気候」を活用した
住まいづくりの歴史は、さまざまな活動の基礎となっ
ています。また、森林資源の恩恵を受ける企業として、
森林の維持管理や植樹を積極的に実施しています。

社会貢献活動

持続可能な木材調達や木材の有効活用に加え
国内外で「森林保全活動」を実施。

【地域貢献・文化・科学活動】

宇宙・地上双方への成果の応用を目的とした
「JAXAの研究提案募集」に採択。

「南極クラス」の継続的な実施をはじめ
南極地域観測活動の普及・啓発に協力。

HEARTH AT WORK

南極昭和基地の設営系隊員

累計36棟・延床面積約5,900㎡もの
建物建設を受注する「南極昭和基地支援活動」。

南極地域観測活動において、1975年の第17次南極地域観測隊

から2019年3月に帰国する第59次南極地域観測隊にいたる

まで、延べ21名のミサワホームグループ社員を国立極地研究所に

出向させ、設営系隊員として継続して派遣。また、1968年の「第10居

住棟」以降、日本南極地域観測隊の活動や生活を支える建物を受

注しています。さらに、南極や日本南極地域観測隊の活動を多くの

方々に身近に感じてもらえるよう「南極の歩き方」をミサワホーム

のWebサイト内に開設。観測活動の内容や南極の自然現象、未踏

の地を切り拓いた南極探検家など幅広い情報を紹介しています。

「南極クラス」とは、全国の学校生活共同組合や教育関連団体と連

携し、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立極地研究所

の協力を得て、南極地域観測隊に参加した社員らが講師となって、

小・中学校を中心に授業を実施する教育支援プログラムです。

2011年から開催し、生徒にはるか遠くの南極の世界を身近に感じ

てもらうとともに、将来の夢や希望をもつこと、お互いに支えあい

ミッションを達成していくチームワークの大切さを伝えています。

8月には文部科学省による「平成29年度こども霞ヶ関見学デー」

でも「南極クラス」を実施し、多くの子どもたちが参加しました。

上智大学の国際協力
「アンコール・ワット遺跡保存修復活動」を支援。

東日本大震災での津波被害を後世に伝える
石碑「津波の教え石」を石巻市に建立。
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「ミサワオーナーの森 釧路町」集合写真

「ミサワホームの森 松本」保全活動の様子

西参道の修復工事（第Ⅰ工区）の様子（2006年）

「津波の教え石」除幕式

ミサワホーム制作の2018年版カレンダー「偉人の生涯と筆跡

カレンダー（ピエール＝オーギュスト・ルノワール）」が、第69回

全国カレンダー展（主催：一般社団法人日本印刷産業連合会、

フジサンケイビジネスアイ）において部門賞の金賞※1を受賞し、

さらにその中から選出される上位賞の文部科学大臣賞※2を受賞

しました。全国カレンダー展におけるミサワホームカレンダーの

受賞は通算20回目となります。ミサワホームでは、今後もカレン

ダー制作を通して過去の偉人たちの功績を紹介し、文化の発展

に寄与するとともに、お客さまのご家族のコミュニケーション向

上のお手伝いをしていきたいと考えています。   

第69回全国カレンダー展にて
「文部科学大臣賞」を受賞。

偉人の生涯と筆跡カレンダー（ピエール＝オーギュスト・ルノワール）

表紙 4月

※1 部門賞は、用途別に3部門設定され、部門ごとに「金賞」（審査総数の3％相当）、「銀賞」（審査総数の
7％相当）が選出されます。  
※２ 文部科学大臣賞は、各部門の「金賞」受賞作品の中から選出される総合的な優秀作品で、とくにデザイン
にすぐれ、社会教育にも役立つと思われる作品に贈られるものです。   

「宇宙探査イノベーションハブ」のロゴマーク

「南極クラス」の授業風景

J-クレジット制度に基づくCO₂排出削減プロジェクトとして運営す

る「ECOになる家の会」は、オーナーさま宅のＣＯ₂排出削減量を

バンドリング（取りまとめ）して排出権（クレジット）化する取り組み

を行っています。毎年、ＣＯ₂排出削減分として数千トンが認証され、

認証分をミサワホームが全量買い取っていますが、「ＥＣＯになる

家の会」はその収益を環境や社会貢献活動の実施に活用。なか

でも、上智大学の「アンコール・ワット遺跡保存修復活動」に賛同し、

2016年より継続して寄付しています。上智大学は、1996年

カンボジアに「アジア人材養成研究センター」を開設し、20年に

わたりアンコール・ワットの現場で人

材育成を実施しています。今後も、

2020年の完成を目指して取り

組んでいるアンコール・ワット西参道

の修復工事（第Ⅱ・Ⅲ工区）や人材育成

に引き続き支援していく予定です。

ミサワホームと東北ミサワホームは、宮城県石巻市荻浜中学校の

総合的な学習の時間「はまなす学習」で取り組んだ「津波の教え石」

プロジェクトに協賛し、石巻市荻浜地区に「津波の教え石」を建立し

ました。荻浜地区では、半数以上の家屋が全壊・流出し、犠牲者も多

く出ました。この石碑は、震災の記憶を風化させず、犠牲になられた

方々への慰霊と津波被害による教訓を「教え」として後世に伝える

ことが目的です。石碑のデザインやメッセージは生徒たちが検討し、

地元の石材店の協力のもとレタリン

グと字彫りに挑戦するなど製作にも

携わりました。10月28日に除幕式

を開催し、石巻市長をはじめ関係者

や荻浜中学校の生徒・保護者、地元

住民など約70名が参列しました。

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下、JAXA）の「宇宙

探査イノベーションハブ」（愛称：TansaX）が実施した研究提案

募集において、宇宙探査事業への応用を目的としたミサワホームの

提案が採択されました。JAXAの「宇宙探査イノベーションハブ」は、

地上のすぐれた技術とこれまでJAXAが培ってきた宇宙探査技

術の融合により、新たな技術の開発に取り組む組織です。今回の

研究提案募集では「課題解決型研究／拠点構造物の建築・拡張・

維持の省力化」のテーマに対し、「建築を省力化する工法技術」

と「自律循環システム」による持続可能な住宅システムの構築に

ついて提案しました。今後3年をかけて、共同研究を推進してい

きます。ミサワホームはこれまで住宅業界のパイオニアとして、

未来を見すえた技術開発・夢のある住まいづくりに取り組んでき

ました。今回の研究・開発においても、これまでに培ってきたノウ

ハウを最大限にいかし、

果敢に挑戦し、日本の宇

宙開発の発展に貢献し

ていきます。

ミサワホームグループは、森林資源の恩恵を受けている企業とし

て「生物多様性保全」や「社会貢献活動」を環境活動の主要テーマ

に掲げ、森林保全活動に取り組んでおり、「ミサワオーナーの森 

釧路町」「ＭＩＳＡＷＡオーナーの森 宮城」「ミサワホームの森 松本」

の国内３ヵ所と、フィンランドの計４ヵ所で活動しています。今回、

「ミサワホームの森 松本」では、ミサワホームが創立50周年を迎

えたことを記念し、地元の在来種である「御殿桜」の植樹を実施

しました。さらに、長野県が持続可能な森林整備を実現するため

に制度化した「森林（もり）の里親促進事業」の契約を3年間更新

するなど、引き続き森林整備活動を行っていく予定です。
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ミサワホームグループは、ステークホルダーとの共存共栄を旨とするCSR経営の基盤としてのコーポレートガバナンスにおいて、

法令を遵守し、倫理を重んじて誠実に行動する企業であり続けること、適正な財務報告・情報開示と適切なリスク管理を行うことを

重視しています。さらに、「住まいを通じて生涯のおつきあい」という精神のもと、良質の住まいを一貫して提供し、豊かな社会づく

りに貢献することを通じて、持続的な成長を図り中長期的な企業価値の向上に努めています。

●経営体制

ミサワホームは、12名の取締役により取締役会を構成し、社長を

議長とする取締役会を月1回以上開催して重要事項の意思決定と

報告を行っています。12名のうちの2名は、取締役会による独立

かつ客観的な経営の監督の実効性を確保すべく、業務の執行と

一定の距離を置く社外取締役です。また、監督と意思決定、業務

執行を分離するため、執行役員制度を採用。取締役会の意思決

定に基づき、17名の執行役員が迅速に業務を執行します。女性

の取締役及び執行役員はまだ誕生していません。

●コーポレートガバナンスガイドライン

ミサワホームは、東京証券取引所が2015年に「コーポレート

ガバナンス・コード」を制定したことを契機として、同コードに準

拠する「コーポレートガバナンスガイドライン」を策定しました。

本ガイドラインは、ミサワホームグループが持続的な成長と中

長期的な企業価値の創出を実現していくことを目的とするも

のです。その内容は、「コーポレートガバナンス・コード」が示す

5つの柱（株主の権利・平等性の確保、株主以外のステークホ

ルダーとの適切な協働、適切な情報開示と透明性の確保、取締

役会等の責務、株主との対話）に沿って構成し、当社グループ

のガバナンスの取り組みについて説明しています。当社は、会

社法、その他関連法令及び定款をはじめとする各種会社規則

とともに、本ガイドラインの求める事項を遵守します。株主以外

のステークホルダーとの適切な協働は、当社の行動指針が示

すところとも一致します。ミサワホームは、持続的な成長と中

長期的な企業価値の創出が、従業員、顧客、取引先、債権者、地

域社会をはじめとする、さまざまなステークホルダーによる

リソースの提供や貢献の結果であることを十分に認識し、これ

らのステークホルダーとの積極的な協働に努めています。

■ ガバナンス体制 WEB

■ＣＳＲマネジメント体制

●監査・監督

ミサワホームは取締役会設置会社で、執行役員制度の採用によ

り、取締役会の意思決定、業務執行及び監督機能の集中を避け、

取締役会の監督機能及び業務執行者への牽制機能を充実させて

います。法定機関のほか、内部監査部門も設置し、業務執行者の自

浄作用を強化。また、法定の監査・監督機関と連携することで、監査・

監督機能が有効に機能しています。監査役（4名のうち3名は社外

監査役）は、会計監査人（新日本有限責任監査法人）と相互に連携を

図り、監査体制、監査計画及び監査実施状況の報告を受ける体制

を整え、情報交換を実施。内部監査を担当する監査室は、グループ

全体を対象に法令及び内部規定に則して業務の適正について監

査（金融商品取引法に基づく内部統制の評価を含む）。監査結果は

社長以下関係役員に報告し、経営の信頼性確保に努めています。

また、会社法に基づく監査を担当する監査役とも問題意識を

共有。互いの監査結果を報告し、監査品質の向上に努めています。

GOVERNANCEMANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

ガバナンス

【コーポレートガバナンス】

ミサワホームは経営企画部に「コーポレートコミュニケーション

課」を設置し、ＣＳＲに関する方針の立案やグループ全体のＣＳＲ

実施状況の調査、確認、報告などを行っています。方針変更

などの重要事項はその都度、実施状況については年２回、執行

役員などで構成される常設の「経営改革・戦略会議」に報告・

審議されます。ＣＳＲや環境推進活動に関連する部門には推進

担当者を置き、定期的に推進担当者会議を開催して、必要な

情報連絡と進捗状況の確認を実施。また、グループ各社には

ＣＳＲ推進部署は設置していませんが、経営企画部の担当役員

が年２回開催されるグループ会社を集めた合同会議などに

おいて、グループ各社の役員とＣＳＲや環境推進活動について

情報交換や連携を図っています。さらにコーポレートコミュニ

ケーション課と関連部門は、グループ各社の各事業責任者とも

情報交換、連携を密にとりながら、グループ全体としてＣＳＲ

活動のレベルアップに努めています。

●取締役：取締役会の構成員として
                意思決定を行う代表取締役
                及び執行役員の業務執行を監督

●執行役員：業務執行を行う

：内部統制機能部分

監 査
リスク管理
コンプライアンス

株主総会

●補完的機能

ミサワホームでは、取締役会の意思決定及び監督機能を補完する

ため、取締役及び執行役員の一部で構成する経営執行委員会を設け

ています。取締役会決議事項の事前審議を行うとともに、取締役会

決議事項に次ぐ重要な意思決定を行っています。経営執行委員会

には、監査役も積極的に出席することで、監査機能を補完しています。

●経営改革・戦略会議

ミサワホームは取締役、執行役員、従業員、その他当社の業務に従事

するすべての者に対し、法令及び定款に適合する行動はもとより、

誠実で倫理的な行動をとることを求めて、内部統制システムを構築

しています。その一環として、コンプライアンス及びリスク管理に

関する重要事項に関し、社長を統括責任者とし、常務以上の執行

役員、経営企画部長及びコンプライアンス室長をメンバーとした

「経営改革・戦略会議」を設置しています。

経営企画部は、各リスク別、各部門別の具体的なリスクの把握

及びリスクのコントロールを図り、業務の適正と効率性を確保

するために、各部のリスク管理を統括しています。また、コンプ

ライアンス室は日常のコンプライアンス活動を統括管理し、コン

プライアンス上のリスクマネジメントを実施。さらに、業務執行

部門から独立した立場の監査室を設置し、当社各部門及び当社

の子会社を含めたグループ全体について内部監査を実施する

とともに、内部統制の有効性をモニタリングしています。また、

2006年5月に「内部統制システム構築の基本方針」を取締

■ その他の内部統制機能・体制

取締役の報酬は、株主総会で定められた報酬総額の範囲内で、取締

役会の決議により決定しています。取締役の報酬などの限度額は

年額310百万円です。使用人兼務取締役の使用人分給与は含んで

おりません。監査役の報酬などの限度額は、年額90百万円です。

■ 役員報酬

WEB

役会で決議し(2007年3月、2015年4月、2018年4月に

一部改定）、13項目の基本方針を定めており、当社のホーム

ページ上に会社情報として開示しています。

監査法人

取締役会

代表取締役

監査室

コンプライアンス室

経営企画部 子会社

経営執行委員会

ヘルプライン

（2018年3月31日現在）

（社外監査役）

（社外取締役）

監査役監査役会

経営改革・戦略会議

監 査 監 査

各部門

ミサワホームは、コーポレートガバナンスガイドラインにおいて、

企業情報の提供に主体的に取り組むことを規定しており、株主・

投資家との信頼関係を構築・維持するために、重要な会社情報

の適時適切な開示が極めて重要な責務であるとの認識に立っ

ています。取締役会及び経営執行委員会などで決定した事項や

発生事項、子会社及び各部署で把握した事項のうち、金融商品

取引法及び金融商品取引所の定める適時開示規則により開示

が要請される重要情報ならびに投資判断に影響を与えると思

われる情報などについて、開示に関わる適切な社内体制をとっ

ています。また、社長をはじめとした主要執行役員ら経営陣が率

先して説明責任を果たしています。開示活動の実際にあたって

は、経営企画部が主管部署となり、子会社及び関連部署と連携

して速やかな開示に努めています。当社グループの内部統制活

動の監視・検証としては、監査役の会社法上の監査のほか、弁護

士など各分野における専門家の意見を参考にコンプライアンス

体制の構築に努めるなかで、経営会議への報告を行うことにより、

健全な業務執行の維持・向上に取り組んでいます。

■ 適時開示に係る当社の基本姿勢

適時開示に係る当社の社内体制などの状況

子
会
社

情
報
開
示

各部署 経営企画部

取締役会

当 社

経営執行
委員会

報告

報告 開示事項

報告

連携

取締役・監査役紹介

（2018年3月31日現在）

長崎 伸郎（社外）香川 隆裕（社外） 深津 浩彦長谷 博友（社外）

吉松 英之
専務執行役員
生産・調達・ＣＳ品質全般

作尾 徹也
常務執行役員
商品開発・技術・設計建設・海外事業全般

横田 純夫
常務執行役員
関西中部営業本部長 兼 和歌山支社長

庄司 健吾
常務執行役員
管理全般

後藤 裕司山科 忠

岩城 正和（社外）杉野 正博（社外）寺本 直樹

取締役

竹中 宣雄

取締役会長

磯貝 匡志
社長執行役員
経営全般

代表取締役

下村 秀樹
副社長執行役員
経営全般補佐 兼 営業全般 兼 首都圏営業本部長
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ミサワホームグループは、ステークホルダーとの共存共栄を旨とするCSR経営の基盤としてのコーポレートガバナンスにおいて、

法令を遵守し、倫理を重んじて誠実に行動する企業であり続けること、適正な財務報告・情報開示と適切なリスク管理を行うことを

重視しています。さらに、「住まいを通じて生涯のおつきあい」という精神のもと、良質の住まいを一貫して提供し、豊かな社会づく

りに貢献することを通じて、持続的な成長を図り中長期的な企業価値の向上に努めています。

●経営体制

ミサワホームは、12名の取締役により取締役会を構成し、社長を

議長とする取締役会を月1回以上開催して重要事項の意思決定と

報告を行っています。12名のうちの2名は、取締役会による独立

かつ客観的な経営の監督の実効性を確保すべく、業務の執行と

一定の距離を置く社外取締役です。また、監督と意思決定、業務

執行を分離するため、執行役員制度を採用。取締役会の意思決

定に基づき、17名の執行役員が迅速に業務を執行します。女性

の取締役及び執行役員はまだ誕生していません。

●コーポレートガバナンスガイドライン

ミサワホームは、東京証券取引所が2015年に「コーポレート

ガバナンス・コード」を制定したことを契機として、同コードに準

拠する「コーポレートガバナンスガイドライン」を策定しました。

本ガイドラインは、ミサワホームグループが持続的な成長と中

長期的な企業価値の創出を実現していくことを目的とするも

のです。その内容は、「コーポレートガバナンス・コード」が示す

5つの柱（株主の権利・平等性の確保、株主以外のステークホ

ルダーとの適切な協働、適切な情報開示と透明性の確保、取締

役会等の責務、株主との対話）に沿って構成し、当社グループ

のガバナンスの取り組みについて説明しています。当社は、会

社法、その他関連法令及び定款をはじめとする各種会社規則

とともに、本ガイドラインの求める事項を遵守します。株主以外

のステークホルダーとの適切な協働は、当社の行動指針が示

すところとも一致します。ミサワホームは、持続的な成長と中

長期的な企業価値の創出が、従業員、顧客、取引先、債権者、地

域社会をはじめとする、さまざまなステークホルダーによる

リソースの提供や貢献の結果であることを十分に認識し、これ

らのステークホルダーとの積極的な協働に努めています。

■ ガバナンス体制 WEB

■ＣＳＲマネジメント体制

●監査・監督

ミサワホームは取締役会設置会社で、執行役員制度の採用によ

り、取締役会の意思決定、業務執行及び監督機能の集中を避け、

取締役会の監督機能及び業務執行者への牽制機能を充実させて

います。法定機関のほか、内部監査部門も設置し、業務執行者の自

浄作用を強化。また、法定の監査・監督機関と連携することで、監査・

監督機能が有効に機能しています。監査役（4名のうち3名は社外

監査役）は、会計監査人（新日本有限責任監査法人）と相互に連携を

図り、監査体制、監査計画及び監査実施状況の報告を受ける体制

を整え、情報交換を実施。内部監査を担当する監査室は、グループ

全体を対象に法令及び内部規定に則して業務の適正について監

査（金融商品取引法に基づく内部統制の評価を含む）。監査結果は

社長以下関係役員に報告し、経営の信頼性確保に努めています。

また、会社法に基づく監査を担当する監査役とも問題意識を

共有。互いの監査結果を報告し、監査品質の向上に努めています。

GOVERNANCEMANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

ガバナンス

【コーポレートガバナンス】

ミサワホームは経営企画部に「コーポレートコミュニケーション

課」を設置し、ＣＳＲに関する方針の立案やグループ全体のＣＳＲ

実施状況の調査、確認、報告などを行っています。方針変更

などの重要事項はその都度、実施状況については年２回、執行

役員などで構成される常設の「経営改革・戦略会議」に報告・

審議されます。ＣＳＲや環境推進活動に関連する部門には推進

担当者を置き、定期的に推進担当者会議を開催して、必要な

情報連絡と進捗状況の確認を実施。また、グループ各社には

ＣＳＲ推進部署は設置していませんが、経営企画部の担当役員

が年２回開催されるグループ会社を集めた合同会議などに

おいて、グループ各社の役員とＣＳＲや環境推進活動について

情報交換や連携を図っています。さらにコーポレートコミュニ

ケーション課と関連部門は、グループ各社の各事業責任者とも

情報交換、連携を密にとりながら、グループ全体としてＣＳＲ

活動のレベルアップに努めています。

●取締役：取締役会の構成員として
                意思決定を行う代表取締役
                及び執行役員の業務執行を監督

●執行役員：業務執行を行う

：内部統制機能部分

監 査
リスク管理
コンプライアンス

株主総会

●補完的機能

ミサワホームでは、取締役会の意思決定及び監督機能を補完する

ため、取締役及び執行役員の一部で構成する経営執行委員会を設け

ています。取締役会決議事項の事前審議を行うとともに、取締役会

決議事項に次ぐ重要な意思決定を行っています。経営執行委員会

には、監査役も積極的に出席することで、監査機能を補完しています。

●経営改革・戦略会議

ミサワホームは取締役、執行役員、従業員、その他当社の業務に従事

するすべての者に対し、法令及び定款に適合する行動はもとより、

誠実で倫理的な行動をとることを求めて、内部統制システムを構築

しています。その一環として、コンプライアンス及びリスク管理に

関する重要事項に関し、社長を統括責任者とし、常務以上の執行

役員、経営企画部長及びコンプライアンス室長をメンバーとした

「経営改革・戦略会議」を設置しています。

経営企画部は、各リスク別、各部門別の具体的なリスクの把握

及びリスクのコントロールを図り、業務の適正と効率性を確保

するために、各部のリスク管理を統括しています。また、コンプ

ライアンス室は日常のコンプライアンス活動を統括管理し、コン

プライアンス上のリスクマネジメントを実施。さらに、業務執行

部門から独立した立場の監査室を設置し、当社各部門及び当社

の子会社を含めたグループ全体について内部監査を実施する

とともに、内部統制の有効性をモニタリングしています。また、

2006年5月に「内部統制システム構築の基本方針」を取締

■ その他の内部統制機能・体制

取締役の報酬は、株主総会で定められた報酬総額の範囲内で、取締

役会の決議により決定しています。取締役の報酬などの限度額は

年額310百万円です。使用人兼務取締役の使用人分給与は含んで

おりません。監査役の報酬などの限度額は、年額90百万円です。

■ 役員報酬

WEB

役会で決議し(2007年3月、2015年4月、2018年4月に

一部改定）、13項目の基本方針を定めており、当社のホーム

ページ上に会社情報として開示しています。

監査法人

取締役会

代表取締役

監査室

コンプライアンス室

経営企画部 子会社

経営執行委員会

ヘルプライン

（2018年3月31日現在）

（社外監査役）

（社外取締役）

監査役監査役会

経営改革・戦略会議

監 査 監 査

各部門

ミサワホームは、コーポレートガバナンスガイドラインにおいて、

企業情報の提供に主体的に取り組むことを規定しており、株主・

投資家との信頼関係を構築・維持するために、重要な会社情報

の適時適切な開示が極めて重要な責務であるとの認識に立っ

ています。取締役会及び経営執行委員会などで決定した事項や

発生事項、子会社及び各部署で把握した事項のうち、金融商品

取引法及び金融商品取引所の定める適時開示規則により開示

が要請される重要情報ならびに投資判断に影響を与えると思

われる情報などについて、開示に関わる適切な社内体制をとっ

ています。また、社長をはじめとした主要執行役員ら経営陣が率

先して説明責任を果たしています。開示活動の実際にあたって

は、経営企画部が主管部署となり、子会社及び関連部署と連携

して速やかな開示に努めています。当社グループの内部統制活

動の監視・検証としては、監査役の会社法上の監査のほか、弁護

士など各分野における専門家の意見を参考にコンプライアンス

体制の構築に努めるなかで、経営会議への報告を行うことにより、

健全な業務執行の維持・向上に取り組んでいます。

■ 適時開示に係る当社の基本姿勢

適時開示に係る当社の社内体制などの状況

子
会
社

情
報
開
示

各部署 経営企画部

取締役会

当 社

経営執行
委員会

報告

報告 開示事項

報告

連携

取締役・監査役紹介

（2018年3月31日現在）

長崎 伸郎（社外）香川 隆裕（社外） 深津 浩彦長谷 博友（社外）

吉松 英之
専務執行役員
生産・調達・ＣＳ品質全般

作尾 徹也
常務執行役員
商品開発・技術・設計建設・海外事業全般

横田 純夫
常務執行役員
関西中部営業本部長 兼 和歌山支社長

庄司 健吾
常務執行役員
管理全般

後藤 裕司山科 忠

岩城 正和（社外）杉野 正博（社外）寺本 直樹

取締役

竹中 宣雄

取締役会長

磯貝 匡志
社長執行役員
経営全般

代表取締役

下村 秀樹
副社長執行役員
経営全般補佐 兼 営業全般 兼 首都圏営業本部長
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【リスクマネジメント】

大地震や大型台風などの大規模災害の発生は、建物被害はなく

ても、水道・電気・ガスなどのライフラインが寸断されたり、内外装

の軽微な損傷などが発生し、オーナーさまの生活に不便や不安が

生じる可能性があります。ミサワホームでは災害発生時において、

被災者の住生活と心身の安全・安心を一刻も早く確保することが

住宅会社における社会的使命だと考え、「災害対策マニュアル」を

策定。災害の規模に応じて速やかに本社災害対策本部や現地対

策本部を設置するなど、緊急対策について十分な準備体制を整え

ています。本社のある首都圏が震度６強以上で被災した場合には、

災害対策本部長である社長をはじめ、関係役員及び各部門の

初動要員が新宿の本社または埼玉県、千葉県、東京都下の事務所

のうち出社可能な拠点に参集し、必要な対応を図ることとして

います。また、休日・夜間の災害発生を想定し、社員の安否確認の

迅速化と社業の早期復旧のため、セコム株式会社による安否確認

システムを利用した行動基準を定めています。

ミサワホームのオーナーさまからのお問い合わせに対応する

コールセンターの第2拠点として、2014年に「札幌コールセンター」

（北海道札幌市）を開設しました。2007年の「新宿コールセンター」

開設以降、全国の新築及びリフォームの販売会社の営業時間

外や定休日などでも、３６５日２４時間受付体制でオーナーさまから

の電話受付が可能なシステムを構築。タイムリーでフレキシブル

なサービスの提供により、オーナーさまの安全・安心を支えて

います。近年多発する自然災害や今後予想される首都直下地震

などに備え、ＢＣＭ（事業継続マネジメント）推進の一環として、

2拠点で連携を取り合いながら運営していきます。さらに、問い

合わせが集中した際の応答率向上や確実で迅速な応対の徹底など

により、アフターサービスの業務品質及びＣＳの向上を図ります。

■ 大規模災害への備え ■お客様センターの２拠点化

　

ミサワホームでは、行動指針に「反社会的勢力・団体からの不当な

圧力に屈しない」ことを記載し、社員への周知徹底を図っています。

また、社内体制を整備し、総務人事部に不当要求防止責任者を

設置。同責任者を中心に、警察署・暴力追放運動推進センター・

顧問弁護士などとの緊密な意思疎通と連携をもとに、反社会的

勢力の情報の収集、同勢力の排除を進めるとともに、その被害

防止を図っています。

■反社会的勢力による被害の排除

　

ミサワホームグループは、他社製品と差別化できる技術とノウハウ

を多く蓄積。当社グループ独自の技術とノウハウは、コンプライ

アンス室の法務・知財課において、知的財産権の取得・保護に努め

ており、特許と実用新案の出願・登録実績は業界トップクラスです。

■知的財産保護について

大規模災害発生時の初動フロー

（首都圏、震度6強以上）
災害発生！

本
部
サ
ポ
ー
ト
対
応

（
本
部
以
外
の
参
集
拠
点
）

本
部
の
初
動
対
応

（
本
部
拠
点
）

各
担
当
部
門
の

初
動
対
応

（
災
害
組
織
表
記
載
部
門
）

各
種
サ
ポ
ー
ト
対
応

（
会
社
指
示
に
よ
り
）

③
災
害
対
策
組
織
表
に
記
載
の

　

担
当
部
門
は
、部
門
ル
ー
ル
に
準
拠
し
対
応

①
〜
③
以
外
は
待
機

（
会
社
の
指
示
を
待
つ
）

出
社
不
能

（
自
身・家
族
の
負
傷
、

自
宅
損
壊
）

①
災
害
対
策
本
部
の

　

役
員
は
各
拠
点
を
統
括

②
部
門
初
動
要
員
は

　

「
赤
箱
」内
の

ツ
ー
ル
に
従
い
対
応

①
災
害
対
策
本
部
の

　

役
員
及
び

②
部
門
初
動
要
員
は

　

参
集
拠
点
に
出
社

（
本
社
、さ
い
た
ま
、立
川
、千
葉
）

当社グループの特許・実用新案出願累積件数
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12,800
（年度）

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

件数

対応した苦情

解決した苦情

39件

36件

受講率研修名（対象者） 総受講時間

8.6％ 2,295h

9.9％ 2,322h

コンプライアンス研修（全従業員）

管理職研修（管理職）

■ コンプライアンス教育・研修

ミサワホームグループでは、お客さまからの信頼とご満足を

第一に考えた企業活動を基本としており、お客さまやその他の

個人の方からお預かりする個人情報を大切に保護することを

重要な責務と考えています。その責務を遂行するため、個人

情報の保護に関する法律に基づきプライバシーポリシーを定め、

これに従って個人情報の取り扱いを行うことを全社に徹底して

います。万一、大規模な個人情報に関する事故が発生した場合

には、その内容と経緯、対応方法と再発防止策などをホーム

ページ上で開示します。昨年はグループ会社において住所・

氏名などのお客さま情報の盗難、紛失事故などが11件発生し、

対象となるお客さまには直接、事実関係のご報告とお詫びを

申し上げました。

■ 個人情報保護

ミサワホーム関係者が、グループ内における不祥事や不正行為

などを見かけたり、起こしてしまった際に相談・通報を受け付け

る制度です。不祥事の拡大防止や不正行為の是正などを実施し、

グループの社会的信頼を維持することを目的としています。実名・

匿名いずれでも通報できますが、実名の場合でも関係者に名前

が漏れないように配慮しています。

■ ヘルプライン

【コンプライアンス】

コンプライアンスカード

WEB■ コンプライアンス教育・研修

■ ヘルプライン

通報者
（ミサワホームグループ各社の従業員・派遣労働者・サプライヤー）

ミサワホーム株式会社 コンプライアンス室
●調査の要否判断 ●通報者へのフィードバック（調査の要否の判断結果など）

調査の実施

ミサワホームグループ各社
（ヘルプライン制度への参画会社）
　　　・調査への協力
　　　・是正措置の決定、実施

外部通報窓口

報　告

不祥事・不正行為・ハラスメント
などに関する通報

ミサワホームでは「購買基本方針」に基づき、公正な基準と適正な

手続きにより取引先を選定しています。新規にお取り引きを開始

する場合は、適正な価格と品質の部品・原材料を安定的に供給い

ただけるよう、取引先選定の基準を「購買規定」で定めています。

2017年度も、この基準に基づく算定をすべての新規取引先に

対し実施。継続的にお取り引きを行っている場合でも、1年に1回、生

産・供給体制に加え「品質」「価格」「納期」「経営」を総合的に評価

し、基準を満たした取引先と契約させていただくことで安定供給

を実現しています。加えてすべての取引先に対して、ミサワホーム

グループのＣＳＲの考え方を共有していただくため、「コーポレート

スローガン」「経営理念」「行動指針」を記載した書面を交付。ＣＳＲ

への取り組みを、取引先と協力して推進していきます。

■ 購買基本方針

「経営理念・行動指針」を周知徹底させるため、「コンプライアンスガ

イドライン」と「コンプライアンスカード」を作成し、パート・派遣・契約

社員を含むミサワホームグループ全従業員に配布。さらにガイドラ

インは社内ポータルサイトにも掲載し、閲覧可能としています。また、

コンプライアンスの重要性と一人ひとりの役割を認識させるため、

役職者に対して階層別のコンプライアンス研修を実施。研修はコン

プライアンスの必要性を理解させるものだけでなく、設計や建設と

いった専門分野の研修でも、独

禁法、不正競争防止法、製造物

責任法、労働安全衛生法など、各

分野で要求される関連法規制

のコンプライアンス教育ガイド

ラインを定め、実施しています。

安否報告
（災害用伝言）

コンプライアンス関連研修実績
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【リスクマネジメント】

大地震や大型台風などの大規模災害の発生は、建物被害はなく

ても、水道・電気・ガスなどのライフラインが寸断されたり、内外装

の軽微な損傷などが発生し、オーナーさまの生活に不便や不安が

生じる可能性があります。ミサワホームでは災害発生時において、

被災者の住生活と心身の安全・安心を一刻も早く確保することが

住宅会社における社会的使命だと考え、「災害対策マニュアル」を

策定。災害の規模に応じて速やかに本社災害対策本部や現地対

策本部を設置するなど、緊急対策について十分な準備体制を整え

ています。本社のある首都圏が震度６強以上で被災した場合には、

災害対策本部長である社長をはじめ、関係役員及び各部門の

初動要員が新宿の本社または埼玉県、千葉県、東京都下の事務所

のうち出社可能な拠点に参集し、必要な対応を図ることとして

います。また、休日・夜間の災害発生を想定し、社員の安否確認の

迅速化と社業の早期復旧のため、セコム株式会社による安否確認

システムを利用した行動基準を定めています。

ミサワホームのオーナーさまからのお問い合わせに対応する

コールセンターの第2拠点として、2014年に「札幌コールセンター」

（北海道札幌市）を開設しました。2007年の「新宿コールセンター」

開設以降、全国の新築及びリフォームの販売会社の営業時間

外や定休日などでも、３６５日２４時間受付体制でオーナーさまから

の電話受付が可能なシステムを構築。タイムリーでフレキシブル

なサービスの提供により、オーナーさまの安全・安心を支えて

います。近年多発する自然災害や今後予想される首都直下地震

などに備え、ＢＣＭ（事業継続マネジメント）推進の一環として、

2拠点で連携を取り合いながら運営していきます。さらに、問い

合わせが集中した際の応答率向上や確実で迅速な応対の徹底など

により、アフターサービスの業務品質及びＣＳの向上を図ります。

■ 大規模災害への備え ■お客様センターの２拠点化

　

ミサワホームでは、行動指針に「反社会的勢力・団体からの不当な

圧力に屈しない」ことを記載し、社員への周知徹底を図っています。

また、社内体制を整備し、総務人事部に不当要求防止責任者を

設置。同責任者を中心に、警察署・暴力追放運動推進センター・

顧問弁護士などとの緊密な意思疎通と連携をもとに、反社会的

勢力の情報の収集、同勢力の排除を進めるとともに、その被害

防止を図っています。

■反社会的勢力による被害の排除

　

ミサワホームグループは、他社製品と差別化できる技術とノウハウ

を多く蓄積。当社グループ独自の技術とノウハウは、コンプライ

アンス室の法務・知財課において、知的財産権の取得・保護に努め

ており、特許と実用新案の出願・登録実績は業界トップクラスです。

■知的財産保護について

大規模災害発生時の初動フロー

（首都圏、震度6強以上）
災害発生！
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当社グループの特許・実用新案出願累積件数
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13,666
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（年度）

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

件数

対応した苦情

解決した苦情

39件

36件

受講率研修名（対象者） 総受講時間

8.6％ 2,295h

9.9％ 2,322h

コンプライアンス研修（全従業員）

管理職研修（管理職）

■ コンプライアンス教育・研修

ミサワホームグループでは、お客さまからの信頼とご満足を

第一に考えた企業活動を基本としており、お客さまやその他の

個人の方からお預かりする個人情報を大切に保護することを

重要な責務と考えています。その責務を遂行するため、個人

情報の保護に関する法律に基づきプライバシーポリシーを定め、

これに従って個人情報の取り扱いを行うことを全社に徹底して

います。万一、大規模な個人情報に関する事故が発生した場合

には、その内容と経緯、対応方法と再発防止策などをホーム

ページ上で開示します。昨年はグループ会社において住所・

氏名などのお客さま情報の盗難、紛失事故などが11件発生し、

対象となるお客さまには直接、事実関係のご報告とお詫びを

申し上げました。

■ 個人情報保護

ミサワホーム関係者が、グループ内における不祥事や不正行為

などを見かけたり、起こしてしまった際に相談・通報を受け付け

る制度です。不祥事の拡大防止や不正行為の是正などを実施し、

グループの社会的信頼を維持することを目的としています。実名・

匿名いずれでも通報できますが、実名の場合でも関係者に名前

が漏れないように配慮しています。

■ ヘルプライン

【コンプライアンス】

コンプライアンスカード

WEB■ コンプライアンス教育・研修

■ ヘルプライン

通報者
（ミサワホームグループ各社の従業員・派遣労働者・サプライヤー）

ミサワホーム株式会社 コンプライアンス室
●調査の要否判断 ●通報者へのフィードバック（調査の要否の判断結果など）

調査の実施

ミサワホームグループ各社
（ヘルプライン制度への参画会社）
　　　・調査への協力
　　　・是正措置の決定、実施

外部通報窓口

報　告

不祥事・不正行為・ハラスメント
などに関する通報

ミサワホームでは「購買基本方針」に基づき、公正な基準と適正な

手続きにより取引先を選定しています。新規にお取り引きを開始

する場合は、適正な価格と品質の部品・原材料を安定的に供給い

ただけるよう、取引先選定の基準を「購買規定」で定めています。

2017年度も、この基準に基づく算定をすべての新規取引先に

対し実施。継続的にお取り引きを行っている場合でも、1年に1回、生

産・供給体制に加え「品質」「価格」「納期」「経営」を総合的に評価

し、基準を満たした取引先と契約させていただくことで安定供給

を実現しています。加えてすべての取引先に対して、ミサワホーム

グループのＣＳＲの考え方を共有していただくため、「コーポレート

スローガン」「経営理念」「行動指針」を記載した書面を交付。ＣＳＲ

への取り組みを、取引先と協力して推進していきます。

■ 購買基本方針

「経営理念・行動指針」を周知徹底させるため、「コンプライアンスガ

イドライン」と「コンプライアンスカード」を作成し、パート・派遣・契約

社員を含むミサワホームグループ全従業員に配布。さらにガイドラ

インは社内ポータルサイトにも掲載し、閲覧可能としています。また、

コンプライアンスの重要性と一人ひとりの役割を認識させるため、

役職者に対して階層別のコンプライアンス研修を実施。研修はコン

プライアンスの必要性を理解させるものだけでなく、設計や建設と

いった専門分野の研修でも、独

禁法、不正競争防止法、製造物

責任法、労働安全衛生法など、各

分野で要求される関連法規制

のコンプライアンス教育ガイド

ラインを定め、実施しています。

安否報告
（災害用伝言）

コンプライアンス関連研修実績

http://www.misawa.co.jp/legal/privacy.html


ミサワホームグループの
【環境理念】
【行動指針】

環境宣言

環境配慮型住宅

工　場 ディーラー

社会貢献
部門

事業所
環境部門

商品開発
部門

 工場生産・
情報物流
部門

営業
部門

建設現場
部門

ミサワホームグループにおける
「SUSTAINABLE 2020」推進体制

1 CO2削減
低炭素社会の構築に向け
たＣＯ２排出量の削減

循環型社会の構築に向け
た廃棄物削減と資源の有
効活用

自然共生社会の構築に向
けた生物多様性への配慮

安全・快適・健康に配慮した
住環境の整備

SUSTAINABLE  2020 （2016年度～2020年度）の4本柱

ミサワホームの
環境マネジメント
システム
（EMS）

SUSTAINABLE
2020

【環境行動計画】

2 資源有効活用 3 生物多様性 4 良好な住環境
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ミサワホームグループの一人ひとりが地球環境問題の重要性を認識し、環境保全における自らの役割を考えながら行動します。 

住宅のライフサイクルの各段階において、CO2削減、資源有効活用、生物多様性保全に貢献します。

環境関連法規を遵守し、周辺環境、地域環境に配慮した環境を育む企業活動を行います。

身近な環境保全活動を通して、広く社会とコミュニケーションを図ります。

環境研修を徹底し、持続可能な社会の実現に貢献できる人材を育成します。

【行動指針】

【理　　念】

1

2

3

4

5

私たちミサワホームグループは、社会生活の基本単位である住まいを提供する企業として、地球環境保全を視野に入れた「低炭素
社会」「循環型社会」「自然共生社会」の構築を目指した取り組みを積極的に推進し、安全・快適な住まいと良好な住環境の形成に
よる持続可能な社会の実現に努めてまいります。 

●環境宣言

●環境行動計画
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ミサワホーム株式会社

ミサワホームでは環境への取り組みとして１９９７年に「新・環境宣言」を公表しました。以降、その宣言に基づいて、さまざまな環境活動を

展開。２０１６年度には、２０２０年度までの５ヵ年で達成すべき環境目的・目標を定めた環境行動計画「ＳＵＳＴＡＩＮＡＢＬＥ２０２０」を策定

しました。この計画に沿って活動してきた結果を踏まえて、これからもグループ一丸となり、積極的な環境活動を展開していきます。

GOVERNANCEGOVERNANCEMANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

【環境マネジメント体制】

■環境行動計画「ＳＵＳＴＡＩＮＡＢＬＥ ２０２０」

ミサワホームは、自主的な環境マネジメントシステムを構築し、継続的に改善を行っています。ミサワホームグループの環境宣言を受けて策定した

「環境方針」に基づき、ミサワホームの環境マネジメントシステムに沿って、法規制の遵守・確認や環境に配慮した商品の開発、「ミサワホームの森」へ

の環境保全活動などの事業活動を展開しています。また、環境活動対象部門に対し、環境マネジメントシステムの運用状況及び環境パフォー

マンス状況などについて確認・指導を行い、経営層へ報告を行っています。

■ 環境マネジメントシステム

●環境活動の推進体制

生産、輸送、建設、使用（居住）、廃棄物処理にいたるまでの省

資源、省エネルギー、廃棄物削減などの環境推進活動を日常業

務のなかで展開。経営企画部を事務局とする「経営改革・戦略会議」

において環境活動の重要案件について審議しています。

●ISO14001認証取得

１９９７年、ミサワホーム松本工場が業界初の環境マネジメント

システムの国際規格ＩＳＯ１４００１認証を取得（1997年6月

13日）以来、生産工場、関連会社にいたるまで認証取得を行い、

現在ミサワホーム生産工場9工場及び関連企業１社が取得し

ています。また、内部・外部監査などを通して事業活動や苦情処

理の継続的改善に努めています。
関連会社

磯原工場・・・・・・・・・
札幌工場・・・・・・・・・
岡山工場・・・・・・・・・

工場（取得年月日）

木質工場

木質工場

セラミック
工場

ISO 14001認証取得工場・会社一覧

2001年4月20日

2001年8月23日

2003年5月31日

名古屋工場・・・・・・・・2001年3月31日

ミサワホーム・
フィンランド工場

1999年4月12日

経営改革・戦略会議
事務局：経営企画部

ホームイング部門

CS部門

社会貢献部門

事務所環境部門

工場生産・情報物流部門

建設現場・廃棄物処理部門

商品開発部門

商品開発部

技 術 部

設計施工統括部（設計）

分譲・事業推進課

生産設計情報部

生産統活部

調達開発部

関東資源循環センター

カスタマーサポート推進部

設計施工統括部（施工）

ストック推進部

コーポレートコミュニケーション課

総務課

環境推進担当者連絡会
事務局：経営企画部コーポレートコミュニケーション課

全 

部 

門

最高経営層

福岡工場・・・・・・・・

沼田工場・・・・・・・・

岩手工場・・・・・・・・

梓川工場・・・・・・・・

山梨工場・・・・・・・・

2000年7月1日

2000年12月1日

2001年1月1日

2001年2月1日

2001年3月24日

※

※木質部品工場 （2018年4月現在）

（2018年4月現在）

【環境方針】
 ミサワホーム株式会社は、ミサワホームグループの環境理念を踏まえ、事業活動を以下の方針に基づいて行います。

当社の活動、製品、サービスにかかわる環境影響を的確に把握し、この環境方針達成のため、
中期的な環境目的と年度環境目標を設定し、定期的な見直しを行うことで環境管理システムの質の継続的改善を図ります。

1

住宅のライフサイクルを通じて、環境に配慮し、安心で快適な住まいと良好な住環境の形成を推進します。2

事業所内活動において、環境負荷の低減を図るため、省資源、省エネルギー、廃棄物の削減に努めます。3

環境関連の法律・規則・協定ならびに自主的に定めた規制や基準を遵守し、環境保全を図ります。4

環境保全、社会貢献などの協働活動の機会を通じて、当社にかかわる方々との環境パートナーシップを強め、
広く社会と双方向のコミュニケーションを図ります。

5

環境教育を通じて一人ひとりの環境意識の向上を図り、持続可能な社会の実現を目指して
社会・地球における環境保全活動を実施していきます。
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ミサワホームグループの
【環境理念】
【行動指針】

環境宣言

環境配慮型住宅

工　場 ディーラー

社会貢献
部門

事業所
環境部門

商品開発
部門

 工場生産・
情報物流
部門

営業
部門

建設現場
部門

ミサワホームグループにおける
「SUSTAINABLE 2020」推進体制

1 CO2削減
低炭素社会の構築に向け
たＣＯ２排出量の削減

循環型社会の構築に向け
た廃棄物削減と資源の有
効活用

自然共生社会の構築に向
けた生物多様性への配慮

安全・快適・健康に配慮した
住環境の整備

SUSTAINABLE  2020 （2016年度～2020年度）の4本柱

ミサワホームの
環境マネジメント
システム
（EMS）

SUSTAINABLE
2020

【環境行動計画】

2 資源有効活用 3 生物多様性 4 良好な住環境
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ミサワホームグループの一人ひとりが地球環境問題の重要性を認識し、環境保全における自らの役割を考えながら行動します。 

住宅のライフサイクルの各段階において、CO2削減、資源有効活用、生物多様性保全に貢献します。

環境関連法規を遵守し、周辺環境、地域環境に配慮した環境を育む企業活動を行います。

身近な環境保全活動を通して、広く社会とコミュニケーションを図ります。

環境研修を徹底し、持続可能な社会の実現に貢献できる人材を育成します。

【行動指針】

【理　　念】

1

2

3

4

5

私たちミサワホームグループは、社会生活の基本単位である住まいを提供する企業として、地球環境保全を視野に入れた「低炭素
社会」「循環型社会」「自然共生社会」の構築を目指した取り組みを積極的に推進し、安全・快適な住まいと良好な住環境の形成に
よる持続可能な社会の実現に努めてまいります。 

●環境宣言

●環境行動計画
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ミサワホーム株式会社

ミサワホームでは環境への取り組みとして１９９７年に「新・環境宣言」を公表しました。以降、その宣言に基づいて、さまざまな環境活動を

展開。２０１６年度には、２０２０年度までの５ヵ年で達成すべき環境目的・目標を定めた環境行動計画「ＳＵＳＴＡＩＮＡＢＬＥ２０２０」を策定

しました。この計画に沿って活動してきた結果を踏まえて、これからもグループ一丸となり、積極的な環境活動を展開していきます。
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【環境マネジメント体制】

■環境行動計画「ＳＵＳＴＡＩＮＡＢＬＥ ２０２０」

ミサワホームは、自主的な環境マネジメントシステムを構築し、継続的に改善を行っています。ミサワホームグループの環境宣言を受けて策定した

「環境方針」に基づき、ミサワホームの環境マネジメントシステムに沿って、法規制の遵守・確認や環境に配慮した商品の開発、「ミサワホームの森」へ

の環境保全活動などの事業活動を展開しています。また、環境活動対象部門に対し、環境マネジメントシステムの運用状況及び環境パフォー

マンス状況などについて確認・指導を行い、経営層へ報告を行っています。

■ 環境マネジメントシステム

●環境活動の推進体制

生産、輸送、建設、使用（居住）、廃棄物処理にいたるまでの省

資源、省エネルギー、廃棄物削減などの環境推進活動を日常業

務のなかで展開。経営企画部を事務局とする「経営改革・戦略会議」

において環境活動の重要案件について審議しています。

●ISO14001認証取得

１９９７年、ミサワホーム松本工場が業界初の環境マネジメント

システムの国際規格ＩＳＯ１４００１認証を取得（1997年6月

13日）以来、生産工場、関連会社にいたるまで認証取得を行い、

現在ミサワホーム生産工場9工場及び関連企業１社が取得し

ています。また、内部・外部監査などを通して事業活動や苦情処

理の継続的改善に努めています。
関連会社

磯原工場・・・・・・・・・
札幌工場・・・・・・・・・
岡山工場・・・・・・・・・

工場（取得年月日）

木質工場

木質工場

セラミック
工場

ISO 14001認証取得工場・会社一覧

2001年4月20日

2001年8月23日

2003年5月31日

名古屋工場・・・・・・・・2001年3月31日

ミサワホーム・
フィンランド工場

1999年4月12日

経営改革・戦略会議
事務局：経営企画部

ホームイング部門

CS部門

社会貢献部門

事務所環境部門

工場生産・情報物流部門

建設現場・廃棄物処理部門

商品開発部門

商品開発部

技 術 部

設計施工統括部（設計）

分譲・事業推進課

生産設計情報部

生産統活部

調達開発部

関東資源循環センター

カスタマーサポート推進部

設計施工統括部（施工）

ストック推進部

コーポレートコミュニケーション課

総務課

環境推進担当者連絡会
事務局：経営企画部コーポレートコミュニケーション課

全 

部 

門

最高経営層

福岡工場・・・・・・・・

沼田工場・・・・・・・・

岩手工場・・・・・・・・

梓川工場・・・・・・・・

山梨工場・・・・・・・・

2000年7月1日

2000年12月1日

2001年1月1日

2001年2月1日

2001年3月24日

※

※木質部品工場 （2018年4月現在）

（2018年4月現在）

【環境方針】
 ミサワホーム株式会社は、ミサワホームグループの環境理念を踏まえ、事業活動を以下の方針に基づいて行います。

当社の活動、製品、サービスにかかわる環境影響を的確に把握し、この環境方針達成のため、
中期的な環境目的と年度環境目標を設定し、定期的な見直しを行うことで環境管理システムの質の継続的改善を図ります。

1

住宅のライフサイクルを通じて、環境に配慮し、安心で快適な住まいと良好な住環境の形成を推進します。2

事業所内活動において、環境負荷の低減を図るため、省資源、省エネルギー、廃棄物の削減に努めます。3

環境関連の法律・規則・協定ならびに自主的に定めた規制や基準を遵守し、環境保全を図ります。4

環境保全、社会貢献などの協働活動の機会を通じて、当社にかかわる方々との環境パートナーシップを強め、
広く社会と双方向のコミュニケーションを図ります。

5

環境教育を通じて一人ひとりの環境意識の向上を図り、持続可能な社会の実現を目指して
社会・地球における環境保全活動を実施していきます。
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【環境会計】
ミサワホームの環境保全コスト及び効果

項　目

環境保全

コスト（百万円）

2017年度
内　　容

効　　果

事務所活動

省資源推進費

省エネルギー推進活動

廃棄物処理費

高断熱・高気密住宅などの開発費

高度工業化推進費（工期短縮）

物流改善のための推進費

省部材設計のための開発費

Ｍ-Wood、Ｍ-Wood２の開発費

長期耐久技術開発費

VOC対策のための開発費

環境に配慮したまちなみづくり支援費

ＳＪＣ、広域認定など

ＥＭＳ運用費（環境測定費含む）

社員への環境教育費

環境保護団体への寄付・支援

環境情報提供（環境報告書作成、環境イベント出展）

2

6

4

301

0

190

19

1

3

9

省エネ・創エネ

環境マネジメント
システム

省資源

長期耐久性

健康な居住環境

自然環境

廃棄物

合　　計 533

2016年度

2

6

4

291

0

192

29

1

1

8

534

新素材・リサイクル

経済効果(百万円）

2016年度 2017年度
内　　容

省エネルギー・省資源（電気・水道・紙）効果

再生可能エネルギー発電・売却効果

廃棄物排出量削減効果

居住段階の光熱費削減効果（推定）

現場生産エネルギー削減効果（推定）

輸送エネルギー削減効果

資源使用量の削減効果

Ｍ-Woodによる廃棄物排出量削減効果

木材による炭素固定

　　　　　　　　̶

　　　　　　　　̶

廃棄物処理費用などの削減効果（推定）

　　　　　　　　̶

　　　　　　　　̶

　　　　　　　　̶

　　　　　　　　̶

3

35

0

1,765

18

40

▲ 170

̶

̶

̶

̶

0

̶

̶

̶

̶

▲ 4

4

▲ 0

1,952

20

32

38

̶

̶

̶

̶

0

̶

̶

̶

̶

2,041 1,691

環境保全効果（ｔ-ＣＯ₂）

2016年度 2017年度

17

442

▲ 1

3,303

291

852

▲ 518

4,916

13

̶

̶

0

̶

̶

̶

̶

▲ 137

243

▲ 21

6,115

340

731

114

4,474

72

̶

̶

0

̶

̶

̶

̶

11,930 9,315

環境マネジメント
システム

ミサワホーム工場の環境保全コスト及び効果

̶　  

̶　  

̶　  

̶　  

̶　  

̶　  

364

0

362

▲ 135

0

▲ 135

̶　  

̶　  

̶　  

0

̶　  

̶　  

̶　  

▲ 28

1

▲ 27

 64

 65

項　目

環境保全

内　　容

効　　果

公害防止

省エネルギー

廃棄物

自然環境

省資源・リサイクル

排ガス浄化及び排出抑制のための維持管理費

排水浄化設備の維持管理費

排水・排ガスなどの測定費

その他公害防止費（防音壁、防油堤設置など）

エネルギー消費設備などの改善費

工場建物の断熱化工事費

再生可能エネルギー設備の維持管理費

木材有効利用（M-Wood等）のための費用

排水リサイクルのための費用

リサイクルのための費用（金属、廃スラグなど）

廃棄物処理関連費

廃棄物の減量・減容化のための費用

工場内緑化の維持管理費

ＥＭＳ構築・運用費（ISO14001審査含む）

社員への環境教育費

合　　計 合　　計376 65

経済効果(百万円）

2016年度 2017年度

内　　容

　　　　　　　  ̶

　　　　　　　  ̶

　　　　　　　  ̶

工場生産エネルギー削減効果

▲ 1▲ 0 0 1再生可能エネルギー発電・売却効果

廃棄物処理費用などの削減効果

環境保全効果（ｔ-ＣＯ₂）

2016年度 2017年度2016年度 2017年度

27

10

0

0

0

1

0

̶

2

20

0

2

2

2

0

26

14

1

0

0

2

0

̶

2

17

0

0

1

5

2

70

コスト（百万円）

木　質 セラミック

2016年度 2017年度

58

21

4 

1 

0 

 5 

1 

88 

1 

40 

9 

1 

4 

70 

73 

58

17

2 

0 

0 

 7 

0 

30 

0 

38 

6 

1 

3 

12 

5 

181 

（参考）環境省ガイドラインによる集計

環境省ガイドライン集計項目

環境保全コスト（費用） ミサワホーム
ミサワホーム工場

1

2

3 管理活動における環境保全コスト（管理活動コスト）

研究開発活動における環境保全コスト（研究開発コスト）

社会活動における環境保全コスト（社会活動コスト）

環境損傷に対応するコスト（環境損傷コスト）

生産・サービス活動により事業エリア内で
生じる環境負荷を抑制するための
環境保全コスト（事業エリア内コスト）

生産・サービス活動に伴って上流または下流で生じる
環境負荷を抑制するためのコスト（上・下流コスト）

4

6

合　　計

小　　計

5

セラミック工場

①公害防止コスト

②地球環境保全コスト

③資源循環コスト

木質工場

投資額

投資額

費用額 投資額 費用額 投資額 費用額

費用額

0

0

12

0

0

0

0

12

0

0

6

195

20

301

12

0

533

0

1

0

0

0

0

0

0

1

0

83

7

138

143

0

4

0

376

0

3

3

0

0

0

0

0

5

0

36

1

24

2

0

2

0

65

0

19 974

集計対象

※ 木質部品工場（2工場）を含む。

単位：百万円

＊  小数点以下の四捨五入のため、合計額が合わないことがあります。

＊  小数点以下の四捨五入のため、合計額が合わないことがあります。

＊  小数点以下の四捨五入のため、合計額が合わないことがあります。
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適・健
康
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慮
し
た

住
環
境
の
整
備

自
然
共
生
社
会
の
構
築
に
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け
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生
物
多
様
性
へ
の
配
慮

循
環
型
社
会
の
構
築
に
向
け
た

廃
棄
物
削
減
と
資
源
の
有
効
活
用

総括判定管理指標 2015年度実績 2016年度実績2020年度目標
（2015年度比）（基準年） （2015年度比） （2015年度比）環境行動目標方針

低
炭
素
社
会
の
構
築
に
向
け
た

C
O
2
排
出
量
の
削
減

総CO2排出量削減
（スコープⅠ・Ⅱ・Ⅲ）

工場生産段階で発生する
廃棄物量削減

新築現場で発生する
廃棄物量削減
（木質・鉄骨・木造の平均)

森林認証を受けた
木材調達の推進

クリーンウッド法への
適切な対応

室内空気環境における
VOC放散量の削減

Mスマート（ウェルネス）シティの
開発推進

環境共生住宅の推進

居住段階における
CO2排出量削減

新築戸建住宅の
ZEH供給率

新築集合住宅の
省エネ化

既存住宅の
省エネリフォームによる
CO2排出量削減

生産・輸送・
建設段階における
CO2排出量削減

既存住宅の流通量を
増やすことにより、廃棄物削減・
資源の有効活用を図る

生産段階で使用する
PRTR対象化学物質の
使用量削減

長期優良住宅の普及率を高め、
建物長寿命化により廃棄物削減・
資源の有効活用を図る

事務所活動における
CO2排出量削減

新築戸建住宅の
長期優良化を推進

新築集合住宅の
長期優良化を推進

売上高当たり
CO2排出量

（t-CO2/億円）

棟当たり
CO2排出量

（t-CO2/棟・年）

棟当たり
CO2排出量

（kg-CO2/棟・年）

344.5※1 295.5※1
（▲14.2%）

・現場廃棄物排出量は前年比より
　削減するも、大型案件の影響により
　工場生産段階は増加。
　全体としては昨年と変わらず。

・長期優良住宅の普及について、
　新築戸建住宅における普及率が低下。

・タッチアップ材の使用量削減や
　生産工程改善により、
　化学物質使用量が減少。

・Mスマート（ウェルネス）シティの
　まちづくりについては、複合施設で
　順調な実績。（ASMACI浦安など）

1,912
1,875

（▲1.9%)

940
（0.68倍)

 4,956※1
（▲1.7%)

1,371

5,022

721 665
（▲7.8%)

36%
3,820棟

48%
4,893棟

50.4%
3,803棟

67.4%
4,882棟

0.6%
17棟

0.4%
11棟

2件
累計6件

2件
累計8件

650
615

（▲5.4%)

37億円 36億円

構造材
81%

構造材
80%

ー
（2017.5施行）

国交省･経産省の
運用検討会WGにて
業界意見集約

事業者登録に
おける

対象木材拡大
ー

271棟 500棟 120棟

15.7
15.8

（0.6％）
▲10%

100% 95%

毎年追加

95%

6.03※2
4.80

（▲20.3%)

非構造材に
対象拡大

目標値は今後検討

2,878
2,907
（1.0%)

ZEH供給率 7.5%

▲20%

▲40%

60% 15%

280.2
（▲18.7%）

1,774
（▲7.2%)

1,143
（0.83倍)

5,051
（0.5%)

627
（▲13.0%)

41.7%
4,116棟

59.6%
4,105棟

0.4%
11棟

4件
累計12件

707
（8.7%)

37.9億円

構造材
80%

事業者登録に
向け取引先への
情報収集

200棟

14.1
（▲10.2%）

95%

4.68
（▲22.4%)

2,815
（▲2.2%)

22%

▲10%

1.3倍

▲3%

▲5%

▲3%

▲10%

60%

80%

5%

年間CO2削減量
（ｔ-CO2/年）

棟当たり
CO2排出量

（kg-CO2/棟）

人当たり
CO2排出量

（kg-CO2/人）

棟当たり発生量
（kg/棟）

棟当たり発生量
（kg/125㎡・棟）

木材調達率

対応拡大

認定棟数

㎡当たり使用量
（ｇ/㎡）

VOC基準適合率

開発物件数

既存住宅
流通事業
売上高

50億円
（2019年度）

データ集
【2017年度環境活動実績】

※1 スコープ3における算出カテゴリ追加により、2015、2016年度の実績を変更。　※2一般住宅における排出量。

判定基準 ：前年度より良化 ：前年度と同等 ：前年度より悪化

2017年度実績

・大型案件の影響で生産・輸送・
　建設段階は伸び悩んだが、
　ＺＥＨ供給率の増加により、
　居住段階は良化。
　全体としても昨年度より良化した。

会計対象期間
2017年4月～2018年3月

会計対象範囲
ミサワホーム（本社・本館・関東資源循環センター）
ミサワホーム工場10工場（木質工場※9工場、セラミック工場1工場）

集計方法
環境省発行の「環境会計ガイドライン」の基準に沿って算出、
当社独自の項目で集計。

環境投資
環境保全に関わる新規投資は、ミサワホームが12百万円、
木質工場※が1百万円、セラミック工場が5百万円。

経済効果
実質的効果及び推定的効果を計上。
実質的効果…環境保全活動の結果得られた節約益、有価売却益を計上。
推定的効果…環境保全活動が寄与したとみなされる付加価値など、
　　　　　　仮定的な計算に基づく効果を計上。

ＣＯ2削減効果
環境目的・目標の実績をもとに、環境活動評価プログラム（環境省）
及び（一社）プレハブ建築協会エコアクションのCO2排出量の
算出方法により計上。

商品比率

商品比率

商品比率

課題

今年度のZEH目標（30％）達成の
ための施策強化と、他施策実施に
よるさらなるCO₂排出量削減。

生産・輸送・建設段階における
CO₂排出量の管理原単位の
見直しを検討。

長期優良住宅の普及率向上に
向けて、グループ内研修の
実施を強化。

「クリーンウッド法」への早期対応。

1 2 3 4

・クリーンウッド法についての
　社内方針を策定中。

・国産材の認証森を取り込むが
　昨年並み。

・環境共生住宅は
　分譲住宅を中心に増加。



【環境会計】
ミサワホームの環境保全コスト及び効果

項　目

環境保全

コスト（百万円）

2017年度
内　　容

効　　果

事務所活動

省資源推進費

省エネルギー推進活動

廃棄物処理費

高断熱・高気密住宅などの開発費

高度工業化推進費（工期短縮）

物流改善のための推進費

省部材設計のための開発費

Ｍ-Wood、Ｍ-Wood２の開発費

長期耐久技術開発費

VOC対策のための開発費

環境に配慮したまちなみづくり支援費

ＳＪＣ、広域認定など

ＥＭＳ運用費（環境測定費含む）

社員への環境教育費

環境保護団体への寄付・支援

環境情報提供（環境報告書作成、環境イベント出展）

2

6

4

301

0

190

19

1

3

9

省エネ・創エネ

環境マネジメント
システム

省資源

長期耐久性

健康な居住環境

自然環境

廃棄物

合　　計 533

2016年度

2

6

4

291

0

192

29

1

1

8

534

新素材・リサイクル

経済効果(百万円）

2016年度 2017年度
内　　容

省エネルギー・省資源（電気・水道・紙）効果

再生可能エネルギー発電・売却効果

廃棄物排出量削減効果

居住段階の光熱費削減効果（推定）

現場生産エネルギー削減効果（推定）

輸送エネルギー削減効果

資源使用量の削減効果

Ｍ-Woodによる廃棄物排出量削減効果

木材による炭素固定

　　　　　　　　̶

　　　　　　　　̶

廃棄物処理費用などの削減効果（推定）

　　　　　　　　̶

　　　　　　　　̶

　　　　　　　　̶

　　　　　　　　̶

3

35

0

1,765

18

40

▲ 170

̶

̶

̶

̶

0

̶

̶

̶

̶

▲ 4

4

▲ 0

1,952

20

32

38

̶

̶

̶

̶

0

̶

̶

̶

̶

2,041 1,691

環境保全効果（ｔ-ＣＯ₂）

2016年度 2017年度

17

442

▲ 1

3,303

291

852

▲ 518

4,916

13

̶

̶

0

̶

̶

̶

̶

▲ 137

243

▲ 21

6,115

340

731

114

4,474

72

̶

̶

0

̶

̶

̶

̶

11,930 9,315

環境マネジメント
システム

ミサワホーム工場の環境保全コスト及び効果

̶　  

̶　  

̶　  

̶　  

̶　  

̶　  

364

0

362

▲ 135

0

▲ 135

̶　  

̶　  

̶　  

0

̶　  

̶　  

̶　  

▲ 28

1

▲ 27

 64

 65

項　目

環境保全

内　　容

効　　果

公害防止

省エネルギー

廃棄物

自然環境

省資源・リサイクル

排ガス浄化及び排出抑制のための維持管理費

排水浄化設備の維持管理費

排水・排ガスなどの測定費

その他公害防止費（防音壁、防油堤設置など）

エネルギー消費設備などの改善費

工場建物の断熱化工事費

再生可能エネルギー設備の維持管理費

木材有効利用（M-Wood等）のための費用

排水リサイクルのための費用

リサイクルのための費用（金属、廃スラグなど）

廃棄物処理関連費

廃棄物の減量・減容化のための費用

工場内緑化の維持管理費

ＥＭＳ構築・運用費（ISO14001審査含む）

社員への環境教育費

合　　計 合　　計376 65

経済効果(百万円）

2016年度 2017年度

内　　容

　　　　　　　  ̶

　　　　　　　  ̶

　　　　　　　  ̶

工場生産エネルギー削減効果

▲ 1▲ 0 0 1再生可能エネルギー発電・売却効果

廃棄物処理費用などの削減効果

環境保全効果（ｔ-ＣＯ₂）

2016年度 2017年度2016年度 2017年度

27

10

0

0

0

1

0

̶

2

20

0

2

2

2

0

26

14

1

0

0

2

0

̶

2

17

0

0

1

5

2

70

コスト（百万円）

木　質 セラミック

2016年度 2017年度

58

21

4 

1 

0 

 5 

1 

88 

1 

40 

9 

1 

4 

70 

73 

58

17

2 

0 

0 

 7 

0 

30 

0 

38 

6 

1 

3 

12 

5 

181 

（参考）環境省ガイドラインによる集計

環境省ガイドライン集計項目

環境保全コスト（費用） ミサワホーム
ミサワホーム工場

1

2

3 管理活動における環境保全コスト（管理活動コスト）

研究開発活動における環境保全コスト（研究開発コスト）

社会活動における環境保全コスト（社会活動コスト）

環境損傷に対応するコスト（環境損傷コスト）

生産・サービス活動により事業エリア内で
生じる環境負荷を抑制するための
環境保全コスト（事業エリア内コスト）

生産・サービス活動に伴って上流または下流で生じる
環境負荷を抑制するためのコスト（上・下流コスト）

4

6

合　　計

小　　計

5

セラミック工場

①公害防止コスト

②地球環境保全コスト

③資源循環コスト

木質工場

投資額

投資額

費用額 投資額 費用額 投資額 費用額

費用額

0

0

12

0

0

0

0

12

0

0

6

195

20

301

12

0

533

0

1

0

0

0

0

0

0

1

0

83

7

138

143

0

4

0

376

0

3

3

0

0

0

0

0

5

0

36

1

24

2

0

2

0

65

0

19 974

集計対象

※ 木質部品工場（2工場）を含む。

単位：百万円

＊  小数点以下の四捨五入のため、合計額が合わないことがあります。

＊  小数点以下の四捨五入のため、合計額が合わないことがあります。

＊  小数点以下の四捨五入のため、合計額が合わないことがあります。
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し
た
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境
の
整
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築
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た

生
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性
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配
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循
環
型
社
会
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築
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廃
棄
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減
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資
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用

総括判定管理指標 2015年度実績 2016年度実績2020年度目標
（2015年度比）（基準年） （2015年度比） （2015年度比）環境行動目標方針

低
炭
素
社
会
の
構
築
に
向
け
た

C
O
2
排
出
量
の
削
減

総CO2排出量削減
（スコープⅠ・Ⅱ・Ⅲ）

工場生産段階で発生する
廃棄物量削減

新築現場で発生する
廃棄物量削減
（木質・鉄骨・木造の平均)

森林認証を受けた
木材調達の推進

クリーンウッド法への
適切な対応

室内空気環境における
VOC放散量の削減

Mスマート（ウェルネス）シティの
開発推進

環境共生住宅の推進

居住段階における
CO2排出量削減

新築戸建住宅の
ZEH供給率

新築集合住宅の
省エネ化

既存住宅の
省エネリフォームによる
CO2排出量削減

生産・輸送・
建設段階における
CO2排出量削減

既存住宅の流通量を
増やすことにより、廃棄物削減・
資源の有効活用を図る

生産段階で使用する
PRTR対象化学物質の
使用量削減

長期優良住宅の普及率を高め、
建物長寿命化により廃棄物削減・
資源の有効活用を図る

事務所活動における
CO2排出量削減

新築戸建住宅の
長期優良化を推進

新築集合住宅の
長期優良化を推進

売上高当たり
CO2排出量

（t-CO2/億円）

棟当たり
CO2排出量

（t-CO2/棟・年）

棟当たり
CO2排出量

（kg-CO2/棟・年）

344.5※1 295.5※1
（▲14.2%）

・現場廃棄物排出量は前年比より
　削減するも、大型案件の影響により
　工場生産段階は増加。
　全体としては昨年と変わらず。

・長期優良住宅の普及について、
　新築戸建住宅における普及率が低下。

・タッチアップ材の使用量削減や
　生産工程改善により、
　化学物質使用量が減少。

・Mスマート（ウェルネス）シティの
　まちづくりについては、複合施設で
　順調な実績。（ASMACI浦安など）

1,912
1,875

（▲1.9%)

940
（0.68倍)

 4,956※1
（▲1.7%)

1,371

5,022

721 665
（▲7.8%)

36%
3,820棟

48%
4,893棟

50.4%
3,803棟

67.4%
4,882棟

0.6%
17棟

0.4%
11棟

2件
累計6件

2件
累計8件

650
615

（▲5.4%)

37億円 36億円

構造材
81%

構造材
80%

ー
（2017.5施行）

国交省･経産省の
運用検討会WGにて
業界意見集約

事業者登録に
おける

対象木材拡大
ー

271棟 500棟 120棟

15.7
15.8

（0.6％）
▲10%

100% 95%

毎年追加

95%

6.03※2
4.80

（▲20.3%)

非構造材に
対象拡大

目標値は今後検討

2,878
2,907
（1.0%)

ZEH供給率 7.5%

▲20%

▲40%

60% 15%

280.2
（▲18.7%）

1,774
（▲7.2%)

1,143
（0.83倍)

5,051
（0.5%)

627
（▲13.0%)

41.7%
4,116棟

59.6%
4,105棟

0.4%
11棟

4件
累計12件

707
（8.7%)

37.9億円

構造材
80%

事業者登録に
向け取引先への
情報収集

200棟

14.1
（▲10.2%）

95%

4.68
（▲22.4%)

2,815
（▲2.2%)

22%

▲10%

1.3倍

▲3%

▲5%

▲3%

▲10%

60%

80%

5%

年間CO2削減量
（ｔ-CO2/年）

棟当たり
CO2排出量

（kg-CO2/棟）

人当たり
CO2排出量

（kg-CO2/人）

棟当たり発生量
（kg/棟）

棟当たり発生量
（kg/125㎡・棟）

木材調達率

対応拡大

認定棟数

㎡当たり使用量
（ｇ/㎡）

VOC基準適合率

開発物件数

既存住宅
流通事業
売上高

50億円
（2019年度）

データ集
【2017年度環境活動実績】

※1 スコープ3における算出カテゴリ追加により、2015、2016年度の実績を変更。　※2一般住宅における排出量。

判定基準 ：前年度より良化 ：前年度と同等 ：前年度より悪化

2017年度実績

・大型案件の影響で生産・輸送・
　建設段階は伸び悩んだが、
　ＺＥＨ供給率の増加により、
　居住段階は良化。
　全体としても昨年度より良化した。

会計対象期間
2017年4月～2018年3月

会計対象範囲
ミサワホーム（本社・本館・関東資源循環センター）
ミサワホーム工場10工場（木質工場※9工場、セラミック工場1工場）

集計方法
環境省発行の「環境会計ガイドライン」の基準に沿って算出、
当社独自の項目で集計。

環境投資
環境保全に関わる新規投資は、ミサワホームが12百万円、
木質工場※が1百万円、セラミック工場が5百万円。

経済効果
実質的効果及び推定的効果を計上。
実質的効果…環境保全活動の結果得られた節約益、有価売却益を計上。
推定的効果…環境保全活動が寄与したとみなされる付加価値など、
　　　　　　仮定的な計算に基づく効果を計上。

ＣＯ2削減効果
環境目的・目標の実績をもとに、環境活動評価プログラム（環境省）
及び（一社）プレハブ建築協会エコアクションのCO2排出量の
算出方法により計上。

商品比率

商品比率

商品比率

課題

今年度のZEH目標（30％）達成の
ための施策強化と、他施策実施に
よるさらなるCO₂排出量削減。

生産・輸送・建設段階における
CO₂排出量の管理原単位の
見直しを検討。

長期優良住宅の普及率向上に
向けて、グループ内研修の
実施を強化。

「クリーンウッド法」への早期対応。

1 2 3 4

・クリーンウッド法についての
　社内方針を策定中。

・国産材の認証森を取り込むが
　昨年並み。

・環境共生住宅は
　分譲住宅を中心に増加。



INPUT

INPUT TOTAL

OUTPUT

OUTPUT TOTAL

投入・排出
資源エネルギー量

合  計

研究・開発

工場生産

輸  送

施工現場

居  住

解  体

処理・再生

住宅受注
２０１7年度事業活動に伴う環境負荷データ ２０１7年度スコープ１、２、３におけるＣＯ₂排出量

2017年度も環境省、経済産業省が推奨する「サプライチェーンを通じた温室効果ガス
排出量算定に関する基本ガイドライン」に基づくスコープ１､２､３排出量を開示します。
当社はスコープ３排出量のうち、とくに居住時のCO2排出削減に貢献する、環境に配慮
した住宅の販売を推進しています。なお、資材調達・処理再生段階及び居住段階は、戸建
住宅に起因するものを算定しています。

各データの算出の前提

資源 : ＯＡ紙類の購入量

廃棄物：本社の廃棄物

開発・設計
（販売会社
を除く）

○集計対象範囲：ミサワホーム及びテクノエフアンドシーと協力工場。施工及び解体は販売建設会社などを含む。スコープ３のＣＯ２排出量は、ミサワホームグループ外データ（原材料など）を含む。
○集計対象期間：原則として2017年度（2017年4月～2018年3月）。データ集計の制限から、一部データは2017年度実績を推計。

資材調達

輸送段階

資源：新築住宅の生産に投入した資材量

廃棄物 : 当社10工場が排出した廃棄物

廃棄物 : 新築施工現場から排出された廃棄物

工場生産

施工段階

居住段階

解体・廃棄

処理・再生エネルギー・CO2 : エネルギーの使用の合理化に関
する法律に基づく特定荷主分のエネルギー使用量及
びCO2排出量

エネルギー・CO2 : 本社事務所のエネルギー使用量
及びCO2排出量

CO2 : 新築住宅の生産に投入した資材の生産(日本
建築学会ＬＣＡ指針）に伴うCO2排出量推計値

CO2 : 処理廃棄物を使用したリサイクル材製造による
CO2排出量

CO2 : 2017年度中に建築した住宅の居住時のCO2
排出量推計値（居住年数を30年と仮定）

CO2 : 2017年に供給した住宅が30年後に解体、
廃棄される場合のCO2排出量

エネルギー・CO2 : 当社10工場のエネルギー使用量
及びCO2排出量

エネルギー・CO2 : 販売建設会社などの施工に伴うエネ
ルギー使用量及びCO2排出量推計値

ミサワホームグループが使用した燃料に伴うＣＯ２排出量スコープ1

ミサワホームグループが購入した電力などに伴うＣＯ２排出量スコープ２

サプライチェーン全体におけるスコープ1、2以外のＣＯ２排出量スコープ３

スコープ1
10,373t-CO2
0.96％

スコープ2
12,521t-CO2
1.16％

その他
39,728t-CO2
3.67％ 

販売した製品の
使用廃棄
12,298t-CO2
1.14％ 

販売した製品の使用
793,486t-CO2
73.35％ 

購入した製品･サービス 
195,328t-CO2
18.06％ 

輸送、配送
14,965t-CO2
1.38％ 

事業から出る
廃棄物
3,036t-CO2
0.28％ 

＊組織内のエネルギー消費量（スコープ１と２のCO2排出量に対応）は４98，095ＧＪ。
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【マテリアル＆エネルギーフロー】

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

区分 算定基準・算定方法 排出係数 データ集計範囲

研究・開発

事務所エネルギー
事務所資源
事務所CO2排出量
事務所副産物リサイクル量
生産エネルギー
主な生産資源
生産CO2排出量
生産副産物リサイクル量
輸送エネルギー : 軽油
輸送エネルギー全般
輸送CO2排出量

施工エネルギー

主な施工資源
施工CO2排出量
施工副産物リサイクル量
居住CO2排出量
解体廃棄物排出量
M-Wood2製造

各エネルギーの使用量 ー
ー

ー
ー
ー

ー

※2

ー

ー

※3
ー

※1

※1

※1

※1

ー

OA用紙の購入量
事務所エネルギー使用に伴うCO2排出量
ミサワホーム本社の廃棄物排出量
工場におけるエネルギー使用量
新築住宅の生産に投入した資材量
工場におけるエネルギー使用量に対するCO2排出量

車両（特定荷主分）
輸送基地（特定荷物分）
車両・輸送基地

地域の販売建設子会社など

対象年度の納品住戸
販売建設会社など
梓川工場など

工場で排出したリサイクル対象の廃棄物量

ミサワホーム本社、本館
（電力のみ支社、展示場を含む）

木質工場7 木質部品工場2 セラミック工場1　
計10工場 （テクノエフアンドシーなど）

エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく特定荷主分のエネルギー使用量及びCO2排出量

１棟当たりCO2排出量×納品棟数÷環境省「温室効果ガス排出量算定･報告･公表制度について」に記載の
各種エネルギーのCO2換算係数

新築住宅の生産に投入した資材量
施工エネルギー使用量に伴うCO2排出量
自社調査による平均副産物リサイクル量×施工棟数
CASBEE-戸建を利用した自社による計算×新築戸建住宅棟数

廃棄物を使用したリサイクル部材製造量
解体した物件からの廃棄物量

工場生産

輸送

施工現場

居住
解体・廃棄
処理・再生

マテリアル＆エネルギーフロー算出根拠

※1 CO2排出量：各種エネルギーからのCO2への換算は環境省「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度について（2011年4月）」及び「平成22年度の電気事業者ごとの実排出係数・調整後排出係数等の公表について」による。水使用量のCO2へ
の換算は東京都環境局「地球温暖化対策報告書作成ハンドブック」による。 ※2 1棟当たりCO2排出量は自社調査時の基礎データによる。　※3 「住宅･土地統計調査」「木造建築物解体工事の現場」（社会法人全国解体工事団体連合会）データによる。

【スコープ1、2、3】

【工場パフォーマンス】

生産エネルギー

電力

LPG

ガソリン

軽油

21,256MWh

41ｔ

5㎘

39㎘

灯油

LNG

水

218㎘

679（千）㎥

64（千）㎥

輸送エネルギー

電力 

LPG 

軽油

866MWh

41t

5,616㎘

水 3（千）㎥

居住CO2排出量
居住段階CO2排出量 

26,450t-CO2

施工エネルギー
電力

ガソリン

5,114MWh

2,337㎘

木くず

廃プラスチック類

1,068t

873t

M-Wood2製造 1,941t 　

合計

　

1,941t

軽油 843㎘

主な施工資源

木材

【比重0.55】（ｔ）

基礎コンクリート

基礎鉄筋

25,795㎥

14,187t

154,377t

4,188t

外装材

石膏ボード

22,722t

33,989t

主な生産資源

木材

【比重0.55】（ｔ）

金属（鉄・アルミ）

プラスチック類

断熱材

113,194㎥

62,257t

8,802t

1,642t

6,947t

ガラス

石膏ボード

セラミック原料

1,884t

9,069t

1,854t

生産CO2排出量

電力

LPG

ガソリン

軽油

7,971t-CO2

122t-CO2

12t-CO2

101t-CO2

灯油

LNG

水

合計

542t-CO2

1,835t-CO2

42t-CO2

10,625t-CO2

輸送CO2排出量

電力 

LPG 

軽油

325t-CO2

122t-CO2

14,503t-CO2

灯油 

水

合計

1t-CO2

2t-CO2

14,953t-CO2

施工CO2排出量
電力

ガソリン

1,918t-CO2

5,425t-CO2

軽油

合計

2,176t-CO2

9,519t-CO2

事務所CO2排出量
電力

都市ガス

2,633t-CO2

156t-CO2

水

合計

3t-CO2

2,792t-CO2

施工副産物
リサイクル量

木くず

金属くず

廃プラスチック類

ガラス・陶磁器

2,429t

250t

1,481t

4,940t

紙くず

廃石膏ボード

その他

合計

2,496t

6,359t

2,610t

20,565t

生産副産物
リサイクル量

木くず 

金属くず 

廃プラスチック類 

ガラス・陶磁器

廃石膏ボード 

1,552t

404t

411t

485t

576t

汚泥 

その他 

合計 

1,015t

168t

4,611t

エネルギー
712,722GJ
（水を除く）

灯油 

LNG

水

218㎘

679（千）㎥

71（千）㎥

資源

紙

木材

金属（鉄・アルミ）

プラスチック類

外装材

34t

76,444t

12,990t

1,642t

22,722t

断熱材

ガラス

石膏ボード

セラミック原料

コンクリート

6,947t

1,884t

43,058t

1,854t

154,377t

電力 

都市ガス

LPG 

ガソリン 

軽油

34,256MWh

70（千）㎥

82t

2,342㎘

6,498㎘

CO2排出量

灯油 

LNG

水

合計

543t-CO2

1,835t-CO2

47t-CO2

37,889t-CO2

副産物
リサイクル量

紙くず

木くず

金属くず

廃プラスチック類

ガラス・陶磁器 

2,559t

3,981t

654t

1,892t

5,425t

廃石膏ボード

汚泥

その他

合計

6,935t

1,015t

2,778t

25,239t

電力 

都市ガス

LPG 

ガソリン 

軽油 

12,847t-CO2

156t-CO2

244t-CO2

5,437t-CO2

16,780t-CO2

解体廃棄物排出量

がれき類

その他

合計

18,542t

7,759t

39,075t

処理・再生廃棄物 M-Wood2製造

木くず

金属くず

廃プラスチック類

ガラス・陶磁器

8,004t

530t

182t

4,058t

事務所エネルギー
電力

都市ガス

7,020MWh

70（千）㎥

水 4（千）㎥

紙 34t
主な事務所資源

紙くず 63t事務所副産物
リサイクル量 合計 63t

建設した戸建住宅（木質パネル、
ハイブリッド）から排出される
1年分の総CO2排出量を算定

ＰＲＴＲ調査結果（2017年度：全工場合計）

メチレンビス（４，１－フェニレン）＝ジイソシアネート

グリオキサール

塩化第二鉄

キシレン

１，２，４－トリメチルベンゼン

エチルベンゼン

ジクロロメタン

トリエチルアミン

酢酸ビニル

ノルマル－ヘキサン

トルエン

１，３，５－トリメチルベンゼン

トリエチレンテトラミン

２－（４－エトキシフェニル）－２－メチルプロピル＝３－フェノキシベンジルエーテル

ヒドラジン

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

15.88 

15.16 

8.97 

4.26 

3.68 

3.22 

2.91 

2.77 

1.48 

1.31

1.12 

0.88 

0.32 

0.15 

0.13 

62.24 

0.00 

0.00 

0.00 

4.23 

3.64 

3.19 

2.88 

0.00 

0.00 

0.40

1.10 

0.87 

0.00 

0.00 

0.00 

16.31 

0.00 

0.00 

0.22 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.13 

0.35 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.61 

0.13 

4.78 

0.03 

0.04 

0.03 

0.03 

0.03 

0.01 

0.09 

0.01 

0.01 

0.00 

0.01 

0.00 

5.81 

15.27 

15.01 

3.97 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

2.74 

1.46 

0.82 

0.00 

0.00 

0.32 

0.13 

0.00 

39.72 合計

排出量・移動量（t）

合計／大気 合計／水質 合計／土壌 合計／移動（廃棄物）

消費
（t）

リサイクル
（t）

種別ランク 用　途 
総取扱量
（t）

化学物質

塗料

接着剤原材料

排水処理薬剤

塗料 ほか

塗料 ほか

塗料 ほか

ラッピング用接着剤

接着剤原材料

接着剤原材料

設備保護離型剤

塗料 ほか

接着剤原材料

役物用接着剤

防腐防蟻剤

ボイラー用清缶剤

＊  小数点以下の四捨五入のため、合計額が合わないことがあります。

PRTR（ｔ）

※１ 木質部品工場　※２ セラミック工場

沼田工場

岡山工場

福岡工場

札幌工場

岩手工場

山梨工場

磯原工場

梓川工場※1

富山工場※1

名古屋工場※2

工　場　名
総取扱量 大気 水質 土壌 移動

（廃棄物） 消費

19.13 

6.22 

4.14 

1.34 

0.79 

3.65 

0.71

5.16 

0.12 

21.33 

0.35 

0.44 

0.10 

0.13 

0.03 

0.00 

0.15 

3.71 

0.12 

11.31 

0.07 

0.00 

0.00 

0.22 

0.00 

0.13 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

4.59 

0.11 

0.04 

0.01 

0.00 

0.04 

0.00 

0.05 

0.00 

0.99 

14.13 

5.67 

4.00 

0.96 

0.76 

3.47 

0.54 

1.39 

0.00 

9.00 

全国生産工場の環境パフォーマンス（2017年度：PRTR届出量）

※１ 木質部品工場　※２ セラミック工場

全国生産工場の環境パフォーマンス（2017年度）

省エネルギー（地球温暖化防止） リサイクル

再資源化量  （t）CO2排出量（ｔ‐CO2）（水含む）原油換算（㎘）（水除く）

1,098

897

399

332

229

358

206

704

179

1,865

1,666

1,343

601

593

346

556

314

1,120

296

3,230

543

629

215

563

75

79

79

158

487

1,870

工　場　名

沼田工場

岡山工場

福岡工場

札幌工場

岩手工場

山梨工場

磯原工場

梓川工場※1

富山工場※1

名古屋工場※2

スコープ3
97.88％ 
1,058,841
t-CO2



INPUT

INPUT TOTAL

OUTPUT

OUTPUT TOTAL

投入・排出
資源エネルギー量

合  計

研究・開発

工場生産

輸  送

施工現場

居  住

解  体

処理・再生

住宅受注
２０１7年度事業活動に伴う環境負荷データ ２０１7年度スコープ１、２、３におけるＣＯ₂排出量

2017年度も環境省、経済産業省が推奨する「サプライチェーンを通じた温室効果ガス
排出量算定に関する基本ガイドライン」に基づくスコープ１､２､３排出量を開示します。
当社はスコープ３排出量のうち、とくに居住時のCO2排出削減に貢献する、環境に配慮
した住宅の販売を推進しています。なお、資材調達・処理再生段階及び居住段階は、戸建
住宅に起因するものを算定しています。

各データの算出の前提

資源 : ＯＡ紙類の購入量

廃棄物：本社の廃棄物

開発・設計
（販売会社
を除く）

○集計対象範囲：ミサワホーム及びテクノエフアンドシーと協力工場。施工及び解体は販売建設会社などを含む。スコープ３のＣＯ２排出量は、ミサワホームグループ外データ（原材料など）を含む。
○集計対象期間：原則として2017年度（2017年4月～2018年3月）。データ集計の制限から、一部データは2017年度実績を推計。

資材調達

輸送段階

資源：新築住宅の生産に投入した資材量

廃棄物 : 当社10工場が排出した廃棄物

廃棄物 : 新築施工現場から排出された廃棄物

工場生産

施工段階

居住段階

解体・廃棄

処理・再生エネルギー・CO2 : エネルギーの使用の合理化に関
する法律に基づく特定荷主分のエネルギー使用量及
びCO2排出量

エネルギー・CO2 : 本社事務所のエネルギー使用量
及びCO2排出量

CO2 : 新築住宅の生産に投入した資材の生産(日本
建築学会ＬＣＡ指針）に伴うCO2排出量推計値

CO2 : 処理廃棄物を使用したリサイクル材製造による
CO2排出量

CO2 : 2017年度中に建築した住宅の居住時のCO2
排出量推計値（居住年数を30年と仮定）

CO2 : 2017年に供給した住宅が30年後に解体、
廃棄される場合のCO2排出量

エネルギー・CO2 : 当社10工場のエネルギー使用量
及びCO2排出量

エネルギー・CO2 : 販売建設会社などの施工に伴うエネ
ルギー使用量及びCO2排出量推計値

ミサワホームグループが使用した燃料に伴うＣＯ２排出量スコープ1

ミサワホームグループが購入した電力などに伴うＣＯ２排出量スコープ２

サプライチェーン全体におけるスコープ1、2以外のＣＯ２排出量スコープ３

スコープ1
10,373t-CO2
0.96％

スコープ2
12,521t-CO2
1.16％

その他
39,728t-CO2
3.67％ 

販売した製品の
使用廃棄
12,298t-CO2
1.14％ 

販売した製品の使用
793,486t-CO2
73.35％ 

購入した製品･サービス 
195,328t-CO2
18.06％ 

輸送、配送
14,965t-CO2
1.38％ 

事業から出る
廃棄物
3,036t-CO2
0.28％ 

＊組織内のエネルギー消費量（スコープ１と２のCO2排出量に対応）は４98，095ＧＪ。
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【マテリアル＆エネルギーフロー】

MANAGING HEARTH MANAGING HEARTH

区分 算定基準・算定方法 排出係数 データ集計範囲

研究・開発

事務所エネルギー
事務所資源
事務所CO2排出量
事務所副産物リサイクル量
生産エネルギー
主な生産資源
生産CO2排出量
生産副産物リサイクル量
輸送エネルギー : 軽油
輸送エネルギー全般
輸送CO2排出量

施工エネルギー

主な施工資源
施工CO2排出量
施工副産物リサイクル量
居住CO2排出量
解体廃棄物排出量
M-Wood2製造

各エネルギーの使用量 ー
ー

ー
ー
ー

ー

※2

ー

ー

※3
ー

※1

※1

※1

※1

ー

OA用紙の購入量
事務所エネルギー使用に伴うCO2排出量
ミサワホーム本社の廃棄物排出量
工場におけるエネルギー使用量
新築住宅の生産に投入した資材量
工場におけるエネルギー使用量に対するCO2排出量

車両（特定荷主分）
輸送基地（特定荷物分）
車両・輸送基地

地域の販売建設子会社など

対象年度の納品住戸
販売建設会社など
梓川工場など

工場で排出したリサイクル対象の廃棄物量

ミサワホーム本社、本館
（電力のみ支社、展示場を含む）

木質工場7 木質部品工場2 セラミック工場1　
計10工場 （テクノエフアンドシーなど）

エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく特定荷主分のエネルギー使用量及びCO2排出量

１棟当たりCO2排出量×納品棟数÷環境省「温室効果ガス排出量算定･報告･公表制度について」に記載の
各種エネルギーのCO2換算係数

新築住宅の生産に投入した資材量
施工エネルギー使用量に伴うCO2排出量
自社調査による平均副産物リサイクル量×施工棟数
CASBEE-戸建を利用した自社による計算×新築戸建住宅棟数

廃棄物を使用したリサイクル部材製造量
解体した物件からの廃棄物量

工場生産

輸送

施工現場

居住
解体・廃棄
処理・再生

マテリアル＆エネルギーフロー算出根拠

※1 CO2排出量：各種エネルギーからのCO2への換算は環境省「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度について（2011年4月）」及び「平成22年度の電気事業者ごとの実排出係数・調整後排出係数等の公表について」による。水使用量のCO2へ
の換算は東京都環境局「地球温暖化対策報告書作成ハンドブック」による。 ※2 1棟当たりCO2排出量は自社調査時の基礎データによる。　※3 「住宅･土地統計調査」「木造建築物解体工事の現場」（社会法人全国解体工事団体連合会）データによる。

【スコープ1、2、3】

【工場パフォーマンス】

生産エネルギー

電力

LPG

ガソリン

軽油

21,256MWh

41ｔ

5㎘

39㎘

灯油

LNG

水

218㎘

679（千）㎥

64（千）㎥

輸送エネルギー

電力 

LPG 

軽油

866MWh

41t

5,616㎘

水 3（千）㎥

居住CO2排出量
居住段階CO2排出量 

26,450t-CO2

施工エネルギー
電力

ガソリン

5,114MWh

2,337㎘

木くず

廃プラスチック類

1,068t

873t

M-Wood2製造 1,941t 　

合計

　

1,941t

軽油 843㎘

主な施工資源

木材

【比重0.55】（ｔ）

基礎コンクリート

基礎鉄筋

25,795㎥

14,187t

154,377t

4,188t

外装材

石膏ボード

22,722t

33,989t

主な生産資源

木材

【比重0.55】（ｔ）

金属（鉄・アルミ）

プラスチック類

断熱材

113,194㎥

62,257t

8,802t

1,642t

6,947t

ガラス

石膏ボード

セラミック原料

1,884t

9,069t

1,854t

生産CO2排出量

電力

LPG

ガソリン

軽油

7,971t-CO2

122t-CO2

12t-CO2

101t-CO2

灯油

LNG

水

合計

542t-CO2

1,835t-CO2

42t-CO2

10,625t-CO2

輸送CO2排出量

電力 

LPG 

軽油

325t-CO2

122t-CO2

14,503t-CO2

灯油 

水

合計

1t-CO2

2t-CO2

14,953t-CO2

施工CO2排出量
電力

ガソリン

1,918t-CO2

5,425t-CO2

軽油

合計

2,176t-CO2

9,519t-CO2

事務所CO2排出量
電力

都市ガス

2,633t-CO2

156t-CO2

水

合計

3t-CO2

2,792t-CO2

施工副産物
リサイクル量

木くず

金属くず

廃プラスチック類

ガラス・陶磁器

2,429t

250t

1,481t

4,940t

紙くず

廃石膏ボード

その他

合計

2,496t

6,359t

2,610t

20,565t

生産副産物
リサイクル量

木くず 

金属くず 

廃プラスチック類 

ガラス・陶磁器

廃石膏ボード 

1,552t

404t

411t

485t

576t

汚泥 

その他 

合計 

1,015t

168t

4,611t

エネルギー
712,722GJ
（水を除く）

灯油 

LNG

水

218㎘

679（千）㎥

71（千）㎥

資源

紙

木材

金属（鉄・アルミ）

プラスチック類

外装材

34t

76,444t

12,990t

1,642t

22,722t

断熱材

ガラス

石膏ボード

セラミック原料

コンクリート

6,947t

1,884t

43,058t

1,854t

154,377t

電力 

都市ガス

LPG 

ガソリン 

軽油

34,256MWh

70（千）㎥

82t

2,342㎘

6,498㎘

CO2排出量

灯油 

LNG

水

合計

543t-CO2

1,835t-CO2

47t-CO2

37,889t-CO2

副産物
リサイクル量

紙くず

木くず

金属くず

廃プラスチック類

ガラス・陶磁器 

2,559t

3,981t

654t

1,892t

5,425t

廃石膏ボード

汚泥

その他

合計

6,935t

1,015t

2,778t

25,239t

電力 

都市ガス

LPG 

ガソリン 

軽油 

12,847t-CO2

156t-CO2

244t-CO2

5,437t-CO2

16,780t-CO2

解体廃棄物排出量

がれき類

その他

合計

18,542t

7,759t

39,075t

処理・再生廃棄物 M-Wood2製造

木くず

金属くず

廃プラスチック類

ガラス・陶磁器

8,004t

530t

182t

4,058t

事務所エネルギー
電力

都市ガス

7,020MWh

70（千）㎥

水 4（千）㎥

紙 34t
主な事務所資源

紙くず 63t事務所副産物
リサイクル量 合計 63t

建設した戸建住宅（木質パネル、
ハイブリッド）から排出される
1年分の総CO2排出量を算定

ＰＲＴＲ調査結果（2017年度：全工場合計）

メチレンビス（４，１－フェニレン）＝ジイソシアネート

グリオキサール

塩化第二鉄

キシレン

１，２，４－トリメチルベンゼン

エチルベンゼン

ジクロロメタン

トリエチルアミン

酢酸ビニル

ノルマル－ヘキサン

トルエン

１，３，５－トリメチルベンゼン

トリエチレンテトラミン

２－（４－エトキシフェニル）－２－メチルプロピル＝３－フェノキシベンジルエーテル

ヒドラジン

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

１種

15.88 

15.16 

8.97 

4.26 

3.68 

3.22 

2.91 

2.77 

1.48 

1.31

1.12 

0.88 

0.32 

0.15 

0.13 

62.24 

0.00 

0.00 

0.00 

4.23 

3.64 

3.19 

2.88 

0.00 

0.00 

0.40

1.10 

0.87 

0.00 

0.00 

0.00 

16.31 

0.00 

0.00 

0.22 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.13 

0.35 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.61 

0.13 

4.78 

0.03 

0.04 

0.03 

0.03 

0.03 

0.01 

0.09 

0.01 

0.01 

0.00 

0.01 

0.00 

5.81 

15.27 

15.01 

3.97 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

2.74 

1.46 

0.82 

0.00 

0.00 

0.32 

0.13 

0.00 

39.72 合計

排出量・移動量（t）

合計／大気 合計／水質 合計／土壌 合計／移動（廃棄物）

消費
（t）

リサイクル
（t）

種別ランク 用　途 
総取扱量
（t）

化学物質

塗料

接着剤原材料

排水処理薬剤

塗料 ほか

塗料 ほか

塗料 ほか

ラッピング用接着剤

接着剤原材料

接着剤原材料

設備保護離型剤

塗料 ほか

接着剤原材料

役物用接着剤

防腐防蟻剤

ボイラー用清缶剤

＊  小数点以下の四捨五入のため、合計額が合わないことがあります。

PRTR（ｔ）

※１ 木質部品工場　※２ セラミック工場

沼田工場

岡山工場

福岡工場

札幌工場

岩手工場

山梨工場

磯原工場

梓川工場※1

富山工場※1

名古屋工場※2

工　場　名
総取扱量 大気 水質 土壌 移動

（廃棄物） 消費

19.13 

6.22 

4.14 

1.34 

0.79 

3.65 

0.71

5.16 

0.12 

21.33 

0.35 

0.44 

0.10 

0.13 

0.03 

0.00 

0.15 

3.71 

0.12 

11.31 

0.07 

0.00 

0.00 

0.22 

0.00 

0.13 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

4.59 

0.11 

0.04 

0.01 

0.00 

0.04 

0.00 

0.05 

0.00 

0.99 

14.13 

5.67 

4.00 

0.96 

0.76 

3.47 

0.54 

1.39 

0.00 

9.00 

全国生産工場の環境パフォーマンス（2017年度：PRTR届出量）
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全国生産工場の環境パフォーマンス（2017年度）
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【CSR指標2017年度実績】

★CSR重点指標（P9にも記載あり）　※1ミサワホームグループの実績を含む場合。　※2算出方法変更により、2016年度の実績を変更。

CSR指標 2016年度実績

有（木材調達ガイドライン）

     調達方針会議 年2回開催 ※1

適時開示件数

決算説明会開催回数

強制労働・児童労働の有無

ヘルプライン通報件数（社員）

海外事業所における強制労働・児童労働の有無

新卒採用者数

中途採用数（ミサワホームグループは直系ディーラー）

定年後再雇用者数

平均勤続年数　男性

平均勤続年数　女性

年間離職率

有給休暇取得率

★育児休業取得者比率

介護休業取得者数

時短措置取得者数

★従業員一人当たりの所定外労働時間数

障がい者雇用率

外国籍従業員雇用者数

女性管理職比率

★女性従業員比率

労災事故発生件数（休業4日以上）

有資格者数　１級建築士

有資格者数　宅地建物取引士

有資格者数　1級建築施工管理士

従業員一人当たりの教育訓練費

社内研修開催回数

コンプライアンス研修開催件数

コンプライアンス研修参加者数

個人情報漏洩事故発生件数

ヘルプライン通報件数（取引先）

CSR調達ガイドラインの有無

取引先との協業の有無

★ZEH供給率

★MGEO採用率

特許出願件数

特許取得件数

研究開発費用

設計性能評価取得率 ※2

建設性能評価取得率 ※2

★長期優良住宅認定取得率

Gマーク取得累積件数

紹介件数（ミサワホームオーナーさま、ご入居者からの紹介件数）

ニュースリリース件数

HPページビュー件数（年間）

環境共生住宅棟数

「南極クラス」開催校数・受講生徒（児童）数

「ECOになる家の会」会員数

★スマートウェルネス・スマートシティによるまちづくり

業界関連団体への人材派遣数（出向含む）

政党、関連政治団体への政治献金額

寄付・募金額

人権

労働慣行

環境

公正な事業慣行

消費者課題

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展

2017年度実績ISO 26000 中核主題

組織統治

    93.4% ※1

    96.1% ※1

    0.70% ※1コールセンター苦情受付率
（コールセンターでの全体受付のなかで近隣苦情の占める比率）

★お客さま満足度（総合）
　（オーナーさまお伺い書で5段階評価のうち、「満足」と「まあ満足」が全体に占める比率）

★お客さま満足度（建物）
　（オーナーさまお伺い書で5段階評価のうち、「満足」と「まあ満足」が全体に占める比率）

★環境活動の実績と自己評価
CSR2017

     P48参照 ※1
本誌

     P43参照 ※1

MANAGING HEARTH

10件

4回

     無 ※1

     40件 ※1

     無 ※1

74名(172名 ※1）

14名（112名 ※1）

31名

18.4年

13.1年

3.6%

27.2%

1.2%

0名

104名

26.4時間/月

1.78%

3人

1.6％（3.8％ ※1）

18.7％（21.8％ ※1）

47件

380名（715名 ※1）

929名（2,062名 ※1）

198名（533名 ※1）

15,529円

28回

    11回 ※1

    512名 ※1

    10件 ※1

    0件 ※1

    15% ※1

     63% ※1

20件

94件

    1,365百万円 ※1

     52.6% ※1

     44.8% ※1

     48% ※1

140件

      3,832件 ※1

46件

     3,974万件 ※1

   120棟 ※1

    283校・29,375名 ※1

5,256組

     2件 ※1

13名

530万円

623万円

     93.0% ※1

     96.1% ※1

     0.59% ※1

11件

4回

     無 ※1

     39件 ※1

     無 ※1

100名（245名 ※1）

40名（216名 ※1）

41名

19.0年

13.5年

3.9%

26.7%

1.5%

1名

99名

24.8時間/月

1.77%

3人

1.4％（3.5％ ※1）

19.5％（22.4％ ※1）

45件

353名（684名 ※1）

906名（2,107名 ※1）

195名（548名 ※1）

16,842円

18回

     19回 ※1

     765名 ※1

     11件 ※1

     0件 ※1

     22% ※1

     59% ※1

25件

25件

     1,383百万円 ※1

     46.7% ※1

     43.0% ※1

     42% ※1

146件

     3,139件 ※1

45件

     3,417万件 ※1

     200棟 ※1

     242校・23,154名 ※1

     5,245組

     4件 ※1

13名

550万円

348万円
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